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国 頭 村 大宜味村
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合計 3,9町303 315 720 582 524 634 315 別4
資料昭和躯年度・大宜味村勢要覧
表6大宜味校区の世椿数、人口、児童生徒数（1977年）





印46 82 59 30 2師
130 8肥165 112246 155
10 1012 6024 4



























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































国頭村 大宜味村 東村 旧久志村






























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































立 地 条 件


















































































































































































































































































































































































































































































































































































































|(鑿奎阜室原のみ)|,,需言:00,5:00~8:Ud購買(直営）→請負，鉛入札（月1,000円）|世帯株 ’’根路銘農協支所→共同店'66上 原共同店 一
条件立地

















































































































































































































































































































































































































































'123(33）｜産業開発青年隊’ ’ ’’ ’州江
国頭村




































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































･利用配当と字費へ 489（113） なし浜 共同店
淋
副
鴎
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群
共同店と村落共同体 1閲
Ⅲ共同店の組織と機能
1共同店の組織
1共同店の組織の形成
(')出資の方法
共同店の発足にあたって、その資本金調達は字共有金と株出資の方法によってなされてい
ろ。字共有金あるいは字基本金といわれるものは、字として積み立てておいた資金、字の共有
財産を処分して得た資金、字民の共同作業などで作った資金、字の責任において金融機関等か
ら借入した資金などをさしている。字共有金だけで共同店の資本金調達ができる場合は少な
く、長期にわたる積み立てをしてきた小規模共同店に限られている（半地、田港、押川）。多
くの共同店では、字共有金のほかに、出資金を一定額に定めて部落住民から資金をつのってい
ろ。一般に出資者を「株主」と呼んでいるが、原則的には部落ぐるみ全員が株主であり、子供
老人の区別も無い場合が多い。この株出資にも二通りの方法がある。その一つは世帯ごとに
出資金を割り当てる世帯株である。国頭村の共同店では世帯株は割合に少なく（楚洲、辺野
喜、佐手、謝敷、奥間）、大宜味村では約半数（饒波、大宜味、根路銘、上原、塩屋、大川、
屋古、大保､津波）、東村や旧久志村では、ほとんどの共同店が世帯株である。もう一つの方
法は出資金を人口に割り当てる人口株である。人口株は国頭村の共同店に一般的にみられ、年
齢に関係なく1人1株が原則で、他地域から嫁に来た場合は1人分の出資金を納入して株主と
なるが、生まれてくる子供は一般に「自然増資株」といって自動的に株主となるのが通例であ
る（安田の共同店では20歳以上の人口株）。また、一般に、その部落に本籍を有する者が株
主となるが、他地域から転入してきた永住者も、出資金を納めて株主となることができる。大
宜味村においては、部落内の団体も株主となれるようにした共同店もあり(喜如嘉、大兼久)、
また、中南部や県外に住んでいても現住者なみに字費を納めている者（字費人口という考え
方）は株主としている例もある（謝名眺兼久）。東村や旧久志村では自由株の考え方もあ
る‘（平良、瀬嵩、汀間）。これは、個人で持てる株数を20口、30口と制限はしているものの、
その範囲内で自由に株数を持てるようにして資金の調達をはかっているが、これは共同店構成
員間に不平等感を抱かせるとして批判がないわけではない。東村と旧久志村では、字の持株数
を明確に定めている共同店も多く（慶佐次、平良、宮城、久富、大浦、汀間、嘉陽）、剰余金
の配分の際､その持株に応じて字の行政費にくり入れる仕組みとなっている。
(2)組合員の資格条項
共同店の公式の呼称は､一般に国頭村では共同店または共同売店（安波は共同組合、安田は
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協同組合）、大宜味村では一部の例外を除いてほとんどが共同組合（饒波、上原、田港、押川
は共同店）、東村では一般に共同組合、旧久志村では一般に共同店または共同売店となってい
る。共同店構成員のことを一般に組合員または株主と呼んでいるので、ここでは組合員と呼ぶ
ことにする。組合員の資格条項は、国頭村、大宜味村、東村の共同店では規約に明確にうたわ
れているが、旧久志村の場合は、必ずしもはっきりしていない。一般には、部落に本籍を有す
る者（部落の出身者）が組合員資格を持つとされていろ。たとえば中南部や県外に居住してい
ても資格を有するものとされ、部落在住者とほとんど区別をしない場合（安波、兼久）、部落
在住者と同じ字費を負担すればよいとする場合（奥、謝名城）、他出者は準組合員として現住
の正組合員と区別する場合（安田）などがある。この考え方に対し、部落内に現住する者を中
心に共同店を構成すべきだとする意見が支配的となりつつある。部落ぐるみ全員が組合員であ
るとする考え方である。これに年齢制限を設けて20歳以下の者を準組合員としている例もある
（安田）。このほかに、もともと部落出身者ではないが、仕事の都合で数年にわたって滞在す
る者（住民票を移す）、転入してきて永住する者に対しては、積極的に組合員になるよう勧誘
する例もある（辺土名、喜如嘉）。逆に部落出身者が他に転出した場合、組合員資格を凍結す
ることはあっても、直ちに資格を失うことにはならないのが通例である。組合員であった他地
域出身者が、転出して行く場合は、その時点で資格を失うことになる。部落出身者が出稼ぎそ
の他の理由によって、長期間他地域に出ても、直ちに組合員資格を失うことにはならないとい
うのは、過疎地域の農山村だけに、郷里とのつながりを何らかの形で保って置きたいという双
方の気持の反映であろう。
(3)組合員と部落住民との重合程度
部落ぐるみ全員が組合員である、とするのは古くからの部落在住者の気持であるが、現実に
はそうとばかりは言えない面がある。過去にさかのぼってみろと、部落住民＝組合員であり、
また、特に林業地帯では入会権者＝部落住民＝組合員という図式が成り立っていた。ところ
が、戦後この北部4村は、人口の流出が激しく、また近年では、ダムや道路などの大型公共工
事の関係で、他地域出身の労働者の流出入もひんぱんである。また地域別にみても、辺土名や
塩屋のように商業地域として産業構造や人口構成が大きく変りつつある所もあり、旧久志村南
部のように米軍基地によって村落の様相が一変した所もある。共同店そのものも変らざるを得
ないのであろうが、これら4村の共同店を比較してみて、共同店に対する部落住民の意識が大
きく変化したのは、旧久志村地域がきわだっている。とくに旧久志村の南部、なかでも辺野古
は村落の共同体的結合がすっかり変り、今や他地域からの流入者が主流を占め、農民的な村落
結合の実態は見られなくなった。辺野古においては、基地関係の個人店、特飲街が乱立、1958
年ごろ、共同店の経営はその基盤を失い、売店そのものを個人に売却していろ。隣接の豊原部
落でも同様の事情で共同店は崩壊している。旧久志村地域では、嘉陽、安部、三原、久志など
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の共同店が堅実な運営をしているのに対し、他はおしなべて住民の意識の共同店ばなれを危倶
している。旧久志村では、嘉陽、安部、三原、久志、天仁屋、大浦の共同店の場合、現住の全
世帯が組合員となっており、嘉陽などは他地域出身の長期滞在者をも組合員として扱ってい
ろ。安部と久志では、他地域出身で個人店を持つ者や基地従業員など組合員になっていない例
外者がいる。大川、瀬嵩、汀間などでは、他地域出身者は組合員にならない者もいる。共同店
の側でも積極的な勧誘をしていない状況である。旧久志村地域では、部落出身者で他出してい
る者は組合員資格を持たないとするのが一般的である。
東村、国頭村、大宜味村では、部落住民はすべて組合員であることが原則である。他地域出
身者であっても、永住の者はもちろん、長期滞在者（教員、公務員など）まで組合員になるこ
とをすすめている。部落出身者で他出している者でも組合員資格を失わせないように配慮して
いるのが一般的である。若干の例外は辺土名と塩屋である。ここには個人店を営む者や他地域
出身の公務員等がいて、共同店の構成員になっていない者もいろ。部落で現実に生活していて
も、部落住民に名実ともになりきっていない人びとであろう。
大宜味村では、白浜、宮城、江洲の3部落で共同店の経営を断念し、再建の見通しもないの
で、部落住民の日用雑貨はもっぱら個人店に依存していろ。
2共同店の経営
（')経営の形態
共同店の経営形態は大別して直接経営と請負の二通りがある。直接経営は、共同店に専任の
従業員を置いて経営するもので、部落と共同店が不離一体の関係にあるところでは部落経営と
いう言い方もしている。請負または委託経営は、部落内の個人に経営を委託する方式である。
経営の形態は、地域的にきわだった特徴がある。国頭村では20の共同店のうち謝敷共同店が請
負であるだけで、他はすべて直接経営である。これに対し大宜味村では16共同店のうち5共同
店が直営で他の11共同店は請負、東村では7共同店のうち川田の共同店のみが直営で他はすべ
て請負、旧久志村では10共同店のうち7共同店が直営で3共同店が請負である。いずれの共同
店においても、発足の際は直営であるが、中途から請負に移行していっている。三原共同売店
や安部共同店のように、いったん請負に移行してから、再び直営にもどっている場合もある。
これら4村の共同店の経営形態を経営の堅実性と対比してみると、一般的には、直営の共同店
は経営が堅実であり、請負に移行した共同店は経営そのものに難題をかかえている場合が多く
みられる。しかし、東村の慶佐次、宮城、大宜味村の田嘉里、喜如嘉などのように、請負経営
であるけれども経営も堅実で部落との関係もきわめてうまく融合している事例も少なくない。
共同店の経営を直接経営から請負経営に移行する理由として一般的にあげられているのは、
共同店経営の現場責任者である共同店主任の人選難と、経営の悪化（赤字）である。共同店主
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任は、一般のサラリーマンではとてもつとまらない重責である。すぐれた経営手腕とリーダー
シップ､それに加えて部落住民に対する限りない献身性が要求される。共同店経営の観点から
このような要求をされる主任の待遇は、一般のサラリーマン以下である。共同店の営業時間
は、早朝7時ごろから夜の9時ごろまで、しかも公休日・祝祭日にこそ共同店は開店しなけれ
ば意味がないとされるのであるから、一般の勤労者の感覚では耐えがたいものである。給与も
ボーナスも一般に低く、給与10万～13万、ボーナス年間20割というのが一般である。大規模の
共同店では主任だけでなく、一般店員の待遇、労働条件も難題が多い。このような事情から、
これを部落内の個人に委託して経営させるのが合理的ではないかという意見も出てくる。赤字
経営の共同店では、事情はさらに深刻となる。経営に対する批判もきびしく出されるであろう
から、主任の人選難とあわせて、直営をあきらめる方向へと進みがちである｡共同店主任の手
腕力量に負うところが大きいとはいえ、基本的には、それを支える村落結合の実質、地域の産
業構造や人口構成など多様な要因が複合しているのであるから、直営から請負に移る事情は単
純ではない。この点については次節で詳述する。
共同店を請負に移す場合、部落内住民の希望者にその請負条件を示し、入札によって請負者
を決定するのが普通である。次に請負契約書の事例を紹介しよう。
宮城共同組合請負契約害
宮城共同組合代表組合長を甲とし請負人を乙として下記の条項により請負契約を締結す
る。
記
請負条項
1．この請負契約は1ケ年とする。但し請負者が継続希望の場合は1ケ年優先する。3
年目以降は入札希望者がいる場合前任者は入札権を失う但し利用区域の半数以上の方
が適任と認めた場合はこの限りではない。
2．請負金額は月額（○○○○）とし1ケ年分契約と同時に前納とする。
3．棚卸在庫品は無利息で請負者へ貸付する。
4．開店時間は午前7時とし閉店は9－3月末日まで8時とし、4－8月末日までは9
時とする｡但し閉店9時後は請負者にまかす。
5．商品の価格は（小売価格）三売店協定する。
6．備品及び建物を損傷（不可抗力を除く）した場合は請負者の負担とする。
7．組合員の需要に応えるため商品の品切をさせてはならない。
8．契約始めと終りの在庫品の商品価値の減少した物品については双方合議して決め
ろ。
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9．契約保証金は金○○円とする。
10．電話、電気料は請負者の負担とする。
11．契約期間中の掛買掛売金は請負者の責任とする。
12．請負時の在庫品の増減は双方現金精算する但し任期年度の在庫商品は請負時在庫高
以下に商品を減らすこと。
13．休店は月2回とす。但し急要の場合は原則として2日前にはり紙して通知するこ
と。
14．請負者は必ず仕入台帳の記帳と仕入証懲を保管すること
15．この契約を証するための連帯保証人4名は役員会の認める人でなければならない。
16．その他この条項の定めにない事項は双方合議の上決める。
17．請負金額の最低金額は毎年度の役員会で決定する。
18．第2条から第17条の条項に違反した場合は役員会の決議によりいつでも契約を解く
ことが出来る。
19．この契約書は必要に応じていつでも改廃できる。
20．上記の契約の証として本書2通を作り当事者記名捺印の上甲、乙各自1通を保有す
る。
昭和年月日
乙請負人住所東村字宮城117番地
氏名○○○○○印
連帯保証人住所東村字宮城112番地
氏名○○○○○印
住所東村字宮城158番地
氏名○○○○○印
住所東村字宮城170番地
氏名○○○○○印
住所東村字宮城143番地
氏名○○○○○印
宮城共同組合長殿
共同店の請負経営は、部落内住民の中に希望者がいない場合もある。その場合は、他地域に
転出した部落出身者を呼びもどして経営を委託する場合もある（押川、根路銘）。極端な赤字
経営の共同店では、請負金額は形だけにし、売店を維持できればよいとして､収益があがれば
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請負者の自由にまかせろという例もある（東村車、大宜味村の押川、饒波）。
(2)共同店の規約
共同店経営の原則は規約に定められているのが普通である。奥、宜名真、与那、辺土名、安
田、安波、浜、桃原など国頭村の伝統のある共同店では整然とした規約があって、字行政や部
落内農事組合等との関係も明文化されているものが多い。大宜味村の田嘉里、喜如嘉、津波、
東村の川田、平良、宮城、旧久志村の安部、久志、嘉陽などでも同様である。これに対し、共
同店の経営がうまくいかず、請負者にまかせきりのところでは規約の存在はほとんど問題にな
らず、売店を維持するだけで手いっぱいのところも少なくない。また名護市幸喜部落のよう
に、明文の規約はないが字行政の一環として共同店を運営しているところもある。
これらの共同店規約は、ほとんどのものが奥共同店に範をとっていろ。その傾向は国頭村各
部落共同店に顕著である。その特徴は、まず第一に字行政と共同店が完全に融合していること
で、たとえば奥部落では奥区条例に共同店が位置づけられると同時に、共同店の店則にも字行
政とのかかわりが明記されている。辺戸、宜名真、桃原、安田、安波などでも同様である。規
約の概要を全般的に示すと次の通りである。
目的（組合員の経済状態の改善と生活文化の向上、福利の増進）。事業内容（生活物資の供
給、農林水産物の集荷販売、生産資材の供給、共同利用施設の設置、福祉育英事業）。組合員
（組合員資格、加入脱退）、出資および剰余金配当（出資方法、配当方法）、役職および機
関（組合長、主任、店員、役員会、総会、議事運営など）、業務の執行と会計（事業年度、予
算決算）
(3)経営主体の構成
共同店経営の主体は、一般的には役員会と組合長であるが、部落の事情によってその構成に
は差異がある。共同店を運営する直接の責任者は現場責任者である共同店主任（専務理事と呼
ぶところもある）であるが、その上に役員会が置かれているのが普通である。
役員会は理事会あるいは代議員会とも呼ばれるが、その大きな特徴は、字行政と密接な関係
を持っていることである。奥共同店の役員会は、21人からなる区議会であるが、この方式をと
っている共同店としては、楚洲、辺戸、宇嘉、辺野喜、佐手、謝敷、与那、比地、田嘉里、謝
名城、喜如嘉、饒波、大兼久、大宜味、根路銘、上原、屋古、押川、大川、汀間、三原などで
ある。組合長（または理事長）を区長と定めているところも多い。共同店の役員会を字行政の
役員会と分離して独立させている共同店もあるが、その場合でも区長や字行政の主要なメンバ
ーは役員会に入ってくることになっている。この方式を採用している共同店としては、国頭村
では、安波、安田、宜名真、伊地、宇良、辺土名、奥間、桃原、鏡地、浜、半地、大宜味村で
は、塩屋、塩屋の大川・兼久、田港、大保、津波、東村ではすべての共同店、旧久志村では、
久富、大浦、瀬嵩、安部、嘉陽、底仁屋、天仁屋などである。
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主任の位置づけも部落の事情によって異なる。共同店主任は直接経営の場合に現場責任者と
なるものであるが、主任は役員会（理事会）の構成員の1人である。組合長（理事長）が主任
を兼ねている例もある（安波、久富、瀬嵩）。
請負経営の場合は、共同店主任は不要であり、役員会から請負者に必要事項を指示するわけ
である。
(4)従業員の構成
直接経営の場合、主任の下に2～3人の店員を配置しているのが例であるが、小規模の共同
店では、主任1人で全般をみたり、主任の家族をその補助者として位置づけている場合もあ
る。主任は多方面にわたって献身性を要求されるので、その家族の助けは不可欠である。ま
た、いずれの共同店においても、多忙な時期にはアルバイトを雇うことがある。主任は役員会
または総会において任命され、通常その任期は1～2年である。運営の公正と明朗を期するた
めに、同一人を再任しない方針をとっているところもある。主任の給与は月額10～13万円であ
るが、主任とその家族に店員としての給料も加えて支給する例もある。ボーナスは年間20割と
いうのが一般的であるが、桃原、鏡地、半地の共同店では、決算期ごとの共同店の利潤の6～
20％をボーナスとして支給している。
店員の採用は一般に主任に一任されている。給与は6～9万円が普通でボーナスは主任と同
じ割合である。店員の定期昇給や社会保険加入を実施しているのはきわめてまれで、安田協同
組合と奥共同店が先進的な例を示しているのみである。
共同店では購買部門のほかに施設利用も行なっているので、その面での従業員-も必要であ
る。奥や津波の製茶は、別組織の茶業組合があるので、共同店が独自に従業員を採用する必要
はない。安波と安田では、部落と辺土名間に毎日一往復の客車（マイクロバス）を運行してい
るので、運転手の確保が必要になってくる。客車は部落と辺土名を往来して乗客を運送するだ
けでなく、ときには救急車の役も負っており、また、部落住民の緊急連絡や日用雑貨の運送に
もあたっている。
宜名真共同店の精米所は、臨時にアルバイトを雇って運営していろ。アルバイトの賃金は、
その業務内容にもよるが、大宜味や安田の例では、高校生で1B3,000円ていどである。請負
経営の場合は、請負者とその家族が運営にあたり、他から従業員を雇うことは少ない。直営で
あれ、請負であれ、共同店の営業時間は部落住民にとっても従業員にとっても重大な関心事で
ある。早朝7時から夜の9時ごろまでというのが一般的で、月1回の休店といったところが多
い。日曜や祝祭日などは共同店にとって、かきいれどきであるので休みにはしていない。とく
に盆と年末年始は多忙である。しかし、共同店そのものはこれでよいとしても、従業員の労働
条件という面からは、なお改善しなければならない課題が残されていろといえよう。従業員に
は週休も保障し、週1回の閉店日を設けるなど、改善がなされつつある。しかし、これも経営
が健全な共同店で可能なことで、赤字経営ではそこまで考えるゆとりもないというのがのが現
状である。
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3共同店の経営形態の移行
経営形態の移行についての視点
前述したように、共同店の経営形態には、一般に二つの形態があげられろ。すなわち、(1)直
接経営制、(2)個人請負制である。そこで本章では、(1)、(2)の形態の移行について論ずることに
する。
共同店の経営形態の移行を図式的に示すと、（')直接経営→個人請負、(2)直接経営→個人請負
→直接経営、(3)直接経営→個人請負→個人店と類別できろ。（1)は直線移行型(A型）、(2)は回
帰移行型(B型）、(3)は直線消滅型(C型）である。共同店の経営形態の移行を論ずる場合に
重要なことは、結果としてのA型、B型、あるいはC型を指摘することではない。要は、いか
なる社会的・文化的条件のもとに、いかなる歴史的時点において、共同店がある特定の移行型
を具現するにいたったかということである。同じ類型の共同店でも、事例的にみると、それぞ
れがたどってきた過程的内容を異にしているのである。その理由は、それぞれの共同店の移行
過程を規定している対内的・対外的要因が相互に違うからである。更に、共同店の原初的な経
営形態である直接経営そのものが一貫して堅持されている場合でも、歴史的な視点からみれ
ば、その組織形態、その機能的内容、その存在意義等において変遷してきているのである。一
方、A型は直接経営が破綻した帰結だという消極的アプローチでは、その過程的実態を解明す
ることができない。何故なら、A型にもさまざまな事例があるからである。他のタイプについ
ても全く同様なことがいえる。したがって、共同店の経営形態の移行を論ずる場合に、われわ
れはまず、その分析の視点を明確にしておく必要がある。
経営形態の移行を論ずる前提は、直接経営を規定している諸要因を明らかにすることであ
る。それは､共同店そのものの属性としての対内的諸要因、例えば、理事会の機能、主任の経
営手腕、店の資金能力・経営実績・魅力等と、それらを規定している対外的諸要因である。歴
史的実在としての共同店は、それが立地している村落構造と、その主体たる地域住民の生活構
造及び生活様式との関連において把握すべきである。直接経営の共同店とそれが立地している
村落とは、構造的､機能的な面で表裏一体をなしている観があるので、両者の連関性の究明は
いずれを軸にして分析しても、結果的に同じだといえるかも知れない。しかし、両者の規定関
係は地域住民の生活体系の構造的基盤としての村落と、その機能的結果としての共同店という
とらえ方が論理的に妥当であろう。
このことと関連して更に重要なことは、共同店の受け皿としての村落のとらえ方である。村
落は激しい変動のもとに、その生態的諸属性が大きくかわり、都市を含めた他地域への機能的
依存が大きくなってきた。つまり、村落はそれ独自の構造的な原理を持ちながらも、生活体系
として完結していない。その意味において、村落は外部に対して完全に閉された小宇宙ではな
く、むしろその封鎖性をつきやぶって、他地域とのダイナミックな相互作用がおこなわれてい
るので、拡大された社会圏の中に位置づけて把握すべきである。
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直接経営に関する条件：直接経営堅持の要因
直接経営の共同店を時系列的にみると、どの異なった二つの時点における共同店も、その機
能的内容においては同じではない。そういう意味では、経営形態として一貫した直接経営を堅
持してきた共同店も、その歴史的な過程内容をもっている（Ⅵ参照）。一貫した直接経営に
は、それなりの共同店をとりまく諸条件と、地域住民の主体的な努力があったはずである。こ
のような観点から、物事の順序として経営形態の移行について論ずろ前に、直接経営堅持の諸
要因を考察する。
共同店の直接経営を堅持していくに必要な要因は複合的なものである。共同店の対内的要因
には、（')共同店の伝統（歴史）、(2)理事会の機能、(3)主任の経営能力とその他の個人的資質、
(4)資金力、(5)商品、(6)地域住民に対する生活ニードの充足の程度、(7)部落に対する互酬性、
(8)共同店の立地、等がある。一方、共同店が立地している村落及び地域住民側の要因として、
(1)自然的・生態的立地、(2)公共施設、事業所等の有無、(3)競合する個人店の有無、(4)部落条令
や無言の合意による個人店に対する規制の有無、(5)村落の共同・連帯感、(6)共同店への帰属意
識、(7)生活構造及び生活様式、等がある。
これらの諸要因間の規定関係を考察する前に、共同店の経営形態の実態にもう一度言及する
必要があろう(I－1参照）◎村単位でみた地域差は歴然としていろ。国頭では1店を除いて
全店が直接経営であるのに対し、東村では全くその逆になっている。大宜味村は圧倒的に個人
請負が多いのに対し、旧久志村はまたその逆になっている。この地域差を生み出している背景
については後述するとして、ここでは部落間の比較に焦点を合せて、直接経営を規定している
要因を考察する。
まず明らかにしなければならないことは、生態的な立地条件、とりわけ人口規模の大小が共
同店の直接経営を必ずしも規定しているのではないということである。人口規模が大きく、世
帯数の多い部落では直接経営が堅持でき、反対に小部落では個人請負制へ必然的に移行する、
と考えるのは論理的でないし、実態にもそぐわない。経営形態の移行は、一元的に論じられる
ものではない。諸要因間には複雑な要因間の規定関係があるので、その結果によって経営形態
及びその移行の型がきまるのである。具体的な事例でみると、辺土名と喜如嘉は調査地域の基
準ではかると、両方とも大部落である。前者は、直接経営をし､後者は個人請負へ移行してい
る。前者は大部落であるが故に、個人請負への移行を阻止する立地条件がある。後者は大部落
であるにも拘らず、自信と余裕をもって個人請負制へ移行し、現実にかなりの経営実績をあげ
ている。このように両共同店は、大部落に立地していながら経営形態はもとより、共同店をと
りまくさまざまな条件を異にしているが、反面、両者に共通している条件もある。例えば、経
営主体としての理事会の機能には類似した特徴がみられろ。両者の理事会は、単なる共同店の
指導・監督機関ではない。両者とも共同店と部落との媒介項として、公式･非公式に重要な諸
機能を遂行している。理事会は常に地域変動の諸相を的確に把握するビジョンをもち、地域住
民の共同店に対するさまざまな要望や苦情を吸い上げて、それを経営に反映させる熱心さを持
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ち、自ら奉仕的、主体的にその指導・監督にあたっていろ。そのために辺土名の場合、1956年
以後おおむね現区長が理事長を兼任している。喜如嘉の場合も各班を代表している共同店の理
事は、同時に部落の評議員を兼任している。このことは、部落行政と共同店経営の機能的な未
分化とみるよりは、むしろ両者の構造的な連関と機能的な一体化とみるのが妥当である。
次に、辺土名と塩屋を比較してみる。両者とも調査地域を代表する大部落で、観光地であ
る。両者とも直接経営を堅持しているが、同時に競合関係にある個人店をかかえている。しか
し実態をよくみたら、個人店との競合問題一つとりあげてみても、両者の立地条件は多くの点
で異っていることがわかった。辺土名共同店の場合、設立の当初から個人店との調和ある競合
の方針をもって、両者あいまって辺土名大通りに美観をそえ、部落の対外的な「顔」づくりに
貢献してきた。このことは、部落の発展をめざす積極的な競合である。村の政治・経済・文
化・交通の中心としての辺土名は、人と物と情報の流れがはげしい所である。辺土名共同店
は、単に一部落民の台所というよりも、広域生活圏内にある隣接部落民の生活ニードを補完的
にみたしている。それは限られたパイを多数の個人店と競合しながら切りとっている立場には
ない。
一方塩屋は、幹線道路に背を向けるかたちで立地し、塩屋、大川、兼久の三つの旧小字から
成り立っていろ。それぞれの小字に直接経営の共同店があって、それらを結んだ三角形の中に
若干の個人店を囲い込むかたちで、後者と相互に競合していろ。村の行政・文化・交通の拠点
から離れて立地している塩屋は、観光地とはいえ共同店を含めた対外的な「顔」づくりの条件
を欠いている。そのために、辺土名共同店と違って、平生は外来者による共同店の利用は殆ん
どない。共同店にしてみれば、限られたパイを個人店と奪い合う情況で、不安定な競合関係
にある。このような消極的な要因をはらんだ情況下で個人請負へ移行したならば、共同店はた
だちに単なる個人店になりかねないであろう。しかし、これは一つの見方であって、塩屋の場
合、将来とも直接経営の展望がもてるのは、共同店が三つの小字に分立して効果的に機能して
いることと関連していろ。
元々小字ごとに共同店があるのは、喧嘩別れによって出来た3店分立ではなく、1966年にお
ける村農協の合併を契機として発生したものである。その点、辺土名共同店のいきさつとは、
その歴史的背景を異にしていろ。合理的な経済の論理からすれば、3店を統合して資金力をつ
け、商品価格を引下げることによって周辺の個人店との競争で優位に立つ、つまり合理的な経
営を行った方が賢明といえよう。しかし、共同店のあり方は見掛けほど単純でないところに、
その魅力がある。またとりわけ伝統指向型の部落住民の経済行動は必ずしも合理的でないとこ
ろに、共同店存立の象徴的意義がみられろ。塩屋の場合、3店分立しているだけに、それぞれ
の小字の伝統と面目にかけても、直接経営を堅持して行く経済外的要件があるといえる。仮り
に、3店のうち1店でも個人請負に移行し、ひいては単なる個人店に成り下ったとすれば、そ
のことは単に1共同店の消滅という経済的な現象ではなく、むしろそれが立地していた小字の
面目にかかわりかねない経済外的な問題となろう。またそのことによる他の共同店や部落住民
に対する心理的な悪影響も大きかろう。その意味において、分立している3店は経営面では意
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識的、無意識的に競合を回避しながらも、相互に良きライバルである。3店は相互に常時商品
価格やその他営業上の情報を交換しあって、個人店に対してガードをかためていろ。以上のよ
うな諸事例からして、共同店の直接経営を規定している要因は複合的であることがわかる。
個人請負に関する条件：阻止要因と促進要因
共同店の個人請負に関する条件は二つのカテゴリーに大別できる。直接経営から個人請負へ
の移行を阻止する要因と、逆にそれを促進する要因である。しかし前述したように、共同店経
営の諸要因間には複雑な規定関係がある。そこである要因、例えば競合する個人店の存在が促
進要因として機能したり（塩屋、恩納村字名嘉真の事例）、逆に阻止要因として機能する場合
（辺土名の事例）もある。このことは、経営形態の移行に関する促進あるいは阻止というの
は、ある要因に固有な機能的性質ではなく、他の諸要因との規定関係において発現するもので
あることを示している。
まず、直接経営から個人請負への移行を阻止する要因を吟味する。言うまでもなく、先にあ
げておいた直接経営を堅持していくに必要な要因は、それらが積極的に機能するかぎりにおい
て、すべて阻止要因といえる。そのなかから幾つかを取りあげて、具体的な事例に結びつけな
がら、その機能を考察する‘共同店の最も重要な立地条件の一つに、村落の隔絶性ないし遠隔
性がある。それは単なる自然環境的な条件ではなく、むしろ人間生態学的な意味における生活
環境の特性をあらわしている。国頭村では、奥、楚洲、安田、安波が、隔絶性という概念で規
定される地域の範嬬に属する。
これらの村落に関するかぎり、隔絶性の要因一つとってみても、個人請負へ移行する条件が
なかなか見つからない。それが単独で十分な阻止要因というのではない。この生活環境的な要
因は、それに付随するすべての必要にして十分な阻止要因を機能的に生み出してきたというこ
とである。この地域では過去数年来、ダム建設、国頭一周縦貫道路等の大型公共プロゼクトが
実施されてきた。たとえ近い将来、近代的な幹線道路力蚤完成したにしても、この地域の人口動
態に大きな変動があるとは予想されない。ただ予見されていることは、楚洲の畜産団地の設置
に伴う新開村の誕生である。たとえその団地ができたにしても、この地域-一帯に沿線バスが走
るようになるわけではない。つまり、目下建設中の幹線道路が開通した後でも、楚洲、安田、
安波等の地域は外部社会から、とりわけ村の中心から奥深く隔絶された立地に変りはない。そ
れ故に、たとえ赤字を出してでも、従前通り共同バスを運行して、住民の足と物資の運搬を確
保しなければならない。これは、共同店の最も重要な事業の一環として行われてきたし、将来
ともその方針に変更はありえない。
その上、この地域には郵便局、銀行、農協、診療所等の公共施設や、理髪店、美粧院等の事
業所が皆無である。それ故、本来ならば、これらを含めた住民の多様化した生活ニードは外部
に依存するかたちでみたさなければならない。しかし、共同店はそのよって立つ村落の隔絶性
の故に、その中の多くを補完しているのである。その点、奥部落の場合、古くから定期バス、
郵便局、診療所等の公共施設に恵まれ、それだけ相対的に生活の完結性が高く、隔絶性の程度
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が低いといえる。したがって、奥共同店の場合、住民の財布を管理したり、足の確保の心配を
する程の包括的な機能にわずらわされる必要はない。
しかし、奥をはじめ､これらの部落に共通していることは、いずれも輝かしい共同店の伝統
を堅持していることである。この伝統はなによりも隔絶性という立地の上に培われてきたもの
である。前述したように､明治の末期から大正にかけて、文字通り陸の孤島における住民生活
をいかにして確保していくかという共通の課題に取組むかたちで、共同店は主体的に生み出さ
れてきた。その上、これらの共同店の伝統には、その設立の前後において那覇や与那原方面か
らいちはやく進出してきたよそ者の商人から、住民生活をまもるというシマぐろみの闘争の歴
史が反映されていろ。このような多面性をもっている伝統は、単に共同店の歴史ではなく、住
民の苦闘の生活史としての伝統である。そういう意味で、共同店とは単なる購買や販売の場で
はなく、少なくともこれら部落住民にとっては手造りの「おらが店」であり、村落共同を意識
と行動の上で確認する照準であるといえる。
このように隔絶性という立地上の条件に培われながら発展してきたこれらの共同店の伝統
は、村落共同の強い連帯感に裏うちされて、住民の生活構造のかなめ的な要素として位置づけ
られていることがわかった。伝統というものはそれが何であれ、一般に保守的な性質をもって
いる。そのために、村落の封鎖的な秩序の維持に貢献し、外部から進入してくる変革的な要素
を阻止せんと排他的に機能する。その意味において、例えば奥共同店がその窓口を通して行っ
ている茶の製造・販売の機能を停止して、食糧雑貨の購買一点に機能が縮少されたにしても、
それが単なる「売店」になることはない。換言すれば、奥に茶があるから共同店が存立してい
るのではない。茶に代表されるような生産的機能がなくなっても、奥共同店は共同店の代名詞
を冠され、その名を広く社会にとどろかせている今日、その存立は経済的次元をはるかに超え
て、奥区民はもとより広く社会の期待に支えられている。奥共同店に続いて次々と設立されて
いった多くの共同店は、その殆んどが直接・間接に前者をモデルにして出来た。その限りにお
いて、奥共同店の歴史的な意義、象徴としての存在意義は高く評価されなければならない。こ
のような観点からして、奥共同店をはじめ、これらの地域の共同店には、結論として、個人請
負へ移行する根拠がないといえる。
しからば、ここで論じてきた隔絶性は、直接経営の共同店が個人請負へ移行するのを阻止す
る十分な条件かどうか、字高江の事例について考察する。字高江は現在、車、新川、牛道の3
小字からなる小部落で、その上、山の峰、谷底、及びその両面を結ぶ急な山の斜面に、僅かば
かりの人家がちりばめられた特殊な分散型の立地条件下にある。その隔絶性は「いかな山原の
高江、新川やてん…」、と琉歌にも歌われているように、前者の例に優るとも劣らない。部落
の中心部にまとまった一つの共同店を直接経営していくには、小字間の距離は余りにも遠く嶮
しく、分散的である。ちなみに、部落中心部の牛道から車までは約2鰯の距離がある。この距
離はとりわけ老人中心の部落住民には遠すぎろ。だからといって、各小字ごとに共同店をもつ
には、人口規模が余りにも小さく、購買力が弱く、経営の損益分岐点を遙かに割ることは明白
である。しかし、現実には三つの小字にそれぞれの共同店が個人請負制の下に分立していろ。
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隔絶性と小さな、老齢化した人口規模という消極的な条件に加えて、高江部落には、その隔絶
性を克服するだけの村落共同と連帯がみられない。結果的に高江共同店はあい前後して三つに
分離するようになったが、少なくとも新川共同店と牛道共同店は相互に目と鼻の距離にあるの
で、分立している根拠がない。しかし現実の分立の背景には、経済的なメリットを犠牲にして
までも、それぞれの大義名分を貫こうとする小字意識がひそんでいろ。
ここでは車共同店に焦点をしぼって、その個人請負への移行の問題を吟味する。前述したよ
うに車は14戸からなる極小部落である。しかも、その人口は殆んど中高年と老人層によって占
められていろ。車があくまでも直接経営に固執しようとすれば、各戸交替制による営業しか考
えられないであろう。しかしこの方法は、僅かに10余の世帯であってもコンセンサスは得られ
ないであろう。よしんばそれが得られたにしても、老人中心の世帯構成では、その実現性は期
待できない。そもそも車の場合、戦後の極端な過疎化による人口の流出、その結果としての購
買力の著しい低下という要因だけで個人請負へ移行したのではない。東村一帯における近年の
一連の大型公共工事は、この地域を都市的な市場経済の中にまき込み、地元に居ながらにして
現金収入の魅力と必要を教えた。そのうえ、ダム建設の地元への見返りとして推進されている
パイナップルを主要作目とする大規模な農業の近代化は、それに拍車をかけた。このような情
況下で、元来名誉職、奉仕職としての印象の強い主任の役割は、時間的拘束と責任の大きい割
には、計算の合わないものとなってきた。村落共同と連帯感が必ずしも強くないという伝統的
な背景と相俟って、車の場合主任の適格者がいないというよりも、主任のなり手がいないとい
うかたちで個人請負へ移行していった。
しかし車共同店の立地について特筆すべきことは、その経営形態が個人請負から個人店へ移
行する必要条件に欠けているということである。車共同店は新幹線道路の開通に伴なって、そ
れに背を向けるかたちで、幾分それて立地するようになったことが、その欠格条件の一つであ
る。そのために部落の小さな購買力という固有の条件に加えて、近年東村一帯の著しい特徴で
ある工事関係者等による大口利用が今後とも期待できない。その点、例えば宮城共同店イノガ
マ支店が個人店との競合というハンディを背負いながらも、幹線道路に沿って立地しているの
で、小部落としてのハンディを克服してなんとか経営が成り立っているのとは対照的である。
車のこのような立地条件からして、共同店がたとえ個人店へ移行したにしても、業として成立
しないと判断すべきである。
個人店へ移行できないもう一つの阻止要因は、たとえ個人店として経営が成立しないとして
も、共同店を店じまいできない事情である。車共同店は個人請負といっても､いうなれば共同
台所のようなものである。他部落の共同店が店則上､また経営上、早朝から夜遅くまで終日長
時間営業をしているのとは対照的に、車共同店は営業時間に拘束されることはない。売らんが
ための、儲からんがための長時間営業は必要ない。請負者である主任は、固定された各戸の夕
方の買物が終了するのを待って閉店すればよいのである。主任は､その責任において共同の台
所をまかなうために、適当に店頭で仕入れをし、店の管理をすればよいのである。共同店はこ
のような共同の台所であるので、個人店へ移行しなくてもつぶすわけにはいかない。
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次に、共同店の経営形態の移行の阻止要因、もしくは促進要因として、主任の個人的な資質
について考察する。地域住民の生活構造の中で、共同店は極めて重要な位置を占めているの
で、主任、とりわけ直接経営の主任は、区長に匹敵する程の重要な役割を担っていろ。そこ
で、主任はその役割を首尾よく遂行するために、優れた経営能力と人格を兼ね備えていなけれ
ばならない。経営能力があって、大きな利益をあげたにしても、人格的な面で悪評をかうよう
ならば、主任としては失格である。他方、共同店に赤字を出すようでは、優れた人格も無意味
である。その両面を兼備して、一人前の主任といえる。その証拠に、主任にその一方もしくは
両方の条件が欠けていたがために共同店の経営が困難になり、直接経営から個人請負へ移行
し、更に現在は単なる名目上の売店へ転落していった典型的な事例が謝敷共同店である。その
他に、主任問題で経営型態の移行を余儀なくされた事例は、歴史的にみろと決して少なくな
い。但し、その場合、移行の方向は、直接経営から個人請負へとは限らない。逆に、いったん
個人請負に移行した共同店が再び直接経営に回帰した事例も若干ある（安部、三原、幸喜の各
共同店）。要は主任問題の性格で、経営形態の移行は、それを導火線として、共同店の経営内
容と、その基底としての村落構造にいかなる変化が誘発されるかによって規定されるものであ
る。前述したように、一般に主任が部落の指導者の一人である関係から、主任問題はそれが何
であれ、性々にして部落住民の間にさまざまな感情問題や人間的不信感、ひいては志気の喪失
をひきおこす。このような多面性をもっている主任問題は、結果的に部落行政の問題となり、
村落共同にかかわる問題に発展する傾向がある。また、規約上も、慣行上も、主任の役職は職
業化できない流動的な性格をもっている。主任人事の流動性、不連続性は、いつの場合でも直
接経営から個人請負への移行を促進する少なくとも潜在的な要因である。
更に、経営形態の移行を積極的に促進する重要な要因として地域開発と、それに随伴する人
口移動、都市的生活様式の浸透等の社会変動、地域変動的な要因があるが、これらの問題につ
いては第V章で詳述する。ただここで一つだけ事実関係を明らかにしておくと、調査地域にお
ける社会変動が、結果的に共同店の人件費の高騰を招き、それが誘因となって直接経営から個
人請負へ移行していった事例が少なからずある。
最後に、地域内における共同店間の相互作用による影響によって直接経営から個人請負へ移
行していく過程を考察する。共同店がある経営形態をとるということは、単にそれが立地して
いる区行政の組織的な枠によって規定されるだけではない。同時に、そのことは、対外的な要
因としての村行政の組織や機能と深いかかわりがある。例えば、大宜味村内の共同店はその歴
史的経過からしても、いずれも村行政・村農協との組織的、機能的連関において位置づけなけ
ればならない。両者の歴史的な相互依存性は、大方の共同店規約にも明記されている通りであ
る。現在ある共同店の前身は字農協であった。それが1966年の村農協への合併を契機として従
前の字農協が部落共同店として再出発したのである。一般に住民の意識のレベルでは、部落の
共同店と従前の字農協売店が重複して同一視されている。
ということはたとえ間接的・潜在的であれ、共同店の経営形態の移行を規定している対外的
な要因として、農協行政を含む村行政の枠が重要であることが指摘できる。大宜味村の事例が
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示すように、特殊な立地条件にある塩屋を例外として、村行政の枠内において、地域的影響に
よって直接経営から個人請負へ移行して行った経過がみられろ。更に、東村の事例をみてみ
ると、有銘共同店がまつ先に個人請負へ移行し、しかも部落は手をわずらわせることなく年
間170万円の請負契約金をもらっていろ。従来、殆んど評価できるような純益を挙げてなかっ
た有銘共同店にしては、個人請負への移行は大成功であった。結果的に、それがモデルとなっ
て、東村内外の共同店も次々と個人請負へ移行していった。
このように、特に大宜味村と東村にみられる個人請負への移行には、村を地域的な枠とする
その内部での共同店間相互の影響によっておこった事例が多い。これは直接消滅型(C型）の
破綻的な移行ではない。反対に、個人請負から個人店への移行に対して歯止めのかけられた、
機能的連続性のある移行である。この個人店への移行の積極的な阻止要因の最も重要なのは村
落共同と連帯感である。このことは、特に大宜味村の喜如嘉、謝名城等についていえることで
ある。この要因が機能するかぎり、共同店の経営形態は、直接であろうが、個人請負であろう
が、村落にとっての存在意義には大きい相違はない。例えば、人件費の上昇が直接のひきがね
となって個人請負へ移行した喜如嘉共同店は、その設立の過程において既存の数店の個人店が
自主的に閉店して設立されたものである。このような設立の背景から見て、共同店の他に再度
個人店が進出して、共同店と競合し、村落共同に不必要な混乱を生じさせるような事態は、今
後とも全く予見できない。喜如嘉共同店の場合、このような強力な村落的なサポートのある、
いうなれば余裕のある移行とみるのが妥当である。
一方、経営内容と実力において、喜如嘉共同店に優るとも劣らないのが隣接の田嘉里共同店
である。田嘉里は、喜如嘉学校区内における唯一の直接経営の共同店である。しかしそれが、
1979年7月に個人請負へ移行することが部落常会において決定済みである。移行を決定するに
あたって、部落は、直接経営と個人請負の二者択一を求めて、直接部落住民にアンケート調査
を実施した。その結果は、圧倒的多数の部落住民が個人請負への移行の希望を示した。その背
景には、少なくとも二つの要因が考えられる。一つは、個人請負でかなりの実績を上げている
近隣部落の影響、もう一つには、次第に人件費をはじめ、諸経費が上昇していくのを見て、手
をわずらわせない、安上り方式としての個人請負制へ傾斜してきたあらわれである。
要するに、直接経営か個人請負かの経営形態の在り方及びその移行の過程的な問題は、二者
択一的な良し、悪しの価値判断的なものではない。一言に直接経営とか個人請負といっても、
それぞれに多様な特性と複合規定的な過程があることがわかった。つまり経営形態の移行の問
題は、共同店の対的内な要因と、それが立地している村落の対外的な要因との複雑な規定関係
において、ダイナミックな過程として把握すべきである。そこで次に、変動という時間の要素
を加味して、共同店の機能とその変化を分析してみる必要がある。
2共同店の機能
共同店の機能はそれが立地している村落と、その主体である地域住民に対する機能である。
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そこで共同店の機能は、その規定要因としての村落立地の特性にてらして考察されなければな
らない。同時に、共同店と村落の機能的な連関は変動の視点から考察されなければならない。
村落といえども社会の下位体系として、いかなる歴史的時点においても常に変動の問題に直面
している。社会変動の諸相については後述するが、村落には顕在的であれ、潜在的であれ、常
に村落構造や地域住民の生活関係を攪乱するような解体的な要因が存在していろ。共同店の機
能を考察する場合、村落構造を静態的な統合としてではなく、むしろ変動の過程としての統合
と認識することは重要である。このような変動の過程としての村落統合の維持に、共同店がい
かに対応し、いかなる機能を果してきたかを明らかにし、一方共同店自体の機能が村落構造の
変動に対応していかに変化してきたかを明らかにする必要がある。このような観点から共同店
の機能を、次の各領域において考察することにする。
1部落住民に対する機能
経済的機能
共同店の地域住民に対する最も重要な機能は経営的機能である。共同店の経済的機能を歴史
的に概観してみると、それが村落立地の特性及び、それを基盤とした地域住民の生活構造と不
可分の関係にあることがわかる。調査地域の殆んどの共同店が、その成立の当初から戦後にか
けて、林産物（建築用・土木用資材、薪、竹、木炭等）の生産販売をおこなってきた。当時と
しては、林産物が唯一の魅力ある換金商品であった。そもそも初期の共同店設立及び戦後の共
同店再建にあたって、各戸に割当てられた出資金の捻出や、貧しい住民生活の中から必然的に
発生した掛け売り代金の精算は、必ずしも現金によってなされたのではなく、むしろ共同店に
これらの林産物を搬入するかたちでなされた。共同店の方では、それを直接共同店所有のトラ
ックで中南部の市場へ出荷したり（例、安田共同店、安波共同店）、地元の運送業者に出荷を
委託したり（例、田嘉里共同店、喜如嘉共同店）、あるいは中南部から来た林産物取引き業者
に店頭で直接卸した。陸上交通の発達する以前、明治末期から昭和初期にかけては、これら林
産物の輸送は山原船等にたよらざるを得なかった。最も隔絶した地域にある楚洲方面では、戦
後も引きつづき船で林産物の輸送をしていた。トラックであれ、船であれ、目的地で食料雑貨
を仕入れて帰った。
共同店を窓口とした当時の林産物の生産・販売は、単に出資金の捻出や掛け売り代金の精算
といった、その場的な目的のためになされたものではない。そのことは地域住民にとって、家
計を支えている日常的な生業の営みであった。それも深刻な窮乏生活を余儀なくされていた当
時としては、独り家計責任者としての父親だけの役割ではなく、一般に家族労働総動員のかた
ちで行われた。
次に、林産物の加工・販売と関連して、共同店は造林に深くかかわってきた。これは調査地
域一般に見られたのではなく、むしろ国頭村の一部地域においてみられた。その典型は安田共
同店である。伝統的に安田共同店の経営は、部落行政との密接な連関において行われてきた。
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共同店は部落財政を支え、一方部落行政はその統率機能によって、共同店を指導・監督してき
た。具体的には、県有地や村有地の区への払い下げにあたって、当局との交渉には共同店の組
合長が区長や部落役員と共に参加するのが常であった。また部落有地における造林、林道・農
道の改修等の部落ぐるみの経済活動に対して、共同店は常に必要な財政援助をしてきた。
更に、共同店の重要な経済的活動に、戦前・戦後を通じて農産物の生産・加工・販売があ
った。精米（安田、奥、宜名真、宇嘉、田嘉里、喜如嘉、大兼久、幸喜等の各共同店）、製茶
（奥、喜如嘉、津波の各共同店）、製粉（喜如嘉共同店）、家畜の販売（宜名真共同店）、豚
の屠殺と精肉の販売（川田共同店）等がその典型であった。現在では、奥共同店及び津波共同
（10）（11）
店の製茶・販売、宜名真、宇嘉、幸喜共同店の精米を除いて、これらの経済活動はみられな
い。その背景には、経済構造の変化と、その機能としての地域の農産物を含めた生活物資の流
通機構の変化等の要因が指摘できよう。現時点で一般的に言えることは、共同店の経済的機能
は、生産・加工・販売から購売までの一貫した経済的機能は、もはやみられなくなったという
ことである。それは圧倒的に購買活動に依存するようになっている。しかも、時節物として地
元産のミカン、野菜、ウリ類、島産米が若干仕入・依託販売されることはあるにしても、共同
店で販売している商品は農産物を含めて殆んどすべて中南部や他府県から仕入れたもので侭
ろ。たしかに、伝統的に共同店の経済的機能の中心は購買にあったといえる。伝統的にその取
扱い商品の殆んどは外部から搬入したものであった。それにしても、共同店の経済的機能を歴
史的にたどってみた場合、共同店が生産・加工・販売・利用等の活動を営み、地域住民の生活
の拠点として機能してきたことは否定できない。
共同店の経済的な活動の伝統はどうであれ、少なくとも現時点において、共同店は購買とい
う枠に機能的縮少を余儀なくされている。そこでこのような状態における共同店は、その経営
形態のいかんに拘らず単なる売店かという疑問が出てくる。購買一辺倒の共同店でも、単なる
売店ではないというのが結論だが、それに至るには共同店における商品の売買という消費行動
とそれに随伴する生活現象を、共同店と地域住民との相互作用のうえでみる必要がある。共同
店が物を売り、住民がそれを買うという一見単純な行動のもつ意味を共同店と住民とのかかわ
りにおいて再吟味してみる必要がある。
そもそも共同店の目的は、その規約に銘記されている通り地域住民の生活の安定と向上をは
かることにあるdこの目的を実現する限りにおいて、共同店の経営の合理化による利潤の追求
も意味があるといえよう。つまり、地域住民の生活の論理があって、その上に共同店の経営の
論理が成り立っているといえよう。例えば、時節によりまた地域により若干のズレはあるにし
ても、共同店は朝7時から夜9時まで、一見極めて非合理的な長期間営業を行っている。その
上、定休日がなく、年中無休に近い共周店さえある。直接経営の津波共同店では、休業日は年
2回の店員研修日だけである。個人請負の平良共同店でも請負契約事項の一つとして、休日は
I
⑩両部落とも製茶組合を組織しているが、共同店の経済的活動の一環として機能している。
⑪精米機等は部落に帰属するが、精米・販売は共同店の経済的活動に属する。
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旧盆の7月15日と正月元旦だけである。主任の他に複数の店員がいる共同店では、時間差出勤
をしたり、交替制で適当に休日がとれるであろう。一方、主任とその家族で共同店の営業をし
ている場合は、これは極めて苛酷な労働条件と言わざるを得ない。いずれにしても、共同店の
長時間営業は農民の生活構造における時間的要素と、朝に夕に買物をする彼等の生活習慣との
機能である。もっとも、競合する個人商店が存在する場合は特に、共同店は個人店より早く開
店し、遅く閉店するという事例もみられる（塩屋の3共同店）。この場合でも、営業上の打算
的な動機が全くないとはいえないが、共同店と住民生活との結びつきを重視すべきである。
次に、共同店と地域住民のかかわりを示す別な例として、共同店の経済的機能から派生する
掛け売り問題を考察する。共同店はこれまでに殆んど例外なく、掛売り代金の回収もしくは精
算の困難な問題を経験してきていろ。就中1920年代から1930年代の初期にかけてのソテツ地獄
といわれた恐慌慢性的不況期、1931年以後の戦争時代、及び1945年から1950年代初期にかけて
の戦後混乱期に、農村経済は著しく疲弊し、住民生活は極度に悪化した。親族や隣保の相互扶
助による生活困窮の救済にも自ずと限度があり、結果的に共済互助的な共同店への支払は滞り
がちで、それが共同店の経営を圧迫した。共同店は経営が悪化すれば、当然のことながら掛け
売り代金の回収を一段と強化しなければならなかった。一方掛け売り代金の取立て強化は、地
域住民とりわけ貧困世帯の生活困難に拍車をかける結果となったこのように両者の間には、
自縄自縛とでもいえるような悪循環がみられたが、疲弊しきった農村の経済事情の下では、そ
れを断ち切ることは困難であった。
いずれにしても、このような掛け売りの問題は、共同店と地域住民に貴重な体験と数々の教
訓をもたらした。その中からこの問題が単に買手（住民）と売り手（共同店）の個人的レベル
の問題ではなく、その解決の方法も可能性も村落レベルにおいて見出さなければならないこと
がわかった。問題解決の糸口として、共同店は村落レベルの協議を経たコンセンサスとして、
掛け売りに関する規定を強化したり、連帯保証人をたてて証文をとる等の方法を試行錯誤的に
試みた。その中から掛け売り代金の回収方法として幾つかのパターンが出てきた。ここでは特
にユニークな型を事例的に紹介する。
第1は宜名真共同店方式である。この方式では、掛け売り代金回収の最終的な責任は．その
掛け売り代金の延滞者が居住し、所属する班にある。つまり、班の誰かが掛け買いをした場合
は、その班の責任において決算期に間に合うように、共同店との間に代金の精算をしなければ
ならない仕組になっている。第2は川田共同店方式である。1968年以来実施されてきたこの方
式では、年2回の決算期毎に1戸当り300円の「延売奨励金」（掛け売り代金回収奨励金）を各
班毎に、直接班に対して支給する。但し、仮りにも班の中から1戸たりとも決算期まで代金の
返済が滞っている場合は、その班の全戸に対する奨励金の支給が取消される仕組になってい
ろ。
これら二つの方式を比較してみた場合、後者は延売奨励金を支給して積極的な動機づけをし
ていろという点で前者との違いがみられる。しかし両者の間には相違点よりも、むしろ共通点
が多くみられろ。この共通点こそ､共同店における掛け売り制度の機能的特質である。つまり、
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第1に、掛け売り代金の精算は売り手と買い手間の借金の返済という単なる経済的次元の問題
ではない。第2に、売り手側の責任者、主任と掛け買い者との間の不必要な感情的な対立・葛
藤を回避することができる。第3に、最も重要な特質だが、いわば運命共同体的な班における
近隣の連帯感と、それをてことした村落共同の維持強化がなされていろ。掛け売り代金の問題
は、少なくとも経済的次元でみる限り、当事者相互にとってはもとよりのこと村落自体にとっ
て解体的な要因とうけとられがちだが、現実には積極的な統合機能を果している。掛け売り代
金の問題は経済外的機能として、いわば班や組レベルでのユイの機能に類似するものがあると
いえる。
ここで重要なことは掛け売り代金の経済外的機能は、それに固有なものではないとの認識で
ある。時代を問わず、すべての共同店及び村落において、このような機能力混られろというの
では決してない。例えば、人口移動が相対的にはげしく、地域住民の間に相対的に高い異質性
や匿名性がある場合（例、辺土名）、これらの方式が積極的に機能するとはかぎらないであろ
う。また過去の歴史にてらしてみて、村落共同が克服できないほどの慢性的な不況期には、掛
け売り代金問題は共同店及び村落にとって、消極的な要因としての機能がめだった。従って、
これらの様式が機能するかしないかということは、共同店とそれが立地している村落のそれぞ
れの歴史的な枠によって規定される両者の相互連関のあり方にかかっていろといえよう。
更に、これら二つの様式と時間的に前後するが、共同店の掛け売り代金の伝統的な精算方法
に模合による精算方法があった。この様式は単に共同店における掛け売り代金の精算に使われ
ただけでなく、世間一般における金銭の貸借の精算に用いられた。これは大正から昭和にかけ
て調査地域の農村に広くみられたようである。共同店がこのような様式を採用し得たのは、そ
の背景に農村地域の生活様式の一環として、模合による相互扶助という古い伝統があったから
といえよう。しかし、共同店に対する掛け売り代金の問題は、個人間の金銭の貸借とは自ら性
格が異なるので、共同店の経営上の課題として、共同店のイニシャティブで掛け売り代金が滞
っている住民を半強制的に模合に加入させて、その回収に努めた（例、安田共同店、饒波共同
店）。
以上の諸様式が示しているように、共同店の歴史的な特徴をなしている掛け売り問題の効
果的な解決は、共同店と地域住民の相互作用、就中共同店を軸にした地域住民間の信頼と連帯
に依存していることがわかる。それだけに問題解決の失敗は、単に共同店の経営を圧迫するの
みならず、地域住民間にさまざまな感情問題をひき起し、ひいてはそのよって立つ村落共同を
解体しかねない場合が少なからずみられた。このような過去の苦い経験からして、殆んどすべ
ての共同店は掛け売りの諸条件、その精算の方法、及び規則違反者に対する罰則等を規約に定
めた。しかし規約上の規定はあくまでもたてまえで、現実には規則違反的な掛け売りが、主任
の責任においてしばしばなされてきた。その背景には、背に腹はかえられない暮しの問題をか
かえている住民の側に、「おらが店」という気安さが手伝って、掛け買いは一種の特権という
無意識的な習慣化した考え方があった。一方、主任の側では顧客の生活事情を知りつくしてい
るだけに、同じ部落住民という情にほだされてつい規則違反的な掛け売りをする場合が多かつ
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た。このような両者のいわば甘えた相互依存性は、規約上の制限とはうらはらに、共同店全体
としての掛け売り代金を必然的に累積させて行く場合が多かった。累積した掛け売り代金の問
題は平生は潜在化していても、主任の交替期とか決算期に顕在化して、それが主任を軸に理事
会や地域住民へと波及して行く場合が多かった。共同店設立の頃から戦後の世情不安期にかけ
てのいずれかの時期に主任を歴任された人は、このような感情的密度の濃い掛け売り代金の回
収問題で多かれ少なかれ苦労されたであろう。
翻って共同店の現状を見るに、それを取りまく内外の経済事情やその他の諸条件が大きく変
化してきた。現代の消費革命は農村生活をも市場経済にまき込んでいるが、そこにおいても押
し上げられた生活水準は、殆んど現金買いによって維持されている。たとえ一部に掛け売りが
依然として見られるにしても、その性格が変ってきた。古い型の掛け売りは、一般に住民生活
の困難と農村経済の悪化によるものであったので、その回収がなかなか容易でなかった。特定
な貧困層に限らず、広く住民一般に掛け買いの慣習があったので、その累積は共同店の経営に
直接影響するものであった。それにひきかえ、公的な社会福祉の機能が次第に充実してきた今
日、貧困家庭といえどももはや共同店にとって問題視するほどの掛け売りの対象ではない。現
在顕著な掛け売りといえば、月末毎に精算の保障のあるサラリーマン型とか、農産物の収穫期
に一括精算される篤農家型である。
福祉的機能
前述した経済的機能に付随する経済外的機能は、広い意味における共同店の福祉的機能であ
る。例えば、地域住民に対する直接・間接の利益配当は広義の福祉的機能といえる。利益配当
には、文字通り金銭や物品等による可視的なものもあるが、不可視的でインフォーマルなのも
多い。金額の多少に拘らず可視的な形で利益の還元がなされることによって、地域住民の共同
店への帰属意識が維持強化され、ひいてはそれが村落の統一と安定に寄与している。また多く
の事例にみられるように、たとえ共同店は個々の家庭に金銭による利益配当をしていないにし
ても、それがさまざまな形で地域住民の生活の向上と安定に寄与しているとの共同店観は、彼
等の大きな誇りとなっている。この誇りたかき共同店観は、まさに村落共同の基底をなしてい
る。このような認識をもって、共同店の福祉的な機能をフォーマル・インフォーマルの両面か
らできるだけ具体的に考察する。
共同店のフォーマルな福祉的機能の最も原初的な形態に発電事業があった（安田共同店、喜
如嘉共同店、大兼久共同店等の事例）。これは終戦直後米軍が払下げた発電機を利用してもっ
ぱら家庭の照明用に始められた。技術者不足やその他の悪い条件が重なって、発電事業は例外
なく失敗し共同店の経営と部落財政を圧迫した。事業としては赤字経営であったにしても、戦
後混乱期の数年間にわたって村にあかりをともしてきた意義は大きい。
次に、共同店の最も典型的な福祉的機能に電話のとりつぎがある。極最近にいたるまで調査
地域の殆んどの部落で、共同店に設置された電話が唯一のもので、それだけに電話の機能には
測り難いほどの大きな意義があった。現在といえども特に隔絶地域においては、その機能的な
共同店と村落共同体 129
意義に変りはない。交通の便の悪い辺地の共同店に設置された電話は、いわば地域住民の共有
財産として公私両用に最大限に利用されてきた。例えば、中南部をはじめ他府県へ転出して行
った子供や孫、あるいはその他の親族や友人から過疎地の老親にかかってくる電話を媒介とす
るコミュニケーションは、両者の心理的・社会的距離をいやがうえにも短縮し、両者の一体感
を強化して老親に喜びと生きがいを与えてきた。それだけに外部から共同店にかかってくる呼
び出し電話は共同店の店員が応対できないほどの回数に及ぶのが普通であった。電話がある度
毎に店員がいちいち直接取次ぐことは物理的に困難であるので、今日では各共同店がマイクロ
フォンによる呼び出しを行っている。最近此等の村落でも徐々に電話の架設が増えてきたの
で、それだけ共同店の電話の機能的な意義は相対的に低下したといえる。しかし、地域によっ
て多少の差はあるにしても、調査地域における電話の普及は始まったばかりで、共同店の電話
に対する内外の依存度は依然として極めて高い。それ故、殆んどの共同店がその経営形態のい
かんに拘らず、業務の一環として電話の取次ぎを従前通り行っている。共同店が直接経営から
個人請負へ移行する場合、電話の取次ぎ業務は契約事項の一つとして請負者に対して義務づけ
られていることでも、その機能的な意義が如何に大きいかが伺えよう。特に隔絶地域において
は、共同店の電話は同時に電報の取次ぎにも利用されているので、その存在意義は大きい。そ
れだけに電話の取次ぎは、それに従事している店員にとっては時間的、心理的負担の大きい重
要な業務をなしている。
一見些細な業務に見える日常的な電話の取次ぎは、部落の内外の多数の人を私的・公的に結
ぶ重要な機能をはたしている。それ故、共同店に対する内外の評価は電話の取次ぎ業務の出来
ばえに依存する割合が大きい。事実、それが原因で個人請負者が地域住民の信頼を失い、契約
の破棄に追い込まれた事例もある（根路銘共同店）。たとえ、電話の取次ぎのあり方が共同店
の経営にかかわる重要問題の直接原因にならないにしても、感情の理論の上に成り立つ村落に
とっては、常に問題の潜在的な遠因となっていることを認識すべきである。
更につけ加えるならば、極めて特殊な福祉的機能に共同バスの運行がある（安田共同店、安
波共同店）。これは沿線バスの網の目からもれた隔絶地域の住民が自らの生活問題を解決する
ために主体的に始めた事業である。これは独立採算性を維持できない赤字運行であっても、過
去・現在・将来にわたって地域住民の生活に不可欠の要素である。その他日常的でないにして
も共同店の福祉的な機能に死亡した区民（組合員）に対する香典料、病気、災害等の見舞金、
高校、大学への進学者に対する育英資金等の支給がある。
共同店のインフォーマルな福祉的な機能の特殊なものに、大宜味村における共同店の組合模
合がある。それは大宜味村の全共同店が組織として加入している模合ではない。それは共同店
の主任が中心となって、地域の卸し業者や商店経営者が加入している共済互恵的な親睦模合で
ある。月額5万円の12口から成る模合で、年間3回程度の共同仕入れをすることもあるが、そ
の主なる目的は共同仕入れによる経営の合理化にあるのではなく、相互に情報を交換したり、
共通の問題を話し合ったりして相互の親睦を増進することにある。
次に共同店には、地域の子供や未成年者を共同管理することによって、彼等が逸脱した行動
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に走ることを阻止する福祉的機能がある。例えば、煙草や酒をのむ成人のいない家庭の未成年
者が、買物の使いを装ってこれらの品物を買いに来る場合がたまにある。主任や店員のちょっ
とした配慮で、それを未然に見破り事なきを得る場合がある。そういうことが可能なのは、部
落の低い匿名性によるものではなく、むしろ共同店には売って利益さえあればよいという打算
を超えて、学校や部落との相互作用のうえに日頃から培われた共同管理的な機能があるからで
ある。
更に、共同店は平生は取扱っていない商品、例えば老人用の衣類の特別注文を受けて、店員
が遙々那覇まで仕入れに行くことがたまにある(兼久共同店の事倹)。このような特別注文は、
それに要する時間と経費からすれば､全く採算の合わないことだが､老人のニードをみたすため
の福祉的機能としての意味をもっていろ。これと関連することだが、中年婦人を主体にした共
同店の店員は、日常的に買物に来る老人の話し相手、相談相手としての役割を演じている。時
にはたわいもない話や老人の悩みをうちあけられることがあるが、老人の話の内容が何であ
れ、兎角店員は聞き役にまわっていろ。また買物のついでに老人から依頼された祝儀袋や香典
袋の上書を書いてやったり、老人のもとにたまに舞い込んできた郵便物を読んで確認してやる
等、このようなことは本来共同店の経営とは直接関係のないことである。他出して行った老人
の子供や孫にかわって、店員は老人のさまざまなニードにこたえようと努力しているのであ
る。最後に、共同店は緊急時における金銭の一時的な立て替えとか、週末に落札した模合金を
一時的に保管することがある。このことは、共同店に対する地域住民の「おらが店」としての
気安さと、まさかの時の拠り所としての信頼があることを物語っている。
文化的機能
共同店の設立以来現在に至るまで、共同店が綴ってきた共同店史は農村の生活文化の反映で
ある。酒の一手販売を中心に、塩、ソーズン、マッチ、線香等の僅かな商品で細々と出発した
共同店の経営には、設立当時としては農村の伝統的な生活様式を変革させるような革命的な意
義があったに違いない。現在のような便利な交通・通信の手段とマスメディアが全く存在しな
かった大正から昭和初期にかけて、調査地域の住民が都会的なものに触れる唯一の窓口は共同
店であったことを思えば、その文化的機能の歴史的な意義が評価できよう。
共同店史のうえでみる農村の生活文化の変化の諸相を具体的な記録として今日に伝えている
のに、共同店の定款、規約、店則、理事会議事録、組合総会議録、共同店の諸帳簿、部落の規
約、役員会議事録、総会議事録、部落の指導者にして共同店の経営に直接たずさわってきた人
（12）
々の私的な日誌や記録文献等がある。これらの記録をひもといてみると、それぞれの歴史的時
点における共同店の諸相がわかるだけでなく、そこに投影されている農村の生活文化の特質を
解明することができる。例えば、共同店の規約一つ取り上げてみても、どの条項が、いかなる
⑫今回の調査で貴重な記録が多数魅集された。例、宮城定盛『国頭村安田の風土誌』(1W2)、宮城
親輝『辺土名協同店史』（1958）、『浜沿革誌一宇浜共同店』（1921）、『大宜味村字饒波役員会
議鋼”（1927）
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時点において、どの方向もしくは内容に改正されてきたかは、極めて興味ある時系列的な問題
である。そのことには、共同店の対内的な要因のみならず、対外的な要因としての社会変動、
それに随伴する人口移動、生活構造の変化等が介在していることがわかる。また、幾つかの規
約を横断的につき合せてみた場合、規約上のある条項、例えば共同店の目的に就いて、共同店
間の類似点と相違点を発見することができる。このことの中に共同店のさまざまな特質をよみ
とることができるが、要はそれが共同店そのものが立地している村落立地との規定関係におい
て形成されていろということである。このように、共同店の諸記録は総じて共同店史に投影さ
れたかたちで、農村の生活文化を今日に伝えている。
もっとも、生活様式としての農村文化は必ずしも文章化された記録（活字媒体）によって世
代的に伝達されるものではない。むしろその文化的機能は、不文律のかたちで地域のさまざま
な伝統や慣習等に具現されて継承されて行くものである。このことを共同店史の上で読み取る
ことの出来る典型的な事例は幸喜共同店である。大正13年の設立以来現在に至るまで、共同店
の規則なるものを一切制定せず、しかも名護という魅力的な購買市場を目の前に控えていなが
らも、共同店の直接経営を堅持してきたことは特筆に値する。村落共同体の良心としての不文
律、優れたリーダーシップ、強力な連帯感に支えられてきた幸喜共同店の歴史は、それが映し
出す幸喜部落の歩みとの連関において把握できる性質のものである。
次に、現時点における地域住民の生活ニードと共同店の文化的機能の連関を考察する。調査
地域の共同店は一般にかなりの投資をして冷凍機を購入し、はやりの冷凍食品や加工食品を販
売している。共同店で販売している商品は、地元の茶、豆腐、酒、時節ものの野菜等を除い
て、すべて外国一他府県及び中南部から搬入されたものである。豊富で、多様な取扱い商品は
農村生活における都市的な生活様式の浸透を物語っている。成程一面において、共同店を媒介
として外部から意図的に押しつけられ、つくられたニードもあるが、要は地域住民が世代を問
わず都市的な生活様式に浸っていることである。他県や中南部から搬入されてきた「かっこよ
い」野菜やうり類に圧倒されて、見映えのしない地元産はたとえ廉価でも人気がないという現
実は、その浸透ぶりを物語っていろ。共同店はこのような生活様式の変化に関する情報伝達の
窓口としての機能をはたしている。一般に共同店はその地域における唯一の店であるので、共
同店自体が生活様式の変化の担い手になっているともいえろ。
更に、共同店は村の諸行事、出来事及び地域住民の生活、仕事、社会関係等に関するルーテ
ィンな情報交換の場である。彼等が朝に、昼に、夕に買物をする唯一の場である共同店は、買
物を媒介とする老若男女の日常的な相互作用の場であり、情報交換の場である。共同店は彼等
が相互に存在を確認し合う日常的な出合いの場である。
2部落内諸団体に対する機能
部落内にある主なろ団体には、婦人会、青年会、成人会、老人会、生徒会等がある。これら
を縦・横に貫いて構成されているのに、全部落的な広がりをもつPTA、商工会、生業組合等
がある。更にこれらを地域的に細分した横断的な班ないし組がある。共同店は人と物の両面に
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またがって、これらの諸団体と密接なかかわりを伝統的に保持してきた。人の面では、共同店
の理事や主任は、同時にこれら諸団体の指導者でもあった。この点に関しては現在とも同様で
ある。それ故に、部落内において、共同店の経営のあり方をはじめ、地域のさまざまな課題を
めく・ってこれら諸団体間に、わけても世代間に意見のズレや対立がある場合、その消極的なイ
ンパクトは共同店の経営に反映される傾向がある。逆に、共同店はこれら諸団体の枠を超越し
た存在であるので、これらを横に貫いて村落の統合と秩序の安定に寄与してきていろ。
次に物の面において、共同店とこれら諸集団との間にはもっと可視的なつながりがみられ
ろ。経営形態による相対的な違いはあるにせよ、共同店はこれら諸集団を物品、資金両面から
援助してきた。一方、これらは大口利用者として定期・不定期の諸活動を行なうにあたって共
同店を利用してきた。現にどこの共同店でも通帳を設けて、これらの便宜をはかっている。こ
のように両者の間には、人と物の両面において相互依存的な関係が伝統的につちかわれてき
た。とりわけ安田、安波の両共同店のように共同バスを運行しているところでは、これら諸団
体のためにはたしてきた共同店の機能は絶大といえよう。このように共同店は、地域住民の年
齢･世代･階層の相違を超えた共通の関心事である。それ故に、共同店の経営をめぐる問題を契
機として世代間にズレや葛藤が生じるだけではない｡各世代が村落共通の課題に取組めば､それ
だけ共同店の諸問題をめぐって世代間のコミュニケーションと、村落共同という積極的な機能
の派生を期待することができる。今日といえども共同店と村落を構成するこれら諸団体との関
係は基本的には同じである。しかし両者の関係にみられる共同店の機能は、農村地域の現代的
な特徴である社会変動に伴うエマージェントな問題との関連において考察する必要がある。と
りわけ若者が殆んど全面的に離村してしまった村落では、共同店に期待されるべきこのような
機能は、むしろ共同店の課題として提起されているといえよう。この点については後述する。
更に、学校集団の構成の変化と共同店の機能との関係を考察する必要がある。従来調査地域
の小中学校に勤務する教員やその他の職員は殆んどが地域の出身者で、しかもその地域に居住
していた。たとえ他地域の出身者であっても校内の部落に分散してはりつけられていた。そこ
で学校の先生は同時に一部落民として共同店の株主であるのが普通であった。近年教職員の広
域人事交流、交通の近代化、生活様式の変化等の影響で、調査地域のどの学校においてもその
職員は殆んど他地域の出身者で占められるようになった。しかも彼等の殆んどが辺土名、名護
を拠点に他地域からの通勤教員である。その結果、伝統的な意味における学校集団の共同店へ
の帰属意識は変化してきたといえる。一見学校集団に対する共同店の機能は弱くなったような
感じがしよう。しかし、地域によっては学校集団は、依然大株主としてその加入が承認されて
いる（喜如嘉共同店、大兼久共同店）。また学校は集団として株を保有してなくても、個々の
職員は通勤者も含めて積極的加入が承認されている（安田共同店、嘉陽共同店）。たとえ集団
として組合加入がなくても、たまたま地元出身で、しかも株主である用務員を媒介として大口
利用者である学校は地域住民と同様に、その利用度に応じた利益配当を受けている。利益配当
という打算的な関係を超えて、学校は奨学資金を含め、学校の諸活動や行事に対する財政的援
助を共同店からうけている場合も少なくない。
共同店と村落共同体 133
更につけ加えるならば、教職員にかぎらず、よそ者が単身もしくは家族ごと部落に転入して
くる場合、その部落への積睡的なオリエンテーションは共同店を通してなされる。つまり部落
の生活様式と社会関係への導入という意味では、日常的で、可視的な相互交流の場である共同
店を媒介としてインフォーマルになされる場合が多い。そこでは日常的な買物が行われるだけ
でなく、株主に対する利益配当という積極的なオリエテーションの動機づけと共同店的な思考
様式がみられる。
3部落外住民に対する機能
近隣部落住民に対する機能：中心部落の共同店を事例として
共同店の近隣部落住民に対する機能を規定する要因として、まず共同店とそれが立地してい
る村落の対内的要因をあげることができる。この対内的要因には、近隣部落住民を誘引する積
極的な要因と、逆に共同店の主体である部落住民を外へ押し出す消極的な要因がある｡この対
内的な両種の要因は、共同店と村落に常に固有なものではなく、共同店間及び村落間の相互の
隣接性、交通の利便性、その他の諸立地条件によって規定されて積極消極両様に機能するとい
える。つまり、このような相互の規定関係に沿ってみるかぎり、一方の消極的な要因は他方の
積極的な要因と相互に規定している。例えば、国頭村で一番の過疎村である謝敷共同店には、
食糧雑貨に限定してみても部落住民の生活ニードに応えることのできない経営の現状がある。
一方、部落自体には共同店の経営をもりたてて、部落内における食生活の完結をはかろうとす
る村落の統一と共同の精神に欠ける面がある。両者の悪循環を促進するような対内的な諸要因
は、隣接している辺土名部落の市場的な優位性に規定されて消極的に機能するといえる。換言
すれば、もともと潜在的に内在している謝敷共同店と謝敷部落の消極的な対内的要因は、辺土
名との対外的バランスにおいて劣勢にたたされればたたされる程、それだけ部落住民がショッ
ピングアウト（辺土名での買物）することになる。その意味では、謝敷部落においては二重の
過疎化が進行し、共同店に対して負の相乗効果が作用しているといえる。
そこで、一般に共同店の部落外住民に対する機能は、彼等による利用度の高い共同店を事例
に具体的に考察した方が賢明である。その典型的な事例は辺土名共同店と瀬嵩共同店である。
両共同店は近隣部落住民に対してほぼ共通の立地条件を備えている。例えば、両共同店とも、
村の中心部に立地している。そこには村の公共施設や事業所が集中しているので、通勤者も含
めて近隣の部落から日常的に多数の人が集中することになる。更にそこには、衣料品店、電器
店、書店、理髪店、美粧院、食堂等、生活の諸ニードを完結するようなさまざまな店舗が集中し
ている。元来、どの共同店もこれらの専門店の取扱い商品を販売しているわけではないので、
例えば国頭村の住民は子供の衣服1着を買うにも辺土名か、場合によっては名護までも出向く
ことになる。その上、中心村の共同店は豊富な商品、安い価格等のすぐれた条件を備えている
ので、部落外住民に対する魅力は大きい。このような立地条件を備えている村の中心地に立地
している両共同店は、部落外住民の「ついで」の利用がいきおい多くなる。従って、両共同
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店のもっている対外的な優位性は、共同店が固有にもっている積極的な要因によるというより
も、優位性そのものを支えている村落の立地条件に起因していろといえよう。
（13）
いずれにしても、他部落民によるこれらの共同店の利用は、利用者が単に買った商品を自分
の家にもち帰るだけではない。利用者は、商品そのものと共に商品の価格や共同店にかんする
さまざまな情報をもち帰る。もち帰った情報、例えば商品価格の相違は口こみによって伝達さ
れていくので、部落共同店の価格が高い場合には、利用者自身の共同及び部落にとってはマイ
ナス要因となる。但しその場合でも、共同店とその受け皿としての部落に外圧を吸収同化する
（14）
だけの固有な資源があれば、一見共同店にとって不利に思える条件、例えば村の中心地に接近
しているという立地条件は、必ずしも消極的な要因として機能しないであろう。具体的に例証
すると、謝敷の住民の中には、わざわざ辺土名まで出向いて日常的な買物をする人が多い。そ
れに対し、謝敷より辺土名に遙かに近接している与那、宇良、伊地の住民には殆んどこのよう
なショッピングアウトはみられない。その理由は、これらの部落には、外圧を吸引同化するだ
けの強固な村落共同と、それに支えられた部落住民に対する共同店の包括的な機能があるから
である。
他出旧部落住民に対する機能
共同店の株主である部落住民が他地域へ転出すると、一般に株主としての権利・義務は消滅
する。もっとも、安田共同店のように、他出旧部落住民に準組合員の資格を認めて、一定の権
利・義務を与えているのもある。逆に、謝名城のように、転出者の共同店に対する権利・義務
を停止するが、区費の分担という部落に対する権利・義務を継続させているところもある。こ
のいずれの場合も重要なことは、規約の規定に従った共同店と転出者のフォーマルな関係では
なく、共同店を媒介とした出身地の部落と転出者の持続的な連帯である。
しかし、転出者に対する共同店の主要な機能は、ルーティンでインフォーマルな面にある。
その典型的なのが、転出者に対する共同店の電話の機能である。共同店の電話は転出者のメッ
セージを取次ぐだけではない。それは部落住民と転出者を夫婦、親子、きょうだい、親族、隣
人、友人、知人というかたちで結ぶ、いわばホットラインである。部落における冠婚葬祭をは
じめ重要な出来事に関する情報は、このラインを通じて相互に伝達されている。例えば、転出
者は共同店に電話をかけて、出身地の部落における行事（生年祝、立身祝、アブシバーレー
等）のために、酒その他の物品の寄贈を委託することができる。そうすることによって、部落
住民と転出者の心理的距離が短縮され、相互の連帯感が保持されていろ。
⑬
側
総売り上げ高に対する部落外利用：辺土名共同店約20％、瀬嵩共同店約30％
資源とは共同店が立地している部落に固有で、共同店及び部落の諸問題の解決及び予防に動員でき
る諸要素の総体。例えば、村落の共同、優れたリーダーシッ戈
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通過客、短期滞在者等に対する機能
共同店の利用者の一つのカテゴリーに通過客がいる。通過客は更に2種類に分けられる。旅
行者とレジャー客である。旅行者は、単独または少人数グループの自然指向型の若者が中心で
ある。レジャー客は、観光、ドライブ、キャンプ、海水浴、つりがてらに共同店を利用する人
のことである。短期滞在者は調査地域全域にまたがって大規模に行なわれている公共土木工事
の関係者である。
これらの人々による共同店の利用のあり方は、第1に共同店の立地そのものによって規定さ
れていろ。共同店の立地は更に幹線道路との関係による交通の利便性、人気のある観光地、キ
ャンプ場、海水浴場、つり場、工事現場への隣接性等によって規定されている。第2の要因
は、これらの利用者のニードに対する共同店の対応のあり方である。彼等の求める商品は清涼
飲料水を筆頭に、雑貨、つり具、魚の餌、フィルム、ガソリン、燈油等さまざまである。事例
的にみると、嘉陽共同店は幹線道路に面して、部落自体が旧久志村から東村へぬける際の行き
どまりになっていろ。一方、幹線道路を隔てた反対側には、素晴らしい海水浴場とつり場があ
る。このような立地条件からして、通過客はもとより、つり人、海水浴客、レジャー客の利用
度が高い。その証拠に嘉陽共同店では、これらの人々のニードをみたすために、つり具、海水
浴用品等を豊富に取り揃えて販売していろ。その内容は都会のつり具店にひけをとらない程充
実している。
次に、東村の川田､宮城両共同店は幹線道路に沿っていて､往来の乗用者や作業用大型車がパ
ーク可能なうえ、ダムや道路工事現場に近い。一方両共同店とも近代的な店舗と設備を持ち、
豊富な商品をとりそろえているので、特に工事関係者の大口利用が恒常的にある。それにひき
かえ、両共同店よりはるかに工事現場に隣接している車共同店、宮城共同店魚支店等は、幹線
道路から幾分それていて、車の出入りやパーキングに多少の不便がある。そのうえ両共同店と
も極小部落に立地しているために、その内容は自給自足的な共同店で、これらの人々のニード
を臨機応変に充足するだけの豊富な商品をとりそろえていない。そこで、地域住民以外の利用
は殆んど期待できないのが現状である。
更に、国頭村の事例をみてみろと、奥､楚洲、安田、安波等の共同店は隔絶地域にあるので、
通過客の利用は殆んど期待できない。反面、これらの共同店は大型公共工事の現場に最も接近
しているので、近年工事関係者の大口利用によって飛躍的に売り上げをのばしてきている（Ⅵ
の1参照）。辺戸共同店は幹線道路からそれて立地しているので、通過客にはその存在さえわ
かりかねろ。それでも周辺の工事関係者の利用が活発なので、それによる売り上げののびには
著しいものがある。宜名真共同店は有名な観光地である辺戸岬、カヤウチバンタを目の前に控
えていろ、いわば行き止まり的な宜名真部落のほぼ中心に立地している。また共同店から見お
ろす海は人気のあるつり場である。往来がはげしい場所に立地しているだけに、工事関係者や
通過客の利用が大きい。近い将来、共同店の側を通ってカヤウチバンタをくり抜き、辺土名に
連結する縦貫道路の大工事が着工されるので、工事関係の利用は飛躍的にのびるであろう。
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単位は円A共同店仕入及び売上一覧(1978年度）表
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最後に、大宜味村の事例をみてみろと、南の津波共同店から北の田嘉里共同店に至るまで、
いずれも幹線道路からそれたり、それに背を向ける形で立地しているので、これら通過客等に
よる利用は期待できない。このようにこれら通過客等による共同店の利用のあり方は、共同店
の立地によって第一義的に規定されていることがわかる．この第1の要因に規定されるかたち
で第2の要因、つまりこれら通過客等に対する共同店の対応のあり方がきまるのである。
これら二つの要因は、更に第3の時間的要因との関連において考察されなければならない。
これら通過客等による共同店の利用は、年間を通じて恒常的なものでは必ずしもない。一般
に彼等による共同店の利用は夏場をピークに春から秋にかけてのレジャーシーズンに集中して
いる。例えば、表で明らかなように夏場（7月～9月）には、清涼飲料水が群を抜いて第1位
を占めている。この抜群の売れゆきは、これら通過客等の利用に負うところが大きい。また清
涼飲料水、アイスクリーム等の売上げ高の総売り上げ高に占める割合も大きい。このような傾
向は、ほぼ同様な立地条件をもっている他の共同店についても見られる。更に特殊な事例とし
（15）
て、塩屋の3共同店と嘉陽共同店が挙げられる。前者はウンジャミに押し寄せて来る大群集を
めあてに、毎年ムギワラボーシ、その他の祭用品、飲食物を大量に仕入れて販売していろ｡一
方後者は、毎年大晦日から元日にかけて嘉陽海岸に大挙して押しかけて来る御来光客を相手に
終夜営業を行っている。たとえ時間にして僅か1日たらずの出来事であっても、その売り上げ
高が20万円～30万円にも達するとなれば、共同店にとってはまさに最良の日といえる。このよ
うに通過客等による共同店の利用のあり方瞳び彼等の需要の大きい商品と時節との間には密接
な関連がある。
それに対して、年間を通じてほぼステェディーに共同店を利用しているのに工事関係者がい
る。工事関係者による共同店の利用には、会社による団体利用とその従業員による個人利用が
ある。工事を請負っている会社では、飯場を賄うために共同店を大口利用している。例えば、
辺戸共同店では飯場への売り上げが月額100万円を超している。工事関係者の中には単に通り
がかりに共同店を利用するだけでなく、部落内の旅館、民宿等に宿泊して利用している人が多
い。工事関係者の利用が最も活発なのは、辺戸、奥、安田、安波、宮城、川田、嘉陽等の各共
同店である。これらの共同店では会社を保証人にして、工事関係者に対して通帳で掛け売りし
ている。その精算は毎月給料日か定められた特定日になされている。共同店の規約からすれ
ば、本来部外者であるこれら工事関係者に対する掛け売りは認められないことになっている。
しかし現実にそれが大幅に認められているのは、そのことが相互の利益に合致していることを
裏付けている。
一過性の通過客から、相対的に定着性のある工事関係者にいたるまでの、言わばこれら部外
者に対する共同店の機能は、単なる商品の販売にとどまらない。年間を通じて、しかもどの時
（16）
間帯に訪ねても確実に開店しているのが共同店である。共同店は若者から老人にいたるまで農
鯛旧歴7月の盆明の亥の日に催される海神祭（沖縄文化史辞典）
‘'ただし､車共同店(午後3時から6時)安田協同店伊部支店(隼謹騨蕊繍雰30分） は例外
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作業やその他の仕事に出払って人気のない農村部落の留守番のようなものである。これら通過
客等が気軽に立ち寄って、部落に関するさまざまな情報に接するのも共同店を媒介してなさ
れ、一方彼等のもたらす情報を口こみで部落にもたらすのも共同店である。それだけに彼等が
受ける農村の印象は、彼等に対する共同店の応待振りにかかっている面が大きい。
もとより、これら通過客等に対する共同店の機能が重要視されるようになってきたのは近年
のことである。一連の公共工事を主体にした北部農村地域の大規模な開発に伴う近代的な道路
網の整備、近年の自然指向型の観光、レジャーブーム等の諸条件は、否応無しに伝統的な村落
の門戸を外側に開かざるをえなくなった。その場合、共同店が人と物と情報の流れにおい
て、内と外の媒介の窓口として機能してきたことは否定できない。その趨勢は今後ますます盛
んになって行くであろうから、それに対して共同店が如何に対応して行くかは今後の課題とな
ろう。そのことについては第V章で詳述する。
4部落の行政・財政に対する機能
共同店はいろいろな方法で、部落行政に対する財政援助を行っている。それには恒常的な直
接援助と、不定期の間接援助がある。直接援助には字の行政職員（区長、書記、会計、役員な
いし評議員等）の給料ないし手当の一部負担、区費の全額負担（安田、宜名真、幸喜等の各共
同店）、または一部負担（辺土名共同店他）、等がある。共同店の中には字行政に必要な財政
を全面的に負担している事例もある。安田共同店、宜名真共同店等はその典型である。一方、
共同店が部落に対して伝統的に行っている間接的な財政援助も無視できない。それは本来部落
がその責任において主催する諸部落行事（部落レベルの祭祀、ウンジャミ、シヌグ、アブシバ
ーレー、敬老会、学事奨励会、運動会等）、公共的プロゼクト（部落奨学金制度、学校施設建
築等）、住民の死亡ないし不慮の災害見舞金等に要する経費を、共同店が一部分または全額肩
替りするものである。
部落行政に対する共同店の機能は、それに対応する財政援助という単なる資金の次元にとど
まらない。なるほど、本来区民ひとりぴとりが支出すべき区費等の負担の重みは平均的な住民
と貧困世帯や老人世帯とでは大きな差があろう。しかし、親族や隣保による相互扶助の機能が
次第に低下してきている今日、共同店の財政的な代替負担は、その金額の多少に拘らず、むし
ろ福祉的な意義が大きいといえる。一方、そのことは、村落共同の精神を助長し、住民の部落
に対する帰属意識を保持して行く可視的な要素になっていろ。このようにして、一段と強化さ
れた村落共同の精神は、共同店的な思考様式を住民生活の中に浸透させて行く結果になる。
農村の生活文化の中における共同店と部落行政との相互連関を保持していくには、何よりも
部落住民の間に共同店的な精神や思考様式が浸透していなければならない。そのためには、直
接的であれ間接的であれ、共同店が部落に可視的なかたちで利益の還元をはからねばならな
い。一方、部落は、共同店が部落に対する本来の機能を発揮できるように、転入者を含めて住
民の共同店に対するオリエンテーションにつとめなければならない。とりわけ競合する個人店
が同一部落内にある場合は、住民が血縁、地縁の枠をこえて、共同店の株主としての権利・義
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務を首尾よく遂行できるように、部落はその環境づくりに行政機能を発揮しなければならな
い。例えば、辺土名共同店の事例についてみると、実質的な部落常会に該当する共同店の株主
総会において、共同店から部落になされている財政援助、共同店の経営状態等に関する情報を
具体的に提供し、同時に住民の購買協力を奨励している。辺土名の事例にかぎらず、特に外部
からの転入者に対して共同店の株主になる資格条件を積極的に認ることは、元来よそ者である
転入者を部落が住民として受容することを意味する。そのことは、共同店が部落財政の枠を超
えて、もっと基底的な村落共同に貢献していることを物語っている。
次に、共同店の部落行政に対する機能は、その経営形態の関連において考察する必要があ
る。直接経営だと、部落に対する共同店の利益の還元は、直接的で、可視的なかたちでなされ
る。つまり、部落財政や部落行事に対する共同店の援助は、いずれも具体的で、住民にとって
可視的な性質のものである。このような直接援助は、その額の多少に拘らず、共同店に対する
住民の帰属意識を強化し、ひいては地域の連帯を促進するものである。それに対し、個人請負
は契約に従って請負契約金を部落に納めればよいので、住民にはそれが間接的で、不可視的な
性質のものになりやすい。個人請負制の下では、契約金以外に部落行事に対する援助は殆んど
なされていない。たとえ多少の援助があるにしても、それは共同店としてではなく、請負者個
人としてやっているまでである。それ故に、個人請負制の下では一般に共同店と部落の経済外
的な機能的連関は弱くなることが考えられる。
最後に、共同店と部落の行政、財政との関係には、住民の理念とはうらはらに逆機能的な関
係も現実にありうる。直接経営だから常に経営が順調で、部落に対する有形・無形の利益還元
が期待できろというものではない。直接経営のもとでも、共同店の経営が破綻状態になって部
落財政を圧迫し、結果的に住民の間に不信感と不和をひきおこした苦い経験は決して少なくは
ない。特にその破綻が、経営者に人を得なかったが故にもたらされた結果である場合は、共同
店の再起を左右するほどの深い亀裂を残す傾向がある。一方、個人請負であっても、請負者に
人を得て、その上理事会が効果的に機能している場合は、直接経営に優るとも劣らない経営実
績をあげて、部落の行政・財政に寄与している例もある。喜如嘉共同店がその典型である。以
上のことからして、共同店の経営の良し悪しは、その経営形態のいかんに拘らず、それが独占
的な存在であるので、部落全体に対して、機能的な結果と、反対に逆機能的な結果をもたらす
ことになる。
5個人商店との機能的関係
前述したように、共同店設立の沿革をみると、辺土名、塩屋、瀬良垣等の大部落を除いて、
殆んどすべての部落において共同店は既存の個人店をさまざまな過程を経て吸収統合するかた
ちでできた。調査地域に共同店が設立された当時、住民の生活水準は極めて低く、購買力は小
さかった。そのような状況で、部落の中に共同店を含めて複数の店があるということは、経済
的に全く不合理で、しかも村落共同の精神に反することであった。そこで、村落の統一と団総
を象徴するかのように、農村生活の智恵として、共同店は設立された。そこには、部落住民が
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貧しさを分ち合い、共同店の恩恵に等しくあずかるという相互扶助と互恵の精神があった。数
多い共同店の中でも、このような象微的精神を具現したのが安田共同店伊部支店と宜名真共同
店武見支店である。
このような設立の背景をもちながらも、依然として個人店が存在する場合、共同店はそれと
いかなる機能的関係にあるかを考察する。両者の機能的関係は、(1)併存関係、(2)補完関係、
(3)対立競合関係に大別できろ。これら三つの関係は、村落・共同店・個人店の三者の立地によ
って一義的に規定されていろ。まず、第1の併存関係は、辺土名、瀬嵩等の大部落の事例にみ
られる。村の中心地であるこれらの部落では、常に人と物の流れが活発である。そこには部落
（17）
内の固有な需要に加えて、外部からの恒常的な需要もみられる。これら内外の大きな需要を共
同店が単独でみたすことはもとより不可能である。また共同店の独占的存在は、村の中心部落
という立地にてらしてみても賢明とはいえない。そこでこれらの部落では、共同店設立の過程
において、既存の個人店を吸収統合することなく、相互に併存してきた。共同店設立後にも個
人店が増加していったが、これら新旧の個人店は、共同店と併存しているのが現状である。そ
れぞれが部落内外にほぼ固定した顧客を持っている。この場合、共同店の個人店に対する機能
の特徴は、共同店がlowpricefixerとして商品の低価格化を維持し、地域における物価の抑
制に貢献していることである。
共同店と個人店の併存関係に、もう一つのパターンがみられる｡それは村落の形態とそこにお
ける共同店の位置の機能である。それは複合隣接集落か複合遠隔集落のいずれかにみられる。
例えば、喜如嘉共同店は部落のほぼ中央にあるが、それは部落北部のトウクチンバールー帯か
らは、多忙な農村主婦にとって日常の買物にはいささか遠い。それ故、そこにはその一帯を縄
張りにした個人店があって、精肉、鮮魚を含めた多様な商品を取りあつかうことによって住民
の生活ニードをみたしている。このように、喜如嘉部落における共同店と個人店は、両者の立
地の機能として補完的併存関係にあるといえよう。また若干事情は違うが、平良共同店の本店
と同宇出那覇第1支店及び第2支店も補完的併存関係にある。平良は複合遠隔型集落で、部落
の中心地に本店、遠く隔てた宇出那覇にそれぞれ集落の立地に応じて二つの支店を設けてい
る。本店はもとより、これら二つの支店は、勿論個人店ではないが、3店とも個人請負へ移行
しているので、相互間に経営上の関係はみられない。経営に関する限り、これら3店間には個
人店間の一般的な関係があるといえる。但し、これら3店間には客を奪い合う立地条件がな
く、それぞれが立地している地域を営業圏としているので、補完的な併存関係がみられるだけ
である。
次に、共同店と個人店の補完的な関係を考察する。前述したように、共同店の設立にあたっ
て、既存の個人店は吸収統合されて行ったのだが、精肉店､鮮魚店はそのまま存続して行った
例が多い。その場合、共同店は既存の精肉店、鮮魚店との不必要な競合をさけるために、冷凍
食品を取扱っても、精肉・鮮魚は取扱わないことにしていろ。既存の精肉店、鮮魚店が部落内
⑰共同店の総売り上げ高に占める外部利用、辺土名共同店約20％、瀬嵩共同店約30％
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にない場合は、冷凍食品コーナーに精肉、鮮魚コーナーを併置して、住民の要望にこたえてい
る共同店が多くみられる。また個人店の進出を認めていない部落でも、住民の生活ニードに対
する配慮から、精肉、鮮魚店に限って個人店を認めている幸喜部落のような事例もある。一般
に、共同店と専門店とは相互補完的な関係にあるが、とりわけ精肉・鮮魚店との補完性は高い
といえる。
最後に、共同店と個人店との対立競合関係を考察する。地域によって対立競合の相対的な程
度の差はあるにしても、両者のこのような関係は、まず両者とも幹線道路に沿って立地してい
る部落にみられろ。例えば､浜共同店､奥間共同店､宮城共同店イノガマ支店は､いずれも幹線道
路に沿って立地し､同じく幹線道路に沿って立地している個人店と競合している。しかし､これ
らの事例はむしろ例外で、共同店が個人店と競合している地域では、一般に共同店が幹線道路
からそれて、部落の中心部に奥まって立地しているのに対して、一つまたはそれ以上の個人店
が幹線道路に沿って立地しているのが特徴的である（大宜味村の大兼久、塩屋、津波、東村の
平良、旧久志村の安部、名護市の喜瀬等の事例）。共同店がこのように立地している場合は、
兎角幹線道路沿いに個人店の進出を促進するような、一見合法的な理由があるかのように見え
る。つまりそれは、幹線道路沿いの個人店は通過客を目当に営業するので、共同店と競合する
ものではないとの主張である。このことは、たとえ共同店が幹線道路に沿って立地している場
合でも、通過客の往来のはげしい地域では、個人店の進出を促進する要因になっている。しか
し、通過客などの部外者の利用は、季節的な変動が大きく、またそれだけに依存していたので
は、店の経営が成り立たないので、勢い個人店はなりふりかまわず親族､知人､友人､隣人をま
き込んで、共同店とパイの奪い合いを演ずろ結果になる。このことを一つの事例の上でみるこ
とにする。東村字宮城は行政的に、宮城、魚、イノガマの三つの小字から成り立っている関係
上、本部落宮城の本店の他に、魚支店、イノガマ支所を設けている。3店とも1969年以後個人
請負に移行しているので、相互間に経営上の連関性はなく、それぞれが独立採算性をとってい
ろ。但し、3店とも部落と取り交した契約に基づいて、一定の権利・義務を遂行する責任を負
っている。3店の中でイノガマ支所だけが個人店と対立競合しているので、そのいきさつと現
状を考察する。イノガマは目下建設中の幹線道路（国道329号線）に沿って立地している極小部
落である。共同店はもともとその道路に面して立地していたが、たまたま1977年頃道路をはさ
んで共同店と対時するかのように一つの個人店ができた。イノガマは部落挙げて個人店の進出
を極力阻止するように努めたが、結果的にその説得工作は失敗に終った。これは、個人請負制
度のもとにおける共同店の弱点の一面をあらわしている典型的な事例である。イノガマのよう
な極小部落に個人店が進出して、いかなる営業上の合法的な理由を並べたてても、結果的に共
同店と限られたパイを奪い合うことに変りはない。遂に、共同店はもっと有利な立地条件を確
保して態勢を整えるために、やや部落の中心部よりに移転せざるを得なかった｡しかし、共同
店の所在地をどう変えよう‘と、もともと限られた極小部落内でのことなので、進出してきた個
人店との対立競合関係に変りはない。イノガマ支店は個人請負とはいえ、年間7500円(1978年
10月現在）の請負契約を字に納め、その上住民の生活ニードにそくして営業時間及びその他の
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契約事項の遵守を義務づけられていろ。それだけに、請負者としては目と鼻の先に個人店が有
る無しに拘らず、その権利の主張として、部落住民が共同店を「おらが店」としてサポートす
べきだとの期待をもっていろ。一方、住民の立場としては、共同店に対する株主即ち部落住民
としての権利・義務を理念として理解していても、現実にははるかに情緒的な密度の濃い血縁
や友人関係等によってその行動が左右される傾向がある。イノガマにはもとより匿名性は全く
ないので、どこの誰が､いつ､どこの店で買物をしたということは、衆目明らかにならざるを得
ない。その結果、共同店と個人店に板ばさみされている住民は、たてまえと本音を適当に使い
分けなければならない二重忠誠の問題をかかえる結果になった。このようなことは、個人請負
制度下に見られる特有な現象ではなく、直接経営の下でも現実に起っていろ（第Ⅳ参照）。要
は、共同店と個人店の対立競合に起因する地域住民の二重忠誠の問題が、単に購買という経済
的活動の次元にとどまらず、顕在的にも潜在的にも、村落共同のあり方にかかわる重要な要因
であるということである。それ故、対立競合する個人店の存在は、共同店の経営をいかにして
まもるかということよりも、村落共同をいかにしてまもるかという基本的な問題にかかわって
いろといえる。そこで次に、共同店の基底的条件としての村落構造を明らかにし、そこにおけ
る共同店の存在意義を考察する。
Ⅳ共同店と村落
1共同店との連関における村落へのアプローチ
1傍観者と部落住民の間
今回の調査地域の多くの部落、就中東村の高江、国頭村の楚洲、安田、安波、旧久志村の嘉
陽、大宜味村の押川は、どの方角にも遠くかつ嶮しく、陸の孤島的な立地条件下にある。それ
でも近代的な道路が整備されつつある現在、都会の雑踏から一時的にそこへ逃避してきた自然
指向型のよそ者は、豊かな緑と新鮮な空気を満喫しながら、「山原は近くになりにけり｣、との
快適な印象を受けるであろう。同様に、たまに帰村してきた部落出身者は、しばらく郷愁にひ
たっているうちに、「古里は近くになりにけり」、という幻想におちいるであろう。この両者は
種類こそ違え、村落の傍観者であることに変わりはない。村落とは、レジャーの目的でこのよ
うな山紫水明の地を訪れて「絶景かな」を繰り返すよそ者の息抜きの場ではない。村落とは、
旧部落民が他出先において何か事があった場合、つまり「まさか」の時に逃避できる取って置
きの場ではない。村落とは、他出先においていつまでも適応できないでいるUターン老人の受
け皿ではない。村落とは、都会へ大量に流出して行った若者たちが、一時的に帰村して村の盆
踊りに打ち興じたり、都会の自慢話をして、農村青年に都会コンプレックスを抱かせる疎外の
場ではない。いわんや村落とは、都会へ転出していった旧部落民が、ささやかな寄附金の協力
をして建った部落公民館､学校体育館等の落成式の案内状を手にして、「金さえ出せば何でもで
きる」、と自己満足に浸っておればよい場ではない。これらはいずれも旧部落民に対する村落
上
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の機能の一端をあらわしているが、所詮彼等は村落にとって傍観者の域を出ないのである。彼
等の中には他出先の都市的な生活環境に首尾よく適応できないで、他出先にある同郷出身者の
クリークの中に逃避している者が少なくない。一方、彼等は出身部落からも社会的、心理的に
離乳していない、いわば文化的には境界人のような存在といえよう。このような境界人と旧部
落との係わりは多元化しているといえども、彼等はシマにもどって、そこにおける生活の中に
生きざまを見せているわけではない。彼等は農村の暮らしの問題をつきつけられろと、「古里
は遠くにありて思うものなり」、という旧部落に対する心理的な隔たりを実感する消極的な傍
観者である。
そこで村落とは、主体的に生活問題を解決し、充実した生活の共同を実現するという共通の
目標をもった住民が、生活圏を確立しながら自発的に連帯して生活を営んでいる場といえよ
う。村落は生活圏として現実にそこに居住し、主体的に生活問題を解決していこうとする住民
の生活の過程である。このように村落を位置づけろと、ただちにそこに二つの重要な課題が提
起される。その一つは、現在及び将来とも予想される村落の生活問題とは何か、その原因は何
かを明らかにすることである。もう一つは、住民の共通の目標である生活の共同の基盤となる
村落共同を形成発展させていく機能的要件は何か、就中そこにおける共同店の機能は何かを明
らかにすることである。
2村落における生活問題：共同生活の課題
戦前戦後を通じて一貫した生活問題は、文字通り経済的な意味における暮らしの問題であ
る。貧困な暮らしは、その依って立つ唯一の生業である停滞した農業によって一義的に規定さ
れてきた。それに戦後は、教育問題、医療問題、老人のさびしさの問題等が新たに加わって問
題の多様化、複雑化をみせてきた。これらの諸問題は強力な押し出し要因(push)として、農
村青年を外部へ押し出していった。その古典的な形態は、貧しい暮らしの故に耐えなければな
らなかった娘や息子の人身売買にみられた。人身売買とまではいかないにしても、漁師あるい
は大工としての腕に暮らしの問題を託して、青年や中壮年の男たちが盛んに押し出されていっ
た。一方、娘たちは女工として大量に他府県へ送り出されていった。1920年代の中頃になる
と、早くも都会への憧れに動機づけられて、女工を志望する都市指向型の田舎娘が少なからず
輩出するようになった。この傾向は1954年の終戦にいたるまで続いた。これらは一括して出稼
ぎといったが、その背景には深刻な暮らしの問題があった。その解決が多分に外部に求められ
なければならなかったということは、農村内部から押し出す要因に対する相対的な外部の吸収
要因(pull)が作用したことを示す。しかし重要なことは、戦前の出稼ぎ者は男女を問わず一
般にシマに舞い戻って来て農村生活の担い手となり、そこで結婚をして子育てをしながら農村
の生活文化を確実に伝達していったということである。
翻って終戦直後の混乱期は、調査地域の殆んどの部落で老若男女は挙って林産物の生産販売
に精を出して農村経済の建て直しに努めた。それも束の間、やがて到来した所謂軍作業ブーム
のために大量の農村青年が中南部に転出していった。とりわけ国頭村の一部の地域では、奥間
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ピーチ建設のインパクトとして、農民が地元に居ながらにして農業離れを経験した。全島的な
広がりをみせた一連の軍作業ブームは所謂戦果ブームをまきおこし、同時に「give-me民族」
を輩出させたので、今流行の本土直輸入型の都市的生活様式が到来するはるか前に、一種のア
メリカ的な消費様式を拡散させた。
一方、戦後の全島的な経済の混乱期は同時にその復興期でもあった。大宜味大工を中心に山
原の有能な大工や土木技術者たちは、いちはやく南進してその任にあたった。民間地域の復興
作業と同時におこなわれた広大な米軍基地の建設は、単に技術者のみならず大量の農村人口を
のみこんだ。腕におぼえのある大工やその他の技術者たちは、なだれをうって離村していっ
た。軍作業員の場合と同様、彼等は最初単身で離村していったが、やがて挙家離村をして転出
先の中南部に定住するようになった。彼等がスポンサーとなって離村していった部落の親族、
知人、友人、後輩等も同じ移動のパターンをたどった。とりわけ大宜味村、国頭村の場合は、
戦前から大工等の出稼ぎが盛んで、建築土木分野での成功者が少なからず輩出した。彼等が強
力なスポンサーとなっている場合は、それだけ地域住民が離村しやすい状況があったといえ
ろ。
1960年代に入ると、農村の生活も一応安定し､向上してきた。しかし､都市指導型の産業の高
度化と、一方における農業の切捨ては、農村の相対的な所得格差をますます拡大していった。
このことは、農業の停滞性による農村固有の押し出し要因に拍車をかける結果となった。農村
の若年労働に対する都市工業の膨大な需要は、彼等がなだれをうって都市へ流出していく道を
ひらいた。それと前後してとみに高まってきた高等教育への進学熱も、無視できない都市の吸
引要因となってきた。このようにして現在では､都市的な生活様式の拡散･深化とあいまって、
これらの対内的、対外的諸要因が相乗的に作用しあって農村青年の大量流出をきたしている。
都市化の影響下にあるこの過程と結果現象については次章で詳述するが、兎に角近年ようやく
落着きをみせてきたとはいえ、ひところの盛んな挙家型の向都離村による農村人口の大量流出
もわざわいして、この現象は農村における地域解体を余儀なくした。ここに辺地農村が直面し
ている小学校の廃校問題を含む深刻な教育問題、農村における人口構造のひずみに起因する老
人のさびしさの問題等が浮彫りにされてきた。このように村落の生活問題は、その発生原因と
解決方法において必ずしもGemeinschaft的な小宇宙性によって一元的に規定されているの
ではない。反面、それはGemeinschaftvs.Gesellschaftという両極分立的な二分法によっ
て規定されているものでもない。それは全体社会の趨勢に照らして、都邑連続体の文脈におい
て、対内的な押し出し要因と対外的な吸引要因とによって、相互に規定されていることがわか
る。いずれにしても、その実態は村落の解体的変動の過程であることに変わりはない。そこで
問題は、村落がそのダイナミックな潮流に抗していかに主体的に取組み、且つ自主的に諸問題
の解決を図ることによって、その共同連帯を保持していくかにある。そのことは結局、村落共
同の構造一機能的要件を明らかにすることである。
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3村落共同の構造一機能的要件
村落共同の主要な構造一機能的要件を項目的に列記すると、（')血縁（家族・親族組織）、（2）
地縁（準親族組織）、(3)祭祀儀礼、(4)模合、(5)ユイ、(6)共同店、(7)公民館、(8)字幼稚園、(9)学
校及びその他の公共施設、⑩部落内諸団体、⑪諸生業組合及び事業所、⑫リーダーシップ、⑬
価値規範体系、⑭伝統、⑮慣習、⑬諸制度、⑰生活様式等が挙ぼられる･勿論これらは相互に
連関し且つ重合しているので、総体として静態的にアプローチすれば村落及びその文化の構造
といえるし、一方動態的にアプローチすれば機能といえる。それぞれの要因の機能について逐
一的に述べるのが本稿の目的ではないので、さしあたって共同店との比較における公民館、模
合、ユイの機能を概観し、その中から共同店の機能的特徴を明らかにしたい。
むかし村屋といわれた現在の公民館は、殆んどの部落においてその中心部に立地している。
それは部落の全人口、全戸数をもって組織され、多様な機能を営んでいる。対外的に公民館は
字を代表し、村行政のレベルで字と村の媒介的機能を果たす。対内的には行政的指導による村
落共同の維持強化、そのために必要な部落行事及び活動の企画、遂行、就中部落レベルでの祭
祀儀礼を司る。その他、区費の徴収も公民館の重要な仕事である。このように公民館は全部落
的な組織の上に成り立ち、その統轄者である区長はあらゆる意味において部落の指導者でなけ
ればならない。しかし、公民館と区民との機能的なかかわりは、日常的でないし、また必ず
しも面接的でない。その証拠に、調査地域の多くの公民館は平日は閉めっぱなしで、区長の中
にはパートタイマー的な者が多い。区長をはじめ公民館職員の給料の一部を賄っている区費の
徴収にしても、その負担が区民の当然の義務であるにせよ、少なくとも区民意識のレベルでは
村落の共同という積極的な機能を果たしているとは必ずしもいえないであろう。それにひきか
え、区の財政に直接、間接寄与している共同店の機能は、非合理的な住民感情のレベルではむ
しろ積極的に評価されていよう。いずれにしても、機能的な意味における公民館は、部落その
ものが文字通りの意味でなくならないかぎり消滅するものではない。従って、区民の日常生活
においてその存在を意識化する必要はないし、また一般に個々の区民と公民館との間に日常的
な利害関係が発生するわけではない。
一方、模合やユイはそれがどの次元ないし規模でおこなわれるにしても、公民館や共同店の
組織や機能に比べて部分的、一時的であることに変わりはない。またその機能は非日常的で、
私的である。模合やユイは元々気心の合った、共通の利害関係にある少人数による相互扶助的
なインフォーマルな営みである。それだけに模合やユイは当事者に対する積極的なインパクト
として、家族同様の強固な連帯を促進し、経済外的な第一次的福祉の機能が期待される。農村
における模合やユイは、住民間のコミュニケーションを活発にし、部落住民の間に運命共同体
としての相互認知を保持するのに与って力がある。とりわけユイは性差、年齢差をこえて当事
者の労働能力を平準化した労働の共同であるので、農業の後継者を失い、人手不足に悩んでい
る農村老人の生きがいを支えている一つの重要な要素である。反面、例えば模合の消極的なイ
ンパクトは血縁をも断ち切らんばかりの逆機能がある。都市化の影響の著しい昨今、農村模合
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といえども潜在的には常に村八分的な消極的要因を包含していろといえよう。その機能的な功
罪はどうであれ、要するに模合やユイは、極めてインフォーマルで私的な小範囲を出ないとい
う点で、共同店と大きく違うといえる。しからば、共同店の構造一機能的な特徴はどこにある
か、次にそれを村落との連関において考察する。
2共同店の象徴的機能・統合機能
1部落の象徴としての共同店
共同店は公民館とは別の次元における部落の最も重要な象徴である。それは部落住民の自我
に深く根差した象徴として、彼等が対外的にも誇りとするものである。その誇りとする共同店
の象徴性の淵源はどこにあるか。そもそも共同店は、近代合理主義の論理という見えざる手に
導かれて設立されたものではない。それは極限の立地条件下にあった村落において、いかにし
て生きて行くか、いかにして暮らしの問題を解決して行くか、という課題に直面した部落住民
の生活の知恵から生まれたものであった。この暮らしの問題は幾多の宇余曲折を経ながら村落
共同の基盤の上に主体的に指向され、設立された共同店の機能を通して共働・共益、共存の崇
高な理念の下に解決されてきたのである(もっとも共同店だけがその目的を果たしたというの
ではない)。このような意味において､共同店には農村文化を象徴するような歴史的な重みがあ
る。このような意味において､共同店は単なる部落売店ではなく正に共同店文化を持っていろ。
調査地域の北部農村地域にも車社会が確実に定着し、経済生活の利便性が大幅に約束され、
それを使いこなすだけの農家所得の上昇と生活意識の変化がみられる現在でも、何故各部落単
位に共同店が必要なのか。しかも単なる共同店ではなく、一般に直接経営による共同店が望ま
しいと考えられているのか。1978年10月現在、調査地域の56字（部落）中、共同店のないのは
僅かに大宜味村の宮城、白浜と旧久志村の辺野古と豊原の4部落にすぎない。後者の2部落は
それぞれ立地条件は違うが、いずれも新開の部落であるが、これらの部落にもかつては共同店
があった。また宮城には1965年まで、白浜には1935年頃までそれぞれ部落直営の共同店があっ
た。結局、時系列的にみると共同店なき部落は皆無である。このようにジュータンを敷きつめ
たような共同店の普及のモメンタムとして、共同店の象徴機能があげられる。これを事例的に
示すと、その典型として辺土名共同店（Ⅵ－2参照）と瀬嵩共同店がある。辺土名共同店は当
初の設立は隣接共同店にひけをとらない程古いが、戦後の再建は大幅に遅れて1952年となっ
た。その再建の背景には、勿論第一義的に経済的理由があったが、同時に村の中心地辺土名の
面目にかけても、内容の充実した共同店再建の必要に迫られた。瀬嵩共同店にいたっては、戦
前戦後を通じてその設立をみたのは、1967年のごく近年のことであった。一般に、共同店と個
人店との間に相対的な物価の違いはあるにしても、それだけの理由で瀬嵩共同店が遅ればせな
がら設立されたのではない。たまたま旧久志村の中心部落でありながら、村で唯一の共同店な
き部落としての存在は極めて不本意で、何かにつけて不便であった。更に、底仁屋の共同店に
いたっては霜その設立がつい3年前の1975年である。他部落だけに儲からせてはいけないと
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いう部落意識と、それをてことした住民の連帯の強化が動機づけになっている。反対に、謝敷
の例にみられるような所謂破綻型の共同店には、このような象徴機能はない。それどころか、
部落に対しては逆機能が大きく、部落住民は意識の次元でも、現実の行動の次元でも共同店離
れをした人が多い。彼等の中には口を閉ざして共同店を語らず、共同店コンプレックスに悩ま
されている人が少なくない。従って、象徴としての共同店はあくまでもその機能的な内容と、
それに対する部落住民の意識によって規定されているといえる。象徴としての共同店は、その
よって立つ村落共同を部落内外に象徴的に投影しているといえる。
2村落結合の核としての共同店
前述したように、共同店設立の背景には一言で言って生活問題の解決というのっぴきならぬ
目的があった。その目的実現の前提条件として、村落共同の確立があった。そのために部落は
あらゆる機能的要件を動員して所期の目的の達成に努めた。その一環としての共同店の統合機
能は最も重要であった。その特質は先ず共同店の組織に反映されている。共同店の組織の類型
は一般に世帯株共同店と人口株共同店の二つに類別できる。これらの基本型の他にその変型と
もいえる自由株共同店がある。但し、その場合でも、一世帯もしくは一個人の持株を数口に制
限して、特定の個人による共同店の支配を厳しく制限している。更に、特殊な事例として、団
体の株保有を認めている共同店がある。しかし、規約上のたてまえはともかく、現実に株を保
有している団体は、大株主としての若干の部落だけである（例、久志、汀間、嘉陽）。部落自
体による大量の株保有は先の平等株と同様に、特定の個人による共同店の独占的支配を阻止す
る機能がある。要するに、いずれの組織形態をとろうとも、そこに共通している特質は、共同
店が共働、共益、共存の理念の下に組織され、かつ現実に村落共同の機能を果たしているとい
うことである。
共同店の統合機能が阻害された場合、その消極的なインパクトとして村落構造にどのような
ことが起こるだろうか。共同店の統合機能が阻害されるということは、先に述べたように共同
店の目的、つまり共働、共益、共存の理念が実現されず、従って村落共同は阻害され、結果的
に生活問題の解決が困難になるということである。この問題を先ず共同店の経営形態及びその
移行のパターンとの関連において分析してみる。共同店及びそれが立地している村落は、それ
ぞれ歴史的背景及び立地上の諸条件を異にしているので、各論的には、どの経営形態が機能的
であると言うことは一概に言えない問題である。しかし、一般論としては貧しきを憂えず、乏
しきを分ち合うという村落共同に対する共同店の機能からして、直接経営が望ましい経営形態
といえよう。
先ず、回帰移行型の直接経営の事例を取り上げて､共同店の統合機能という観点から､共同店
と村落の連関をみてみる。安部共同店、三原共同店がその典型的事例である。三原共同店は主
任の人選難が理由で、1956年から約2年間一時的に直接経営から個人請負制へ余儀なく移行し
た。共同店がほぼ独占的な存在であったので、請負制へ移行したらたちまち物価の昂騰を招い
た。そのために今まで殆んど競争相手でなかった個人店（1店）へ顧客が大量に流れた。その
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結果、共同店派と個人店派というかたちで、住民が二分される羽目になったので、共同店を直
接経営に再びもどしてその経営をたてなおし、その統合機能を通して村落の統合を確立しなけ
ればならなかった。安部共同店もほぼ同様な経験をした。次に、共同店の統合機能は高江の事
例にも顕著にみることができる。字高江は車、新川、牛道の三つの小字に分立しているが、そ
れぞれの小字に現在車共同店、高江共同店、牛道共同店が分立している。高江共同店の所在し
ている部落の中心地から車部落まで約2伽あるので、車部落には独立共同店か支店が必要で
ある。一方、牛道共同店は高江共同店から僅か数百米しか離れていないので、両者が張り合う
かたちで分立しているのは少なくとも経済的にはメリットがない。このように、小字意識を丸
出しにしたような三つの共同店の分立は、結果的に部落そのものの分立状態となっている。勿
論、両者の間には相互の規定関係があるので逆のことも言えろ。現在共同店の再統合の問題が
もちあがっているが、その再統合は部落そのものの機能的再統合の強化を目標としている。
更に、共同店の統合機能は既存の個人店と対抗しながら、下から盛り上がる住民の総意を具
現するかたちで共同店が設立されて行く過程によくあらわれていろ。若干の事例によって、と
りわけ共同店の設立初期にみられた村落統合的な機能を考察する。1951年頃、三原共同店が再
建された時、ほぼ時を同じくして区の行政に不満を持った8人の住民が私的な購買組合を結成
して部落共同店と対抗するような事態が発生した。そのことが引金となって部落の団結が強化
され、僅か2年足らずでこの任意の購買組合は淘太されるに至った。また、天仁屋の場合は終
戦直後の配給所から共同店の再建へと移行しないで、逆に個人店へと移行していった。当時部
落住民にとって唯一の生業は林産物の生産であった。薪を中心にした林産物は唯一の換金商品
であった。たまたま部落唯一の商店経営者が林産物の販売を一手にひきうけて、部落内市場を
独占してしまった。挙句の果てには、店に付けのある人の薪だけを差別的に買い上げるように
なった。そうすることによって、当の店主は現金なしに薪を買入れ、その上店の商品を売るこ
とができた。困り果てた住民は一致団結して共同店を設立し、結果的に個人店を淘太するに至
った。このように共同店の設立の背景と、その目的実現の過程は、正に苛酷な生活の闘いの歴
史である。このような生活闘争史は共同店が村落共同の中核であることを実証している。
3共同店の存在意義
村落における住民生活というのは、相互信頼と自発的な連帯感に支えられている。しかし、
このような村落共同的な連帯は部落住民の間に生活の安定・向上という共通の目的と基盤があ
ってこそ醸成されるものである。この主体的な連帯と一致協力を形成するのが共同店の包括的
な機能であり、そこに共同店の存在意義がある。村落統合のあらゆる機能的要件の中で、共同
店ほど多様な機能を包括的に営んでいるのは他にない。その意味で、共同店は単なる機能集団
ないし組織ではない。共同店と部落住民とのかかわりは極めて日常的、反復的、しかも直接的
である。共同店文化の中で生活している地域の主体者である住民は、それが生活様式であるだ
けにその存在意義を顕在的に意識するものではない。むしろ、それがルーティンになればなる
程、意識化されないものである｡例えば、日常的な電話の取りつぎなどはその典型である。共
共同店と村落共同体 149
同店の入口や壁に掲示されたキビ搬入の順番表や部落行事の広告、共同店に設置されたポスト
等々は、当事者の住民にとっては至極当り前のことであろう。また香翼料、奨学金、部落行事
及び諸団体行事への寄附は、日常的でないにしても、慣行としてみれば当然とうけとれよう。
しかし客観的にみて、共同店の地域住民に対する経済的機能、福祉的機能、文化的機能、情報
機能等の包括的な機能は、村落におけるその存在意義を裏付けている。換言すれば、あらゆる
苛酷な立地条件を主体的に克服し、生活闘争の歴史に貫かれた共働、共益、共存の重厚な伝統
文化を今日に伝えているところに、その存在意義がある。更に、現代の都市化と社会変動の趨
勢の中にあって、共同店は人間らしく生きるということはどういうことか、村落共同はいかに
あるべきか、農村の生活文化をいかにして主体的に守り継承していくか一そういう基本的な課
題を提起しているところに、その存在意義があるといえる。
V共同店と現代社会の趨勢
1共同店と社会変動
共同店と村落の関係は、社会変動の視角から考察する必要がある。すでに前章において示唆
したように、村落は外部社会から封鎖された静態的な小宇宙ではない。村落自体が変動の過程
で、そのなかから現在そこにみられるような村落構造や生活構造が生みだされたのである。そ
れにもまして村落における社会変動は、全体社会の複雑多様な変動の諸相にてらして把握され
なければならない。現代社会のはげしい変動の過程が、現代特有の社会構造や生活構造をうみ
だしたと理解するならば、当然論理的には、村落構造やそこにおける生活構造および生活問題
は、前者との関連において把握されなければならない。したがって、社会変動という視角から
共同店と村落の連関を考察する前提は、その対外的な規定要因としての社会変動そのものの諸
相を明らかにすることである。そのことは同時に、現代社会の諸相を明らかにすることでもあ
る。このような立場から現代社会の趨勢をみた場合、その変動の諸相は技術革新をてことした
産業の高度化と、その随伴現象としての官僚制化、都市化等によって特徴づけられる。これら
の変動の過程を統一的に把握するならば、そのなかから現代社会特有の構造的特質がうみださ
れていることがわかる。
次に、このような現代社会の複雑多様な社会変動は、それがさまざまな要因の複合的なから
みあいによって促進されていることを物語っている。つまり、社会を構成している新旧さまざ
まな要素は、それらの間に複雑な連関をもちながらも、それぞれ同一方向に、同一テンポで均
衡のとれた変化をしているわけではない。むしろ現実の社会変動は、諸要素のあいだに予盾・
対立・緊張・ずれといった複雑なからみあいが露呈する過程である。そのために、社会変動の
過程には無規範的な状態や不適応現象があらわれる傾向がある。このような社会変動と現代社
会の構造的特質の文脈において、村落は考察されなければならない。
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村落は、それ独自の構造原理をもちつつも社会に対して構造的に連関し、機能的に依存して
いろ。村落は、内に対してなかば閉ざされ、外に対してなかば開かれた体系であるので、そこ
における社会変動は、それがもっている対内的な諸要因と対外的な諸要因の複雑なからまり方
において把握しなければならない。地域変動の諸相は、社会変動の機能としての対外的要因に
よるインパクトとして必ずしも一義的に規定されるものではない。むしろそれは、対外的要因
の規定をうけながらも、地域変動の究極の担い手である地域住民の主体的条件と、村落が動員
可能な諸資源の機能によって規定されるところが大きいであろう。だとすると問題は、はげし
い社会変動・地域変動に対して、個々の村落に動員可能な資源があるかどうか、また地域住民
にはたして主体的条件がそなわっているかどうかということになる。勿論、個々の村落はあら
ゆる条件において相互に異なるので一概にいえないが、少なくとも共同店は村落が動員しうる
重要な資源であり、また共同店的な思考様式ないし共同店観は地域住民がもっている最も重要
な主体的条件の一つといえよう。この点に関してはくりかえし述べてきたとおりである。しか
し、一方視点をかえてみると村落における都市的生活様式の浸透、地域開発に伴う流動性、そ
の他の要因による解体的な地域変動は、地域住民が主体的に対応しきれないほどのさまざまな
インパクトをもたらしている。村落の伝統の解体、個性の喪失、連帯感のうすれ等は、その一
例といえる。そこで本章では、主として地域変動にともなうネガティブなインパクトに焦点を
あわせて、共同店をめぐる問題のありかを考察してみろ。
地域変動の要因は、社会的・文化的諸条件そのものに求めなければならない。都市との複雑
なからみあいからおこる農村の社会的・文化的諸条件の変化、とりわけ農業の停滞は農村の極
端な過疎化をもたらした（表2）、それは、農村における社会変動の結果であり、また随伴現
象である。農村の過疎化は、単に農村人口が大量に都市へ流出していったことを意味するもの
ではない。それは農村人口の極端な老齢化による構造的変化をも意味していろ。過疎化は人口
構造の変化にともなう、村落構造や生活構造の変化をも意味している。更に、過疎化は村落構
造の変化にともなう、農村における地域病理現象をも意味する。このように過疎化は、農村力食
直面しているあらゆる問題を象徴的に表現している包括的な概念といえる。しかし、過疎化が
農村にとっていくら問題であるからといっても、それは地域変動の結果であり、随伴現象であ
る。したがって要は、それを促進している地域変動の動因としての社会的・文化的諸条件を克
服しないかぎり、それを阻止することは期待できないであろう。
そこで、農村における社会変動の動因としての社会的・文化的諸条件を考察する必要があ
る。それには農村自体の対内的な押し出し要因と、それと規定関係にある都市の対外的な吸引
要因があるわけだが、その中から具体的な問題を若干とりあげてみることにする。調査地域の
農村では、農業問題とそれによって規定される生活問題、若者の就職・進学問題、子供の教育
問題、老人問題、地域開発問題、都市化問題等が重要な社会的、文化的条件であろう。もっぱ
らパイナップルと砂糖キビに依存した農業の展望は、必ずしも明るくなく、現実の農家所得は
低く、都市との大きな所得格差がみられろ。農家は食えない農業を補完するために、中高年か
ら老人にいたるまで近くの工事現場で働いたり、出稼ぎへ行ったりする人が少なくない。その
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背景には、現金収入の魅力もさることながら、農家の暮らしの問題がある。そのうえ、若者が
ほとんど離村してしまった今日、後継者なき農業をかろうじて支えている農家の現状にはきび
しいものがある。
農家の親が直面している暮らしの問題や苦労を幼い頃からつぶさに見てきている農村の若者
は、背のびするかのように学校の卒業を待ち望み、卒業と同時に就職や進学のために都市へ流
出していく。農村の青少年といえども、元々 都市化時代のおとしごである。彼等にとって生ま
れ育った農村とは、一種の苗床であって、成木が根を下す畠ではない。少なくとも彼等の意識
と行動にみるかぎり、彼等は農村に育った苗木であり、都市指j向型であり、外部指向型であ
る。勿論、農村の若者をとりまくこのような傾向の背後には、都市的な生活様式の浸透による
生活意識の個人化、その基底的条件として、家族制度の変化による親族意識の個人主義化、そ
れにともなう村落の封鎖性の崩壊等があろう。
最近、農村青年のUターンが社会的関心をあつめ、話題になっている。しかし、少なくとも
今回の調査地域に関するかぎり、農村青年のUターンには騒ぎたてられているほどの実態はな
い。学校卒業後、ただちに離村していく新学卒者の数を相殺するほどのUターンはない（表1
参照）。離村青年のUターンを論ずる場合に基本的なことは、彼等がいかなる理由で、いかな
る目的のために帰村し、結局どこに定住したかということである。とりわけ他府県に就職ない
し進学した農村青年のUターンの主なる理由として、就職先の倒産、失業、レイオフ、都会生
活への不適応等があげられる。つまり数の多少を問わなければ、現実にある農村青年のUター
ンは、彼等自体が目的をもった主体的なUターンではなく、都市の押し出し要因によるもので
ある。そのあらわれとして、ごく一部のUターン青年は例外として、彼等は自分のシマに帰村
して､そこに居住して､親子ともども農業に従事しているわけではない。元々 彼等は都会へ移動
する前、自分自身の生業として農業に従事する経験をしたわけではない。このことからしても
農村青年のUターンは地元における農業とは直接的に結びつかない。彼等のなかには、帰村し
て、車の運転手や労務者として付近の工事現場で働いている者が多い。そこで仕事にありつけ
ないものは、再び名護や中南部の都市地域に移動して、そこに定住しているのが実情である。
一方、若い女性のUターンは、一息いれたあと殆んど全面的に再び離村し、都市地域で結婚
し、そこに定住しているのが実情である。その結果、例えば部落の旧盆の踊りには、女子青年
が皆無に近いので、わずかばかりの女子高校生をかりだして急場をしのいでいる部落も少なく
（18）
ない。彼女たちにも将来農家の嫁になりたいという意識は殆んどみられない。このような状況
からして、今後とも農村青年の嫁飢餓の問題は容易には解決されないであろう。かりに、幸に
して農家のあととりに嫁のなりてが見つかったとしても、過疎地では結婚の機能としての子育
てや、子供の教育は困難な課題となろう。結婚初期にある若夫婦が皆無に近いだけに、今や新
生児の誕生はまれな出来事であり、部落あげてのおめでたい行事である。それに拍車をかけて
⑱調査地域における青少年の家族意識等に関する資料は、ほぼ時を同じくして実施された「家族調
査」によって得られた。
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いるのが核家族化の機能としての少産化であり、農村人口の自然減である。
こうしてみろと、それぞれ次元は異なるが、農村の過疎化に拍車をかけている要因は三つあ
ることがわかる。(1)人口の自然減、(2)新学卒者の離村、(3)宿り人的なUターン青年の落着き先
は都市地域であるということ。これらはいずれも若年者の離村というかたちで農村の過疎化を
ひきおこしている。農村青年にとって、農村が生活圏としての魅力をもち、農業が生業として
の展望をもたないかぎり、彼等の流出・再流出を阻止する効果的な方法はないであろう。何故
なら、社会変動の結果としての過疎化は、その動因としての社会的・文化的諸条件を解決しな
いかぎり、阻止できないからである。このように農村の過疎化は一方的に若者の離村というか
たちで進行しているので、そのうらはらとして、農村人口の老齢化による構造的変化も着実に
進行していろ（表4参照）。
若者が離村し、彼等につづく子供が少ないということは、老人が日常生活で不便を感じると
いうことだけではない。なるほど、老人にかわって買物のつかいを頼める孫がいないとか、部
落の集りでお茶の接待をする若者がいないので、老人自らセルフサービスしなければならない
ということは、多少不便かも知れない。しかし、村落の人口構造が変化して世代的不連続があ
るということは、老人にとっては生きがい喪失になりかねない根本的な問題である。とりわけ
保守的な家族意識をもっている農村老人は同居意識が強く、孫を相手に老後を楽しく過ごした
いという強い願望をもっている。現実には、それがかなえられていない老人特有のさびしさが
ある。だからといって、アノミックな都市地域へ出ていって、子供や孫と同居する程の適応能
力をもっているわけでもない。むしろ現実には、感情融合的で人格的な人間関係に欠ける都会
生活から逃避して帰村してくるUターン老人がみられるくらいである。
最後に、農村には以上のほかに固有の対内的な過疎化の原因がある。一部の部落を例外とし
て、どの部落でも櫛の歯がかけたような空屋敷が随所にみられる。先祖代々うけつがれてきた
家敷には、一種の宗教性を感じさせるほどの重みがある。屋敷は、他人に売ったり、借したり
することのできない最後の心のよりどころとなっている。その結果、いくら空屋敷があって
も、そこには他人の家がたたないしくみになっている。たとえ部落出身者であっても、屋敷の
確保ができないので名護方面から通勤している教員やサラリーマンもいる。このような屋敷の
もつ排他性は消極的な過疎化の原因となっている。このことと関連して、まさかの時にいつで
も帰村できるとっておきの屋敷があるということは、逆に言うと、それだけ離村しやすい動機
づけになっている。それも過疎化の遠因といえよう。
さて共同店のあり方は、村落構造によって一義的に規定されるという立場から、これまで社
会変動の結果としての過疎化をめぐる問題を若干とりあげてきた。農村の過疎化は端的に言う
と、若者や中壮年が子供と共に離村し、一方老人がシマにへばりつくかたちで進行しているこ
とがわかった。そこで次に、人口が極端に老齢化した過疎地において共同店はいかなる機能を
はたし、いかなる問題をかかえているかということについて考察する必要がある。共同店の経
済的機能は、その受け皿としての村落が過疎化すればするほど、その重要性が増してくること
が一般に考えられる。とりわけ農村人口の老齢化というかたちで過疎化がすすめば、その重要
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度は高まってこよう。機動力のない老人は、共同店で日常の生活物資を確保する以外に生活の
方法はないのである。更に共同店は、老人をはじめ住民にたいして電話、電報の取りつぎや数
々の福祉的な機能をはたしている。シマの老人が他出して行った子供や孫とコミュニケートで
きる唯一の手段は共同店の電話である。そういう意味で、共同店は老人にとってどうでもよい
存在ではない。
しかし一方、共同店の住民に対する機能は、その経営のあり方に依存している。老人を主体
にした住民の購買力は、共同店の経営形態およびその内容に直接影響を与えずにはおかない。
老人は単に購買力が低いというだけでなく、商品に対する嗜好もごく限られていろ。そういう
意味で、経営の立場からしたら、老人は必ずしも良い顧客とはいえない。そこで特に伊部、
車、押川、饒波等の極小部落では、その低い購買力のために、共同店の経営が業として成立せ
ず、請負のなり手さえなかなか見つからない有様である。これら部落の共同店は経営的には行
き詰った、いわば行き詰り共同店で、名目的には個人請負制になっているが、村落の立地条件
からしてつぶすわけにはいかない一種の福祉売店のようなものである。これら極小部落の例に
かぎらず、一般に共同店は、社会変動の影響をうけて、さまざまな問題をかかえている。次に
共同店をめぐる具体的な問題を地域開発との関連において考察する。
2共同店と地域開発
現在調査地域全域にわたって大規模な公共土木工事が進行している。具体的には、すでに完
成した福地ダムをはじめ、新川ダム、安波ダムの建設、国道58号線をはじめ、主要幹線道路の
大規模な改良工事、楚洲の畜産団地の建設、辺土名、宜名真、安田の各港の建設、その他随所
にみられる農業の基盤整備、土地改良事業等がその主なるものである。北部農村の地図をかき
かえんばかりに行なわれているこれら一連の大型公共工事は、それをとりまく部落とその共同
店にさまざまな影響を与えずにはおかない。
まず第1に、多数の工事関係者が部落あるいは、その近くの飯場に入りこんできている事実
の与える積極的な影響がある。例えば、安田には150人、安波には200～300人といった大量の
工事関係者が部落外から入りこんで部落の旅館、民宿を満杯状態にし、また工事関係者相手に
にわかにできた食堂をにぎわわせている。彼等は共同店にとっても魅力ある顧客で、彼等の利
用によって共同店の売り上げは飛躍的に伸びてきている。例えば、安田、安波等の共同店では
彼等の利用によって月額数百万円の売り上げの伸びをみせているし、辺戸共同店においてさえ
彼等に対する売り上げは、月額100万円をこえている。
第2に、多数の部落民が長期間にわたって、工事現場で働いていろ。本来ならばこのような
隔絶した部落の生業といえばサトウキビかパイナップルー辺倒の農業にかぎられてくるわけだ
が、これら一連の工事は地元の農家に現金収入を得る雇用の機会を与えていろ。現金収入によ
る生活は、いきおい生活水準を高め、消費を助長するので、共同店にとっては部落住民自体が
従来にもましてベターな顧客となっている。更に、工事のために、一部の若者のUターンが現
実にあるということも無視できない。
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たとえ彼等が地域の農業によるシマおこしのために帰村したのでないにしても、現実に彼等
が親と同居していろということは、変わりつつある家庭や、部落の事情を知る機会が与えられ
ていろということである。また彼等は再び共同店の顧客になったというだけでなく、共同店の
変わった面と変わらない面を肌で感じとる機会が与えられているということである。
第3に、これら一連の公共工事は、共同店およびその部落に経済的なメリットをもたらして
いるのと同時に、さまざまなデメリットをもたらしていろ。まず、地域産業、つまり農漁業の
停滞がある。農家が長期間にわたって工事現場で働くということは、単に通勤型の兼業農家が
ふえているということではない。労務を主体にし、農業を二義的に考えているタイプの兼業農
家がふえているということである。たとえ粗放に栽培されているサトウキビといえども、その
収穫が家族労働に依存できない現状では、村落の伝統的な共働労働であるユイに依存せざるを
得ない。そのユイの精神は村落共同であって、金銭によって補完できないところにその意義が
ある。反面、自分の目の前に現金収入の機会があるということは、現実問題として農家にとっ
ては大きな誘惑である。そこで、金銭でもって自分の義務であるユイによる共働を代替ないし
補完してもらおうという打算的な考えもでてくることになる。場合によっては、キビ作りをし
ているが故に、ユイにしばられ、せっかくの出稼ぎができなくなるので、キビをみすてろとい
うかたちで一種の合理化を図ろ人もでてくる。村落ではたまにこのような事例がみられるし、
また潜在的には常にこのような解体的な要因があると考えるべきである。
これに、拍車をかけているのが部落外から入りこんできた多数の工事関係者である。彼等自
体が単に都市的生活様式の体現者であるというだけではない。工事現場における単身者として
の身軽さと「旅の恥はかきすて」的な規範意識からして、彼等の生活行動は、村落における子
どものしつけや教育の問題をはじめ、村落の連帯にも影響を与えかねない。つまり、よそ者の
金銭的なものの考え方（物質主義）や消費中心主義の生活行動は、マスメディアの形成する準
環境の中で潜在的にはすでに肥大化している農村住民の願望をかきたて、彼等自体が都市的な
生活様式に押し流されかねない。そうなると、ユイは単なる共働ではなく、共同の精神である
という基本的な構造原理のうえに成り立っている村落は、そのよって立つ統一原理を失いかね
ないであろう。このような村落構造の象徴として、そのうえに成り立っている共同店も、当然
売り上げの伸び率という指標だけを得意がっているわけにないかないことになる。とりわけ、
今進行中の工事が無期限でないかぎり、工事完了と共に、共同店の経営実績は大幅に落込むこ
とは十分予見できることである。その事態に備えて、共同店がいかなる対策を講ずろかは、今
後の共同店の大きな課題である。同時に、同じような理屈でいえることは、いったん現金収入
の魅力を味わい、都市的な生活様式に馴れた住民が、その経済的な根拠を失った時に出てくる
新しい事態に、どのようにして再適応していくかは、共同店のあり方に関連して重要な問題と
いえよう。
更に、共同店のあり方は近代的に整備された幹線道路の位置の移動と、その機能との関連に
おいて考察されなければならない。前述したように、北部農村を縦貫する幹線道路は、単に拡
幅、舗装というかたちで整備されたのではない。むしろ特徴的なことは、従来部落の中心部を
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通っていた旧幹線道路に代って、海岸沿いに新道路ができたということである。その結果、あ
る部落は新幹線道路から遠く切り離された車時代の陸の孤島となり（例えば塩屋湾岸沿いの部
落）、ある部落は新幹線道路に背を向けて、立地するようになった。部落内における共同店の
位置を含めて考えろと、幹線道路の位置の変更は、極めて重要な立地条件である（表5）。
何故なら、幹線道路と部落・共同店との位置及び距離は単なる物理的な距離でなく、心理的な
遠隔性を含む機能的な空間距離だからである。2，3の具体的な事例によって考察する。大宜
味村の津波、大川、根路銘、大宜味、大兼久の各共同店は、部落の中を通る旧幹線道路に面し
て建っていた。ところが、新幹線道路が海岸沿いにできたために部落自体がそれに背を向けて
立地し、必然的に共同店は新幹線道路から遠くへだたるようになった。その結果、通行客によ
る共同店の利用はほとんどとだえてしまった。東村の事例でみると、部落をさけて海岸沿いに
通っている新幹線道路の開通によって、平良共同店は村役場の所在地にもかかわらず、近隣部
落住民や通行客の利用が大幅に落込み、反面、道路に面している川田共同店、宮城共同店は通
行客による利用を大幅に伸している。
更に、共同店と道路機能との関係を多面的に考察してみると、さまざまな問題点が浮び上っ
てくる。第’に、幹線道路の整備は、多くの通行人を引きつけるので、印象的には共同店も通
行客もふえることが予想されるが、現実には多くの部落及びその共同店が単なる通過点になっ
ていろ。一般的には、観光地に近い部落などはその典型である。第2に、新幹線道路にそって
個人店が進出する「合法的」な口実が出てきた。従来、殆んどの共同店が旧道路に面して、部
落の中心部に立地していた。1部落・1共同店という村落共同の精神とその反映としての共同
店観は、個人店の進出を阻止する立地条件と合法的な根拠をもっていた。ところが、新幹線道
路に面して進出した個人店は通行客相手の営業という大義名分で出発するものの、結果的に、
血縁・地縁の網をたぐりよせて、売り上げをのばそうとしている。そのために、共同店と経営
上、競合する結果になっている。そのよい事例が、津波、大兼久、平良、浜の各部落にみられ
る。第3に、道路の整備は外部から人を引きつける以上に、部落住民の日常的な外部への流出
を容易にしていろ。これは道路の整備にともなうモータリゼーションの機能といえよう。例え
ば、大宜味の住民が、辺土名や名護スーパーで買物をすること等はその典型である。つまり、
遠方まで出かける時間距離が大幅に短縮されたということは、それだけ外へ向けての心理的、
社会的距離が短縮されたということであり、反面、部落内にある共同店までの心理的・社会的
距離はそれだけへだたったということである。これはたんに日常的な買物行動にかぎらず、日
常的な通勤パターンにもみられることである。例えば、北部農村の人が名護方面に通勤し、北
部農村地域の学校の先生やその他の事業所のサラリーマンが名護方面から通勤しているのはそ
の典型といえよう。そして今や農村人口は、昼間人口と夜間人口に分けて考える必要さえ出て
きている。このように通勤型が相互にふえるということは、共同店をめぐる物の流れも相互的
であるということにはならない。例えば、名護方面に居住して、農村の学校に通勤している教
員が勤務先の部落共同店で買物をして帰宅するということは、一般にはあり得ないが、逆のこ
とは、普通にありうることである。何もサラリーマンにかぎらず、一般にモータリゼーション
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の機能は共同店をめぐる人の流れに影響を与えていろ。それに拍車をかけているのが農村にお
ける都市化現象である。
3共同店と農村における都市化
農村における都市化とは、農村地域に都市特有の生活様式が浸透していって、そこにおける
伝統的な生活様式が崩壊していく過程である。高密度社会における都市は政治・経済・文化の
中心として、農村をその系列化に組み込み、そのインパクトを農村生活のあらゆる局面に浸透
させ、そこにある旧来の社会関係や価値体系を弛緩・解体させている。調査地域における幹線
道路の整備は、交通、通信の発達を助長し、それによって農村と都市の空間的距離が著しく接
近し、ひいては都市一農村の一帯化さえみられるようになった。調査地域の農村においても雇
用関係と交換関係が一般化し、居住と職場の分離、あるいは生産と消費の分離が進行するにつ
れて、現実には、都市との経済的格差が拡大しているのとはうらはらに、両者の地域差からく
る相互の断絶感は稀薄化してきていろ。更に、マスメディアの普及や都会からの帰村者が個人
的にもち帰る都会的な生活様式に関する情報は、少なくとも意識次元における都市一農村の一
体化を促進している。
しかし、肝心なことは、生活の多元化にともなうこの一体化の過程は、農村がそれ独自の
主体性をもちつつ、都市との対等な力関係において促進されるものではないということであ
る。むしろ現実には、農村に対して圧倒的優位を保っている都市が村落構造のあり方を規定
し、その外的なインパクトを農村生活のあらゆる領域に浸透させていく過程である。その意味
において都市化は都市文化による農村の画一化であり、農村の主体性と個性の喪失の過程とい
える。つまり都市的な生活様式というのは、一言でいうと生活の高度化ないし合理化である。
物質文化中心主義の都市的な生活様式の浸透にともなって、生活行動は個人化し、人間関係は
形式化し、人間性は稀薄化lﾉてくる。都市化は人格的な社会関係と強固な情緒的結合に支えら
れてきた伝統的な村落構造と生活様式を非合法化して、能率化社会の行動と価値観を押しつけ
るようなものである。このような農村における都市化の趨勢の中で、村落構造が変ぼうしてき
ていることは、共同店との関連において極めて重要である。そもそも共同店は村落を生活圏と
する地域住民が、共通の絆によって結ばれた共同社会感情のうえに成り立っているものであ
る。生活空間の拡大と生活の多元化によってもたらされるゆるやかな構造関連は、共同店のよ
ってたつ村落共同的な基盤をゆるがすものである。そのことは、それだけ地域住民に対する共
同店の機能的な多様化が要求されると同時に、それのかかえる課題の困難さを示唆するもので
ある。それでは次に本研究をしめくくるにあたって、共同店のかかえるさまざまな課題につい
て考察することにする。
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Ⅵ共同店の事例研究
1安田共同店（安田協同組合）
1村落の立地上の特性
字安田には安田・伊部の2つの部落があり、両部落とも沖縄本島北部国頭村の東海岸沿いの
狭い沖積低地に立地し、伊部部落の北には楚洲の部落、安田部落の南には安波の部落が位置し
ている。沖縄本島北部の東海岸は段丘崖が海にせまっているため、西海岸に比べ交通の便は著
しく悪く、集落の立地上の条件には恵まれていない。安田部落から村の中心辺土名部落までは
東海岸沿いに奥・辺戸を経由して27伽の距離があり、その間の道路および南の東村・旧久志村
に通じる道路の大部分は目下整備中の状態で、交通は不便である。おそらく、安波・安田・楚
洲などは隔絶地域と呼ぶにふさわしい村落である。
字安田は現在（1978年10月31日）、世帯数97、人口328人で、国頭村では中規模の大きさで
ある。このうち、伊部部落は僅かに世帯数7，人口26人の極小部落である。復帰前の1971年
10月と比較してみると、世帯数は90で7世帯増、人口は379人で51人減である。人口で見るか
ぎり、この7年間に16％の減少である。それでも国頭村の中では、人口減少率は小さい方であ
る。
安田部落は村落のまとまっていろ、いわゆる塊村型を呈しており、部落民の生業は農業が主
であるが、漁業組合に22名加入していることや、最近の大型道路工事や安田漁港の仕事に従事
していることもみのがせない。安田部落には、公共施設としては、診療所・小学校・中学校・
（19）
公民館・共同店、他に旅館（1968年設立）・民宿（1978年）が1つずつ、食堂（1976年設立と
1978年設立）が2軒ある。
2安田共同店の歴史
共同店設立以前
安田共同店は奥共同店より10年遅れ、1916年（大正5）に設立された。共同店設立以前の様
（20）
子については、宮城定盛の「国頭村安田の風土誌」に詳述してあるので、引用してみよう。
「……明治の20年頃から利にさとい与那原の4，5人の人が移住。あきないの門戸をきり開い
た。当時の生産物といえば林産物（用材、山原竹、薪）等が主で海人草、貝殻等がそれに続い
ていた。明治30年頃には字民からも小店を出す者が出て、その数12，3軒になり表面にぎわい
を呈したものだ。林産物は当初与那原に出されたが、字民からも山原船を持つものが出たりし
卿規約上の正式名称は安田協同組合となっているが、通常は共同店と呼ばれる。
側宮城定盛：国頭村安田の風土誌(1972)
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て、糸満・那覇中南部各地に販路は開拓されていった。字民はこの小店の組合員みたいなもの
で、離合集散常なしと云った所。模合地獄ともからんで大方の人々は赤貧洗うが如しという有
様であった。明治40年頃には4．5人の有力者が出資して私設の共同店が生れ、数年後には又
7．8人の有力者が集って組合店という名の店が生れた。字一円の共同店とは何のかかわりも
ないが、共同店のさそい水になった面があったとは云えると思う………」。
共同店設立時代
小さな部落の中に数多くの小店、私設の共同店、組合店の同時的存在は必然的に血縁・地縁
を媒介とする限られた顧客の奪い合いを引き起すに至った。その結果、部落民同志が利害を異
にし感情的不和がつのり、ひいては村落の共同を阻害するようになった。字を憂う人々にとっ
て共同店の必要性を痛感するのは当然の帰結といえる。明治の末期から大正の初期にかけての
この時期には、奥部落に共同店がすでに創設されていたことも刺激となったのであろう。ま
ず、酒の一手販売から出発し、1916年安田共同店の創立にいたった。創立にあたって、奥共同
店を調査し参考にした。資本金は人口株により、初代主任には古堅宗道があたった。このよう
に部落民全員が一致団結し、主体的に自分たちの生活問題を解決しようという立場から共同店
が設立されたので、与那原方面からきた外来者は必然的に淘太されて押し出されていった。
共同店の分裂時代
1924年頃、国頭村を2分した、いわゆる「白・黒闘争」が勃発して、安田もその政争の中に
巻きこまれていった。本来、共同店という共通の目的のために、個々の利害を乗り越えて、結
集していった部落住民が、再びこの事件を契機として互いに感情的に対立し、中傷誹誇しあう
ようになった。そして、遂に共同店分裂にいたった。さらに一方が再分裂をきたして、1929年
に3つの店になった。
共同店の統一
共同店力§分裂していることは、字にとっては大変不幸なことであり、なんとか統合しようと
いう機運がおこり、1933年4月共同店は統一された。統一後は共同店は順調な歩みを続けてい
たようである。しかし満州事変から支那事変、そして第2次大戦の末期の沖縄戦で、共同店は
全て完全に灰儘に帰してしまった。
ここで、戦前の共同店の様子について若干ふれておこう。まず、事業内容として購買活動と
並んで活発な販売活動も行なっていた。大部分の商品は与那原から入ってきた。しかし、タバ
コは辺土名へ仕入れにいったようである。その他、精米、運送、切手、ハガキの販売等も行な
っていた。販売はおもに建築資材・林産物を首里・那覇へ出していた。共同店は主任（任期2
年）と店員2人（1番々頭、2番々頭）で男がその任にあたっており、朝は未明から晩は10時
～11時ごろまで店を開き、休日はなく、かなり厳しい労働条件であったと思われる。掛け売り
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は規約上、上限を決めて一応認めていたが、現実には必ずしも守られなくて、掛け売りが累積
して経営を圧迫する重要な一要因となっていた。
戦後の配給所時代と共同店の再出発
終戦後、人々 の生活物資は配給によって与えられていたが、1947年共同店再建の部落常会が
もたれ、再建の決議がなされた。これは、国頭村では一番早く再発足したものである。宮城定
盛はその著書の中で「……共同店再建の決議はなされたものの管理購売の方途も見出せないま
まの発足だったので、名称は暫定的に一応安田事業部と呼ぶ事にした。一かけらの品物もない
事業部は全くの暗中模索、個人宅を転々 としながら泡盛一升が売品だったりした有様。先立つ
ものは金だが集めようにも金がない。当時の群島政府から堤防工事や堆肥原料等の助成金がき
たので、可動者の同意を求めて事業部の資金に廻したりした。子豚を購入して個人に依託、母
豚に仕立てあげたり、その他色々の資金ぐりがなされた。戦前共同店の経験を持つものの草分
の一種、全くいばらの道であった。あれこれする中に沖縄の復興は本格的になり、用材類がと
ぶように中南部に売れていった。日用品も出廻るようになり事業部は予期以上の成果をあげて
伸びていった……」。
事業部として再出発した安田の共同店は、その後、安田協同組合と改称した。これは安田の
諸事業、福祉、すなわち安田の心を寄せ集めようという法的制約をうけない自然の協同体を意
識しての呼び名であったようである。
物資運搬のため、1952年に安田丸を購入、建築資材・林産物・竹を運搬、寄港先は安田一与
那原一馬天一糸満一那覇である。しかし、安田丸も1956年に売却、これにとって変わったの
が、トラックであり、1957年にトラックの運行開始、1960年に辺土名まで客車の運行が開始さ
れた。電気事業は軍の払いさげ発電機によって、安田部落は1956年から、伊部部落は1965年か
ら、それぞれ開始され、1968年に電気事業が村営になるまで続けられた。
なお、1962年に伊部に支店を開店した。僅か現在7世帯26人の極小部落であるが、安田まで
も悪路の山道であり、部落の人達にとって売店は不可欠のものである。
3安田共同店の組織と機能
安田共同店の組織
戦前の共同店が戦争により灰儘に帰したあと、戦後安田事業部として出発した安田協同組合
は群島政府からの助成金を事業部の資金にまわしたり、その他の資金ぐりによって出発したこ
とは前述したとおりで、金券による出資はまったくなかった。組合加入は字安田に現住所を有
するもので、1人1口、加入金は500円である。組合員は正組合員と準組合員に分けられ、正
組合員は20才以上にして字安田に現住所を有する者とし、準組合員は正組合員以外としてい
る。このように現在、字民全部が組合員であるほか、他出旧部落民が準組合員の資格で依然と
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して、一定の権利・義務を認められ、一定の利益の配当を受けていることは他部落と異にする
ところである。
つぎに、安田共同店の経営は字の直接経営であり、経営主体は理事会であり、理事会は組合
長と安田区長が含まれろ。組合長1名は正組合員による総会において、単記無記名投票によっ
て選出され、一方組合長と安田区長を除く若干名の理事は連記無記名の投票によって選出され
ろ。現在理事は5人である。組合長の任期は2年、職員（店員）は4人で、そのうち1人は伊
部支所勤務である。組合長（売店主任）および職員（店員）の待遇および勤務条件は比較的恵
まれており、ボーナス・退職金のほか社会保険も完備していろ。営業時間も夏・冬とも朝7
時30分から晩7時30分で、月曜日が休日となっている。他部落の共同店と比較して閉店時間が
早くなっている。これは経営の合理化に基づくもので、経営の合理化ができるということは、
安田部落の隔絶性および競合する個人店がないことから説明されよう。それと同時に部落住民
の一致協力があることを物語っている。伊部支店は僅か7世帯26人の極小部落にあり、朝1堆
間夕1時間営業（月曜日は休店）するだけであるが、安田から悪路をかなり隔っていることか
ら、月2万円の経営赤字を出しながらも営業しているところに共同店としての存在意義がうか
がえよう。
安田共同店の機能
（'）地域住民に対する機能
共同店の重要な機能の第1はその出発からして経済的機能である。すなわち、組合員の事業
又は生活に必要な物資の供給、あるいは販売活動である。安田共同店においても当然同じこと
で、部落住民も「みせ」あるいは「売店」と呼んでいる所以がここにある。安田共同店におい
て、現在の購買品目は食料品として、米・野菜・果実・菓子・パン・トウフ・冷凍食品・茶、
肌着や作業着程度の衣類、はきもの、酒として泡盛・ビール・洋酒、調味料・清涼飲料・農耕
用品として肥料・クワのような農具、種もの、飼料、石油、ガス、金物、荒物、ガラス器、陶
磁器、電気製品として螢光灯・電球・懐中電灯、その他のつり具、化粧品・医薬品・文具・煙
草・仏具・線香・建築資材として木材・トタン・ベニヤ・ブロックといったように多種多様で
ある。また、お祝がある時など、もちの注文を受けることもある。売店にない品物については
客の要望に応じて仕入れることがある。特に、最近はテレビのコマーシャルをみて共同店に品
物を注文するケースもある。プロパンガスの依託販売や地元で生産するみかんや野菜、あるい
は4～5年前まで地元の人がやっていたトウフなどは共同店で買いあげたり、依託販売をした
りする。20年前からはじめた貸屋4軒の経営も安田共同店だけがもつユニークなものである。
また郵便局のない安田では切手・ハガキの売りさばきや電報の扱いなどを共同店が委託されて
おこなっていろ。安田部落では個人店はなく、競合ということはありえないが、最近の道路整
備、自家用車の普及により時間距離を短縮した結果、辺土名をはじめ都市地区へ日常出かける
機会が多くなるにつれ、商品価格や生活情報を持ち帰るようになる。そのことは、安田共同店
が隔絶性を盾にした独占的価格を推持することは最早出来なくなってきていることを示してい
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る。幸にして、現組合長は経営合理化につとめ薄利多売による廉価な商品を供給している。
つぎに、福祉的機能についてみてみよう。前述した経済的機能に付随する経済外的機能は、
広義には福祉的機能になる。ここでは、本来の福祉的機能について概観する。まず電話の機能
である。現在、字安田で電話台数は5台（安田共同店・伊部支所・学校・個人2台）しかな
く、安田共同店における電話の役割は重要である。とくに、部落外から部落民にかかる電話は
多く、そのつどマイクによって呼び出しをしている。工事関係もあって、多いときには1日数
十回もあるという。つぎに共同バスの運行がある。共同バスの運行は安田の他は安波でおこな
っている。自家用車が増えてきているものの、自家用車を持たないだけでなく、路線バス運行
のない安田・安波の人々にとって、共同バスは唯一の足である。安田では、安田（8．00出発
ただし月曜日は7．30）から辺土名（帰りは4．00）まで1日1往復している。村からの補助
があり、共同店としては独立採算している。また、時には部落の諸団体や個人でも、結婚式で
名護あたりへ出かけるときに、バスを貸し切ることがあり、部落民にとって重要な足となって
いる。また、育英事業として奨学金（高校生徒5000円、大学生10,000円）の給付、さらに病気
見舞（1週間～10日は2000円、1ヶ月3000～4000円）、香典(2000円）、出生祝金(1500円）
の支出も本来の福祉的機能である。その他、安田共同店は緊急時における金銭の一時的立て替
えとか、週末に落札した模合金の一時的保管をすることがある。これは銀行、郵便局、農協支
所もない安田では、まさかの時の拠り所と信頼が共同店にあることを表わす証左であろう。最
後に、安田共同店の情報的機能についてみよう。安田共同店では多種類の商品を取り扱ってい
る。これらの商品の多くは、部落外の卸売業者によって搬入されたものであり、多種多量の商
品は都市のスーパーや商店で並ぶ商品と変わらず、住民はそれらの商品に接することによっ
て、商品に関する情報をたえずキャッチしている。非常に隔絶され、競合する個人店もない安
田共同店が、都市的情報をじかに提供する唯一の場所であろう。部落民のなかには、テレビの
コマーシャルを見て、それらの商品を共同店に求めに来る例も多い。また、共同店は買いもの
をするために、自ずと住民の集まる場所でもあり、そこは、日常の様々な会話が交わされる情
報交換の場でもある。そのこともあって、他出している住民の中には部落の様々な情報確認の
ために共同店へ電話をかけてくる例も少なくない。
（2）部落内諸団体に対する機能
安田共同店はまた部落内の諸団体に対しても機能する。これは、PTA・敬老会・学童のス
ポーツ遠征の費用等の補助がおもなものである。
（3）部落外住民に対する機能
近隣部落住民との関係で注目してよいことは、共同バスの運行の相互援助であろう。安田共
同店は共同バスを持っているが、共同バスは定期の運行の他に、部落の諸団体や、個人が結婚
式等で名護へ行くという場合にも借りることができる。その時定期バスの運行を、隣りの安波
に頼む場合があり､同じようなことは安波と安田についてもみられる。
また、他出旧部落民に対する機能として、一般的には権利義務は消滅する。しかし安田共同
店は、他出旧部落民が準組合員の資格で依然として一定の権利義務を認められ、一定の利益の
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配当を受けていることは他部落と異にするところである。
次に、共同店の電話の機能がある。電話がかなり普及されたといっても、現在安田に5台し
かなく非常に限られており、共同売店の電話は大きな意味をもつ。すなわち、中南部をはじめ
他府県へ転出している子供や孫、あるいはその他の親族や友人から過疎地の老親にかかってく
る電話や、部落の知り会いの人にかかってくる電話の取りつぎは、部落外住民に対する重要な
機能の1つであろう。
さらに、部落外住民として、通行人、旅行者、工事人夫等に対する機能を考える。前述して
いるように、安田部落は幹線道路から外れているため、通行人、旅行者は少ない。ただ、近年
における大型公共工事による工事関係者の入りこみは多い。安田部落では150人の外部からの
人夫が入っており、これらに対する商品の販売、電話のとりつぎ等の機能が大きい。
4安田共同店の課題と展望
安田共同店のかかえている課題として、第1に挙げられることは、部落の高い隔絶性からく
る共同店経営の問題、第2に現在おこなわれている大型公共工事にかかわる諸問題、第3に今
後の部落の展望であろう。まず第1について考えてみる。前述したように、安田部落は安波・
楚洲と同様に陸の孤島ともいうべき非常に隔絶された部落であり、安波・楚洲のように幹線道
路に面していないだけ、さらに隔絶度は高いといえる。このような隔絶度が高いことから起因
して、安田部落の共同体意識は非常に強い。安田共同店の経営にとっての有利性は、この強い
共同体意識を背景にして、他部落とりわけ国頭村の中心地辺土名、北部の商業中心地名護とは
非常に距離的に離れていることも相まって、必然的に共同店に依存せざるをえないことであ
る。もちろん、現在の安田共同店に住民の意志を結集させたのは、自然的な隔絶性からのみ論
ぜられるものではなく、長い間の数々の困難な歴史を経ていることは申すまでもない。さら
に、安田の場合は、競合する個人雑貨店がないこと、国頭村のなかでは中規模程度の人口をも
っていることも、経営上の有利性につながっていることは否定できない。反面、安田部落のみ
ならず、調査地域全域についても同じことがいえるが、人口の減少と人口の老齢化の問題があ
る。次に、現在は工事関係に携わる人達の利用も多く、経営は順調に延びているが、問題は工
事終了後の経営の落ち込みであろう。また、競合商店もなく辺土名・名護までは遠いという経
営上の有利性は逆に、経営の独占化をはかっていることであり、部落の行政指導経営の主体が
しっかりしないと、住民は高い商品を買わされる懸念もある。共同バスの運行は辺土名あたり
の情報をつねに持ちこむ役目もはたしているからである。
第2に、大型公共工事にかかわる諸問題である。現在、安田を取りまいておこなわれている
大型公共工事は、与那・安田横断線の道路改良工事・畜産団地の建設・安田漁港の建設等であ
り、現在安田には約150名の工事関係者が部落外から入りこんで、部落の旅館・民宿、さらに
はキャンプに投宿していることである。また、部落住民のなかにも、工事に従事している人も
少なくない。このことは、部落に食堂や民宿ができたり、また共同店にとっては売り上げを伸
ばすなど、部落・共同店に大きな影響を与えるが、住民にとっては、期間が限られているもの
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の、長期にわたる雇用の機会を得て現金収入を得るようになったことである。現金収入を得る
ことから、都市的生活の願望を僅かながら満たす反面、伝統的な質素倹約・ユイから金銭的解
決による思考に陥りやすい。共同店にとっても、住民にとっても、工事の終了後の対処にかか
っているといえる。なぜならば、共同店にとって、売り上げの減少は免れないであろうし、住
民にとっては一度引き上げた生活感覚は元へ戻すのに容易ではないからである。
第3に、前述したことと係わるが、安田部落の今後の展望である。部落あっての共同店であ
る。現在、部落住民の生業は漁業や工事関係に従事している人もいるが、サトウキビ栽培を主
体とした零細な農業が主である。今後、農林業・漁業に活路を見いだして、住民とりわけ若者
の定着を計っていくことが、安田部落に課せられている課題であろう。
（21）
2辺土名共同店
1共同店の立地・村落立地
共同店の立地上の特性は、そのよって立つ村落立地によって一義的に規定されるので、先ず
辺土名部落自体の立地を把握する必要がある。明治のむかしから国頭村の政治、経済、文化、
交通の中心地である辺土名は、元々西平、兼久、上島の三つの小字からなる村唯一の複合隣接
型の大部落である。伝統的に交通の要所であったといっても、北部全域が陸上交通の手段を全
く持ちあわせてなく、山原船等による不安定な海上交通にもっぱら依存する以外に、南下の現
実的な方法がなかった昭和初期までは、相対的な程度の差はあっても、辺土名も近隣部落と同
様にいわば陸の孤島であった。辺土名を起点として国頭宿を徒歩で泊り歩いても、那覇まで片
道3日の道程であった当時としては、大の男にしても僅かばかりの身の廻りの所持品の携帯が
関の山で、那覇から辺土名へ人力で生活物資を運搬することは不可能であったbそのために、
まとまった生活物資とそれを獲得するに必要な林産物の運搬は山原船にたよらざるを得なかっ
た。陸路であれ海路であれいずれにしても、辺土名以北の住民は普通交通の要所としての辺土
名を通過しなければならなかった。その意味で、辺土名はむかしから南下及び北上する人と物
と情報が合流する場所で、その媒介の接点をなしていたものの一つが共同店であった。
ひるがえって現在の辺土名部落の立地条件をみてみろと、それが国頭村におけるすべての中
心地であるという伝統的な特性を依然として兼ね備えていることが明らかである。国道58号線
によって二分されるかたちで東西南北に広がっている辺土名は、西平を中心に南西に兼久、南
東に上島を抱きかかえるように立地している。共同店は村役場の近くにあり、諸公共施設が集
中している西平を南北にはしる辺土名大通り（国道58号線）に面して立地している。共同店が
幹線道路に沿って、しかも部落の中心地に建っているということは、後述する共同店の機能と
の関連において極めて重要な立地上の特性といえる。
次に、過去数年間の人口動態をみてみろと、辺土名部落の人口規模は横這いか、漸増の傾向
伽辺土名共同店に関する歴史的資料は故宮城親輝氏の「辺土名協同店史」（19句に負う所が大きい。
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がある（表’参照）。勿論、辺土名を含む国頭村全体が典型的な過疎村であることは言うまで
もない。その中にあって、挙家離村の傾向はもはや見られなくなったといえども、農村におけ
る人口の自然増は着実に低下の一途をたどっている。その上、中学、高校の新学卒者は殆んど
例外なく進学、就職等の理由で卒業と同時に離村していろ。このような情況の下で、辺土名の
人口動態が過去10年近くも横這いか、とりわけ最近は漸増傾向にあるということは、部落人口
の自然減及び社会減をうわまわる近隣部落からの若者や中年を主体にした単身または挙家転入
があることを意味している（表3参照）。最近の転入者の中には、所謂Uターン組の若者や近
隣部落のJターン組の若者も含まれているが、これらは転入者の主体ではない。
このような転入者の着実な増加は、核家族意識の浸透に伴う別居指向とあいまって、辺土名
が行政的に対応しきれない程の住宅難を招く傾向がでてきている。そのために最近民間の貸ア
パートや貸家も徐々に増えてきたし、また村営アパートも建つようになった。しかし、元来持
ち家指向の強い農村のこととて、転入者の増加と若者の別居の傾向は現実に宅地難をもたらし
ている。そのために字は農業委員会に働きかけて農地の転用を促進し、問題の解決に努力して
いる。
次に、辺土名に立地している事業所、商店、公共施設を順に列記する(数字は件数を示す)。
（')事業所
銀行1，建設会社2，重機会社2、電気・水道工事社2、ブロックエ場1，建材2，木
工・製材2，ホテル2，旅館2，民宿1、映画館1、個人タクシー2，自動車整備工
場3，洋裁店2、写真館2、美粧院4，理髪店4
(2)商店
スーパー1、食糧．雑貨15、精肉・鮮魚15、豆腐2，食堂16、菓子1，衣料4、電器製品
5，家具2，セトモノ3、ハキモノ1，書籍・文具2，スポーツ用品2、時計．メガネ1
薬．化粧品2，手芸用品1、土産品2
(3)公共施設・機関
（22）
国頭村役場、国頭村農業協同組合、国頭村漁業協同組合、国頭村商工会、辺土名郵便局、
国頭電報電話局、国頭村中央公民館、国頭村営診療所、辺土名小学校、国頭中学校、幼稚
園、保育園、派出所、村営アパート（48世帯）、バスターミナル
以上の事業所、商店、公共施設の種数と件数が示すように、辺土名は名実共に国頭村の政
治、経済、文化、交通の中心地である。特に最近旧奥間ビーチが観光企業によって大規模に開
発されるようになって、辺土名は観光地として一層脚光を浴びるようになってきた。このよう
な立地上の諸条件を総合的に判断すると、辺土名は村レベルにおけるすべての中心地であると
いうだけでなく、そこにはすべての都会的な要素が充満しているような感じさえする。
しからば、一見都会的な要素をすべて持ちあわせていろと思える辺土名に、何故今日共同
"1W8年10月現在会員は280人であるが、そのうち約70%は辺土名の住民である。
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店、しかも直接経営による共同店が必要なのだろうか。このことは誰もが抱く第一印象的な疑
問であろう。更に、仮りに辺土名に共同店が必要だとしても、このような立地条件のもとでど
のようにしてその存続が可能なのかという疑問も出てくる。これらの疑問に答えることこそ
「共同店とは何か」、という共同店の現代的意義を解明することである。われわれはこの基本
的な課題を解明する前に、辺土名共同店の沿革を概観しておく必要である。
2沿革
1共同店設立の前触れ
前述したように、北部一帯が陸の孤島として、中心地の首里、那覇から遠く隔絶していた当
時としては、陸路による生活物資の運搬は殆んど不可能であった。そのため、北と南を結ぶ物
（23）
資の運搬は、山原船や平安座船で行なわれた。つまり、部落選り抜きの頑強な若者達が「国頭
灘から夜昼船走らち、草葉に懸ゆる朝露心地」、というイサヘイヤー節に身を託して山原船に
乗り込み、角材、クレ板等の林産物を那覇へ運び、それと交換に酒、塩、米、ソーメン、コン
ブ、線香等の生活物資を持ち帰った。こうして南から運搬されてきたこれらの新しい物資は、
山原の地に当時としての消費革命をもたらさんばかりであったろう。
一方、廃藩置県（1879年）後、首里．那覇の士族が寄留人として住みつくようになり、また
首里、那覇方面から来たよそ者が入りこんで来て辺土名の馬場通りを中心に商売を始めるよう
になった。彼等の商売の中心は酒の販売であったが、その利用は、農民生活の貧困と若者の
モー遊びを中心とした悪習慣に拍車をかける結果になった。1908年（明治41）に設立された
「国頭村戊申青年会」は、酒の乱売による弊害を除去するための世論づくりと活動を展開し、
遂に部落による薬用酒だけの一手販売を実現するにいたった。その結果、これまでの酒の販
売で大儲けしていたこれら外来商人は、その販路をたたれたために、商売上致命的な打撃を
こうむった。こうして彼等の殆んどが、大正末期までには辺土名を引き揚げざるを得なかっ
た。このような経験をてことして、部落が成人会、青年会を中心に、共通の目標である村興
しに主体的にとりくむ兆しが見えてきた。それと同時に、辺土名には共同店の設立に先きが
けて古くから、内外の商人が競争的に入り込む立地上の条件があったことも注目すべきであ
る。
2設立初期の辺土名共同店：国頭間切産業組合辺土名支店1906年～1910年
辺土名店は、1906年（明治39)、西平馬場通りに居住する初代主任の住宅の一室を借用し
て、組合町屋として出発した。それは､隣接する奥間部落に本店を置く、国頭間切産業組合の
支店として設立された。共同店は設立にあたって株を募ったが、その設立資金は勧業銀行から
の融資に依存した。同年、辺土名の一小字である上島の村屋（現在の公民館）にも、上島共同
鰯サバニといわれる割舟を2～3隻結合してつくった所謂クミサパニ
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店が店開きをした。こちらも勧業録行からの融資で、共同店の設立資金をまかなった。このよ
うに全く時を同じくして、西平と上島にそれぞれの小字の共同店が相互に張合うようにして出
来たのは、その後の辺土名共同店の歩みに照して興味ある事実といえる。この二店分立の主な
ろ理由として、封鎖的で頑強な小字意識と、それと表裏一体をなしている両者の気質の違いに
よる相互不信と軽蔑による違和感があげられろ。
いずれにしても、辺土名共同店は奥間本店と運命を共にして1910年、上島共同は翌1911年に
閉店、解散を余儀なくされた。一旦解散に追い込まれた共同店は、1920年までそれを再組織化
することができず、10年もの長きにわたって共同店のない空白時代が続いた。一方、この空白
期間、正確には1914年から1918年にかけては、皮肉にも沖縄全体が砂糖景気にわいた経済的好
況期であった。共同店及び部落をとりまく経済的好条件にも拘らず、共同店が破産しかつなか
なか再設立されなかったことは興味深い問題である。その背景には中央指導による上からの押
しつけに対する農村地域特有の反発と、一方農民の経営不慣れによる失敗があったと考えられ
ろ。
3独立辺土名共同店1920年～1928年
1920年頃までに、最古参の奥共同店を筆頭に、とりわけ辺土名以北の各部落には、既に共同
店が設立されていた(共同店調査一覧表参照)。これら近隣部落から直かに影響をうけて共同店
の再設立を数年にわたって模索してきた辺土名は、遂に1920年7月に独立辺土名共同店の設立
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にこぎつけた。設立に先立つこと数年間にわたってなされた人口割当の貯金に、部落共有金を
加えて調達した合計6,000円の設立資金をもって出発した。共同店の経営主体は、2人（時に
は3人）の主任と7人の監督（後の理事・監事）が、その任にあたった。これら7人の監督は
設立当初から1926年までの数年間献身的に勤続した。その結果、後進ながら辺土名共同店の経
営内容は短期間に充実してきた。それは、村の中心としての辺土名が誇りとする程の共同店に
発展することが期待されていた。それにしてもこの時期における独立共同店の再設立をめぐる
興味ある事実に着目しなければならない。つまり、この時期はいわゆる第一次世界大戦後の深
刻な恐慌期であった。辺土名共同店のみならず調査地の多くの共同店がそれをとりまく劣悪な
経済環境の中で、自発的に暮しの問題を解決するかたちで設立されていったのである。共同店
はこのように経済環境が悪くなればなる程、主体的にそれを克服していこうとする村落共同の
精神を投影していろ。
43店分立共同店＝垂･詞･ワ1929年~1938年
しかるに、辺土名共同店はいちはやく第二の受難期に直面せざるを得ない事態が発生した。
その直接の原因は、1924年頃から始まった所謂白黒斗争と騒がれた村政上の紛争であった。つ
まり、謝敷以北の上方「立憲団」と与那以南の下方「同志会」が、村政をめぐる政見の相違か
“部落有地売却代金と薬用酒一手販売利益
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ら、イデオロギーと感情をむきだしにして対立するようになった。村全体としては、両陣営の
対立葛藤は1928年頃までに解決したが、村政の中心たる辺土名の場合、その余波は長く1938年
頃まで続いた。そこでこの時期の辺土名部落及び辺土名共同店の苦い経験をたどってみること
にする。
村落共同体における政治、行政上の紛争は、それが機能的にやや未分化の状態にあるだけ
に、底辺の住民をもまきこんだ部落ぐるみの感情的密度の濃い対立葛藤に発展するのが歴史上
の経験である。就中常に村政の中心地としての辺土名は事あるごとに村政紛争の台風の目に位
置づけられてきた。従来、村の政治、経済、その他各面の指導者の多くが辺土名に住居をかま
えてきたので、村の指導者は同時に辺土名部落の指導者である場合が多かった。更に、部落の
リーダーは、その機能的な要である共同店の役員である場合が普通であった。このようなリー
ダー人事の重合性は、村政及び部落行政のレベルにおける紛争の中に共同店をまき込み、共同
店を核とした住民の離合集散を惹起せずにはおかなかった。具体的には、例の白黒闘争が始ま
った1924年当時、辺土名共同店の主任は同時に同志会の会長でもあった。当時辺土名共同店は
たまたま赤字経営に陥っていたこともわざわいして官憲による強制捜査をうけた。それを契機
として、部落のリーダーも区民も両派に二分される結果となり、1928年頃になると、共同店の
解散を主張する者もでて、解散反対派と激しく対立するようになった。その結果、遂に翌1929
年部落総会の決議により、辺土名共同店は解散するにいたった。共同店の解散と同時に部落は
清算委員を設けて資産の評価をし、各株主がかねてそれぞれの所属を表明していた3店（3団
体)に､株主の多少に応じてその資産を配分した。ここに､辺土名共同店が､父上方立憲団
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(約70戸)、貝下方同志会(約100戸)、ワ無所属平和組(約30戸)の3店に分立した所
謂戦国時代が始まり、その状態が1938年頃まで続いた。
5再統合共同店1939年～1945年
辺土名のような村落共同体の中で区民が三派に分かれて張り合うことは、部落にとって単な
る経済的な損失に終らず、不必要に感情的な弊害をもたらす結果になった。それ故、良識派の
住民は次第にこのような有形・無形の損失を意識し始め、それと同時に失われた村落共同を共
同店の再統合によって再構築しようと模索し始めた。このようなインフォーマルな動きを経
て、共同店の統合問題が1937年1月27日の区代議員会に提議され、引き続き翌日区民総会にお
いて審議された。その結果、三店の代表からなる統合促進委員会が設立され、その機関のもと
で統合作業がすすめられた。しかし、過去の苦い経験に根ざした相互不信と利害の対立を完全
に克服することができず、結局統合は失敗に終った。それでも、共同店の統合という共通の目
標に向って鋭意努力を重ねた結果、遂に1939年1月の区民総会において、それが可決成立する
にいたった。統合後の共同店は、1945年3月戦禍によって店舗が焼失して自然解散に追い込ま
れるまで順調に機能した。
倒当時の区長をリーダーとして珂組から脱退した脱イデオロギー派の区民によって組織された。
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6食糧配給所：過渡期1945年～1951年
終戦と同時に、辺土名区民は遠く旧羽地村の田井等を始め、喜如嘉も比地、奥間等の他部落
に強制的に分散収容された。しかし、それから数ヶ月後の1945年9月上旬には、上島、兼久の
住民がまず帰村を許可され、引続き同月下旬には西平の住民も帰村が許可された。その頃から
1948年2月まで、辺土名は行政的には上島、兼久、西平の小字単位に分立して、相互の協力態
勢がとれないでいた。このことは後述する諸要因に加えて、戦後の共同店の再設立が遅れた一
つの要因であった。
終戦直後から各地の収容先で行なわれていた食糧の無償配給は、帰村直後の1945年11月から
は、年令階梯別に支給された配給券で無償配給されるようになった。この制度は1964年6月頃
まで継続した。1946年6月、辺土名にあった食糧倉庫が田井等に移転したのに伴って、桃原、
兼久、上島、辺土名（西平）、宇良、伊地の六区を一円とする配給所が辺土名に新設された。
そこを拠点として、食糧の配給制度が引続き実施された。それから約2年後、1948年7月16日
旧日本円から寅票B円への通貨交換が行なわれ7このを機会に、食糧の配給は現金売買となり、
同時に食糧配給所も個人経営へ移行した。結局、食糧配給所ないし食糧売店の経営権は、1953
年10月に、個人から辺土名区に讓渡されたが、区の食糧売店そのものは1955年5月に共同店に
合併吸収されるまで、共同店と併置経営されていた。
7戦後の共同店1952年～現在
戦後の共同店には、戦前のそれに劣らない程の生みの苦しみと発展の障害があった。国頭村
の各部落が、戦後いちはやく配給所を発展的に解消して、部落による共同店の直接経営に乗り
出していたのとは対照的に、辺土名は共通の目標の達成に向けて克服しなければならない問題
を少なからずかかえていた､,村の中心としての面目にかけても共同店の再建を実現せればとい
う要求と、反面、辺土名の所謂古い、悪しき伝統ともいえる内部対立と、それに随伴する共同
店の分立とのギャップは、急速に埋められる性質のものではなかった。それには、終戦直後か
ら数年にわたる小字単位の行政分立もわざわいしたことは否定できない。
それに加えて、食糧雑貨を始め、あらゆる種類の物貨が極端に不足していた当時は、商品の
価格に関係なく、物さえあれば何でも売れろという状況があった。とりわけ村経済の中心であ
る辺土名には、部落内外の活発な需要に刺激されて、次々に個人店が共同店に先立って出現し
た。これら個人店の機能は、一応住民の需要をみたしたので、共同店不必要という印象を与え
んばかりであった。事実、これら商人を始め、住民の中には、共同店の再建を歓迎せず、むし
ろそれを阻止せんとする動向さえみられた。しかし、彼等の中には、物資不足時代の一種の商
売ブームに悪乗りして暴利を負ろ者が出てきて、「辺土名は沖縄一物価の高い村」、という状
況を現実につくりだしてしまった。そこで、住民生活の安定と向上を図ろために、中央店とし
ての低物価フィクサーたる共同店の再建が待たれた。
たまたま、1948年2月、三小字分立状態にあった辺土名が、行政的に一区に再統合されたの
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を機会に、共同店再建の機運が一気にたかまってきた｡‘それを契機として、部落の指導者達
は、共同店の世論を盛りあげながら、綿密な再建準備に着手した。すなわち、まず株金徴収責
任者をおいて、1人1株60円、会計出資株数1,026株、金額にして61,560円の再建資金の徴収
にあたらせた。一方、区民選挙による理事3人、監事2人に、職域事理として現区長と現成人
会長を加えて運営機関である理事会を組織し、同時に、同じく区民選挙による主任の指導監督
にあたらせた。こうして諸準備の整った辺土名共同店は、1952年7月15日に開店の運びとなっ
た。翌1953年から顧問に知花高直氏を迎えて理事会の機能の充実強化を図つた･その結果、経
営実績は飛躍的に上り、はやくも1954年には部落行政費への補助金として371905円の支出を行
なった。後述するように、この伝統は今日まで発展的にうけつがれてきている。それでは、辺
土名共同店の歩みの中でみられたその機能と存在意義を分析する前に、その組織の現状を略述
しておく。
3組織と機能
1 組 織
共同店は組合員乃至株主、理事会、主任と店員で構成されている｡共同店の株組織は人口株
で、1978年10月現在1口500円である。
1）組合員
（イ）区民の殆んど全部が組合員である。非組合員は新来転入者か短期居住者等である。
（ロ）個人店の経営者とその家族も組合員である。
（ハ）組合員のこどもは出生と同時に自然加入の資格を取得する。
（二）部落出身の女性と結婚して部落に居住する他部落出身の男性は加入金500円を納入す
ることによって組合員となる。
（ホ）部落に婚入してきた他部落出身の女性は自然加入する。
（へ）転入者（寄留者）は､人口宛500円の加入金を納入することによって組合員となる6ｵ
（ト）元組合員（即ち区民）で、結婚、就職、その他の事情で離村したあと、再び帰村した
人はそのまま再加入が認められろ。
汁(チ）転出者に対する株金の払い戻しはない。
2）理事会
（イ）理事5人、監事2人、いずれも任期は1年
（ロ）理事、監事は株主総会において選出される。
（ハ）理事の中から理事長を互選する。
（二）理事、監事の中には区の代議員もしくは区長の諮問委員を兼任している人が驚干名い
る。
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(ホ）理事は奉仕職、名誉職である。
(へ）理事会は隔月毎に月末監査をし、年2回（12月、9月）の棚卸し決算をする。
参考事項（共同店理事会との関連事項）
（イ）共同店は規約を有せず、その経営は区規約に準じて行なわれている。
（ロ）部落代議員：15人から成り、うち11人は婦人会、青年会、老人クラブ等の各種団体の
代表である。
（ハ）諮問委員：区長の諮問機関で、委員10人を持って構成され、任期は区長同様2年であ
る。委員は学識経験者、部落の長老や有識者、村議員等の中から区長によって選任さ
れた人達をもって構成され、部落行政はもとより、共同店の経営に関して指導助言を
行なう。
3）主任
（イ）主任は区長選挙と併行して部落常会において選挙される。
（ロ）主任は理事ではないが実質上の経営者である。
（ハ）主任の任期は2年である。但し、再選を妨げない。
（二）再選を妨げないが、同一人が長期間主任を勤めるのは慣行上好ましくないとされてい
ろ。
2機能
1個人店に対する機能
辺土名共同店は特殊な村落の立地条件下にある。1952年の共同店の再建までに既に10軒程の
個人店があった。その後の数は着実に増えて、数年後には数十軒に及んだ。もっともこれらの
個人店全部が、取扱商品等において共同店と競合関係にあったというのではない。なかには衣
料品店、セトモノ店、精肉、鮮魚店のように、むしろ共同店と機能的な補完関係にある所謂専
門店も少なからずあった。伝統的に共同店の主要取扱商品は、食料品、日用雑貨、清涼飲料水
等であるので、これらの専門店が部落外から引きつける顧客は、同時に共同店にとっても大切
な顧客であることは今も変りはない。現に共同店の総売り上げ高の約20％は部落外利用者によ
るものである。もっともこれら部落外利用者の中には、わざわざ共同店での買物を目的として
くるいわば固定客もいるが、その多くは「ついで」の顧客である。そのことは村役場を始め、
農協、学校、診療所等の公共施設と民間の重要な事業所が辺土名に集中している関係上、日常
的に人の往来がはげしいことでも裏付けられよう。
とは言うものの、共同店と直接競合関係にある個人店が現実に15店もあるのは経営上無視で
きない事実である。このような立地条件下にあって、共同店は過去においても幾度か経営の悪
化を経験したことがある。とりわけ、パイナップルエ場を始め、大型主要事業所が時を同じく
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して出現した1956,7年頃、共同店の販売実績は半減した程であった。共同店はその都度、あら
ゆる困難を克服して所期の目的を首尾よく遂行してきた。つまり、沖縄一物価の高い辺土名と
いう不評を克服するために、共同店は当初から薄利多売によって、低物価フィクサーとしての
機能を果してきた。部落外利用者の多い辺土名共同店は、間接的であるにしても、他部落の共
同店及び個人店に対しても同様な機能を果している。
最後に、共同店とこれら個人店との間には、他部落の事例にみられるような対立関係はない
ことを明らかにしておく必要がある。もとより共同店は既存の個人店を吸収統合するかたちで
設立されたものではない。むしろ両者の所謂「共存共栄による住民生活の向上と部落の発展へ
の貢献」、という共通の認識のもとに設立されたものである。例えば、共同店は精肉、鮮魚を
取扱っていないが、それは店舗のスペース、人件費等の経営上の配慮もさることながら、既存
の個人店との不必要な競合をさける意味をもっている。
2住民及び諸団体に対する機能
共同店の住民に対する第一義的な機能は、その経済的機能にある。つまり、共同店が住民生
活の安定と向上に寄与するところに、住民にとっての共同店の存在意義がある○その目的を達
成するには、共同店がどこよりも「安い店」として、廉価で豊富な商品を提供し、同時に共同
店自体の収益をあげなければならない。それだけに、理事会の強力な指導と、主任の経営手腕
が問われるわけだが、幸いにして共同店は薄利多売による部落内外の旺盛な需要によって、着
実にその経営実績をのばしてきている。その結果、具体的には、共同店は組合員（株主）に対
して年2回の決算期毎に購売高の4％の購買配当を行なっている。更に、共同店は区民’人当
（26）
り月20円の区費の補助を行なっている。
一方、村のすべての中心である辺土名には公共施設を始め、主だった事業所が集中している
ので、諸団体による大口利用も多い。共同店は団体利用に対しても、その購買高に応じて利益
配当を行なっている。それは諸団体が組合加入をして一定の株を保有しているからではない。
ある団体のメンバーにたまたま部落出身の株主（例えば、学校の用務員）がいて、その人を介
してなされた購買に対する利用配当がなされているわけである。その上共同店には、個人、団
体を問わず、気安く掛け買いができる便利さがある。
しかし、共同店の住民に対する機能は単なる物の次元に終始しない。前述したように、辺土
名は村の中心地で、都会的な要素が充満しているだけに、人の流入が相対的にはげしいところ
である。新来の転入者（寄留者）は、日常生活においてまず「安い」共同店に引きつけられ、
次に区費の補助という可視的な恩恵を通して辺土名部落の生活に溶け込んで行くのである。更
に株を求めることによって組合員としての資格を取得し、利益配当を手にして名実共に部落住
民となるのである。共同店の機能を媒介としての転入者の部落への導入は行政上極めて重要で
あり、それだけに部落の指導者たちや共同店の理事たちは、あらゆる機会を利用して転入者の
鋤1978年10月現在区費は1人当り月220円
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組合加入を積極的に奨励していろ。その結果、転入者を含めた区民は殆んど例外なく全部組合
員であるというのが実情である。このように、共同店の存在意義は住民の経済的次元を遙かに
超え、区民の共同意識の高揚と連帯の強化に与って力がある。兎角分立型の区民性をもち、そ
の上人口動態のはげしい辺土名部落全体の立場からみた共同店の統合的機能は重要である。そ
のことは、理事に対するアンケート調査及びC票による住民の面接調査によって実証されてい
ろ。
4課題と展望
ここでは主として「辺土名共同店の理事に対する共同店に関するアンケート調査」と、「辺
土名区民の共同店に関する意識と行動の調査」から得られた資料と、その他数多くの聞き取り
による資料を基に、共同店の課題を分析し、その展望を考察することにする。
1共同店の直接経営をめぐる問題('）主任、理事会、行政機関との関係
とりわけ辺土名のような都市的な立地条件下にある村落で共同店を直接経営していくには、
理事と主任に人を得て、共同店の経営の合理化を図ろと共に、行政の援助をうけてその強力な
指導のもとに、区民に共同店意識を積極的にうえつけていく必要がある。したがって、最も重
要な課題は、主任と理事に人を得て、理事会の機能を確立することである。まず、主任に人を
得るという問題は旧くて新しい課題であると同時に、言いやすくして実現しがたい難題であ
る。そもそも、主任に人を得なかったが故に経営が破綻した共同店の事例は過去に幾多もあっ
たし、そのことは現在でもそのままあてはまることである。
しからば、主任に人を得るとはどういうことか。それは、主任が次の必要な資格条件をすべ
て兼ね備えているということである。主任の固有な条件として、(1)経営手腕、(2)誠実さ、(3)責
任感と信頼性､(4)奉仕と献身の精神等があげられろ。更にこれらに付随して、(5)信頼のおける
経営上の協力者の確保という重要な条件がある。そのうち一つを欠いても主任は主任たり得な
い。これらについて簡単にコメントすれば、いかに住民の評判がよくても、経営上の実績をあ
げることができなければ、主任として失格である。共同店は1日12時間の営業を行なってい
る。個人店との競合、住民の早朝買物の習慣等からして､早朝からの開店が必要である。この
ような長時間営業に耐えて行くには、補佐役としての家族のコンセンサスと協力が不可欠であ
る。それに加えて、責任の重い割には相対的に安い主任の給料は、いよいよ家族労働による営
業を必要とする。核家族化による少産化に加えて、若者たちが学校卒業と同時に殆んど例外な
く離村している今日、主任がその補佐役を店員として家族に求めることは、家族構成上なかな
か容易でない。
"≦もともと住民の間には、主任は奉仕職・名誉職という根強い意識がある。それ故に、住民意
識からすれば、共同店の経営実績が上って当然、反対に悪化すれば主任の重大責任となる。事
実過去において、経営悪化の最大要因であった掛け売り金精算問題で、主任が槍玉にあげられ
たことは少なくない。店則のたてまえ、掛け売りは禁止になっていても、本音は主任が情誼に
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ほだされてそれを認めることになる。彼の責任において回収しなければならない掛け売り金が
累積すれば、これ以上の新規の掛け売りは停止せざるを得ない。このような必要な処置に対し
てすぐはねかえってくるのは、主任に対する個人的な中傷誹誇である。結果的に、主任は組合
員即ち住民の感情のバロメーターによって善人にもされ、逆に悪人にもされることになる。
以上のような諸条件に加えて、最も困難な問題は主任職は当事者にとって職業化できないと
いうことである｡つまり主任の任期は2年で、たとえ再選を妨げないとしても、精々数年どま
りである。それ故に、事業所に乏しい農村では辺土名といえども就職や転職の機会が少ないの
で、働き盛りの有能な人を主任に迎えることは極めて困難な問題である。こういう意味で、主
任の人選難は共同店の直接経営をめぐる最も困難な問題で、今後ともそれは重大課題として残
ろう。
幸いにして、辺土名共同店には経営の主体として有能にして、強力な理事会組織があって、
主任を指導し、補佐している。理事会は隔月毎の月末監査をし、年2回の決算をするだけでは
ない。その最も基本的な機能は共同店と組合員即ち区民を結びつける媒介機能である。その前
提として、理事会のメンバーの殆んどが同時に部落の各分野のリーダーでもある。現に理事長
は区長が兼任しているが、1956年以後概ねその伝統が守られてきていろ。区長による理事長の
兼任は、共同店と住民のコミュニケーションをスムーズにし、同時に免角風当りの強い主任の
楯としての機能を合法化することになる。
辺土名の場合、現実に転入者が多いし、また将来ますますその増加が予想されている。これ
ら転入者を部落に侵透させ、彼等に共同店意識を内面化させて行くにあたっての理事会及び字
行政機関の機能は重要である。それ故、理事会の重要な協議事項はすべて部落常会において議
題として審議され、可決されていろ。部落常会と株主総会は時を同じくして開催され、組織的
にも機能的にも一体化しているので、行政機関としての字は常に共同店の経営状態と問題点を
把握して、それを住民に明らかにし、共同店及び理事会と住民の意志の疎通を図り、住民に対
する必要な指導をなし、購買実績をあげるべく協力を求めなければならない。
これと関連して、まず字の行政機関はもとより理事会の機能の強化を図ろ必要がある。その
ためには、地域を横割にして西平・兼久・上島の各小字から適当な理事を選出し、その上に婦
人会、青年団の代表を理事に加えることが望ましい。共同店史にみる小字分立による共同店の
分立という過去の経験と、理事会が平均年令55～60才のやや老令化した男性によって独占され
ている事実にかんがみ、その底辺を拡大し、その世代的継承を計画的に押し進めることが賢明
である。そうすることによって共同店そのものの世代的継承がよりスムーズに可能となろう。
以上の諸条件がみたされたならば、今後とも充実した共同店の直接経営の展望が開けてくるも
のと期待される。
2共同店の直接経営をめぐる問題(2)個人店、血縁、地縁、住民意識と行動との
関係
共同店は辺土名の立地条件とその設立の趣旨からして、イ固人店の経営を圧迫するような経営
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方針を持っていない。むしろ村の中心地としての部落の発展のためには、個人店との適正な競
争があることが望ましいという認識に立っている。そこで、辺土名に関する限り、共同店か個
人店かの二者択一ではなく、両者の間に市場法則に基づく適正な価格調整がなされ、共存共栄
の理念のもとに、それぞれの経営がなされることが期待されていろ。しかし、この理念も現実
も共同店の直接経営という前提の上に成り立っていることに注目しなければならない。理事に
対するアンケート調査の結果によれば、ほぼ全員の理事が共同店は今後とも直接経営で存続す
べきであるとの意識をもっている。また彼等は住民も殆んど全面的に直接経営を望んでいて、
彼等との間に意識のズレがないとの認識をもっている。この点に関しては、住民自体の共同店
に関する意識調査の結果によって実証されている。住民の根強い直接経営指向は、共同店は
「おらが店」という彼等の共同店意識の反映とみなすことができる。住民が共同店を利用する
三大理由として、（')価格が安い、(2)「おらが店」だから、(3)利益配当と区費の補助があるから
を挙げていることでも明らかである。つまり、住民のこのような共同店意識を支えているの
は、共同店の機能として低物価を維持し、利益配当と区費の補助という可視的なかたちで、彼
等の日常生活の安定と向上に共同店が貢献しているからである。
しからば、このような住民本位の共同店の経営は直接経営のもとにおいてのみ可能なのか。
結論はYesだが、その結論が妥当かどうか判断するために、辺土名共同店の請負制をめぐる問
題を、個人店及び住民との関係において分析する。かりに、請負制へ移行した場合に予想され
ることは、まず、前に述べた共同店と住民の具体的なかたちでのかかわり、及び「おらが店」
意識が無くなるか、少なくとも稀薄になることである。その結果、住民本位の経営が困難もし
くは不可能となり、反面現実にある個人店との競合が別のかたちで顕在化し、それに拍車がか
かることになる。このような事態は、顧客としての住民が現在以上に個人店へ流れることであ
り、ひいては共同店が経営上の優位性を失うことである。
ちなみに1978年10月現在、常日頃もっぱら共同店を利用している住民は約80％で、残りの
約20％が主として個人店を利用している。住民が個人店で買い物をする理由は（')親戚付き合
い、(2)友人付き合い、(3)近所づきあい、(4)その他である。血は水より濃い証拠に、特に近い親
戚の店が近所にある場合は、そこを利用する傾向がある。常日頃共同店を利用していても、
盆、暮れのような特定の時節にまとまった買物をする場合は、少々 遠くても親戚の店を利用す
る人もいろ。買物は主婦の役割だが、主婦どうしの近所付き合いも「遠い親戚より近い他人」
にてらしてみるならば重要な理由といえる。
いずれにしても、これらの理由は主婦の日常的な買物行為をめぐる共同店と個人店への二重
忠誠の問題があることを示唆している。都会的な立地条件下にあって、匿名性が相対的にやや
高いとはいえ、約20％もの住民がこれらの理由で個人店を主として利用しているということ
は、現実の行動と彼等の共同店意識との間にはズレがある。一方、もっぱら共同店を利用して
いる圧倒的多数の住民にとっては、この二重忠誠の問題をめぐる立て前と本音のギャップは、
共同店が直接経営の「おらが店」であるという大義名分によって、ほぼ埋めつくされているの
である。換言すれば、共同店が直接経営だからこそ、私的感情の密度の濃い村落においてさえ
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も、血縁、地縁を越えた大義名分が成り立ち、近所の個人店をまたいで堂々と共同店を利用す
る正当性が、相互に認知されることになる。
逆に、直接経営から個人請負制へ移行すると、この大義名分が崩れて常に潜在的にある住民
の二重忠誠の問題が表面化することになる。その結果予想されることは、住民が縁故関係や友
人関係に走り、共同店の利用者が激減し、著しい経営の悪化が心配されろ。そうなると､共同
店の経営上の優位性は失われ、ひいてはそのよって立つ低物価フィークサーとしての重要機能
を失うことになる。そのことはまた、個人店間の競争に拍車をかけ、パイの奪い合いがはげし
くなり、ひいてはいろいろな不利益を住民にあたえかねない。就中共同店は部落共有の財産と
いう共同の意識と協力心の酒養が阻害されるので、共同店の象徴機能及び統合機能が失われる
ことになる。結果的に、共同店と部落（行政）及び諸団体との機能的連関が稀薄になって、部
落そのものの連帯と統一が阻害されるおそれがある。そのことは、辺土名の部落史及び共同店
史に照らして二度と起こってはならない憂慮すべき事態であり、共同店設立の目的に反する事
態である。したがって、このような不本意な事態を避ける唯一の道は、共同店の直接経営を万
難を排して堅持することである。換言すれば、辺土名が都市化していけばいくほど、共同店の
直接経営の理論的必然性が倍加され、反面、個人請負制への移行の論拠がそれだけ稀薄にな
る。このことはアンケート調査の結果得られた住民の共同店観によっても示唆されていろ。す
なわち、理事はもとより調査対象の住民の中には、共同店の個人請負制を希望する者は皆無で
あった。
さて、共同店の個人請負制への移行は理論的にも、住民意識からしても予想されないことだ
とわかった。しかし、これは直接経営による共同店の将来が約束されたという意味ではない。
逆に、辺土名が都市的な立地条件下にあるだけに、共同店の直接経営をめぐる多くの課題をか
かえているのが現状である。まず、主婦の日常的な買物が共同店で必ずしも完結しないことで
ある。前に述べたように、共同店では精肉、鮮魚、冷凍食品、加工食品を取り扱っていない
し、また家庭生活に必要な「こまもの」を完備していない。農村といえども、現代人の食嗜好
と生活様式からして、これらは欠くことの出来ない品目である。これらの買い物は他店でしな
ければならない。例えば、買物の第一目当てが肉である場合、精肉店の近くの個人店でついで
に他の食糧雑貨も買うという買物行動の一つのパターンがみられる。このことは、共同店を拠
点として買物をしている主婦にとっては不便であり、一方、共同店にとっては経営上の課題と
もいえろ。共同店にとって、主婦の買物ニードをすべて内部でみたすことが望ましいことは言
うまでもない。しかし、それには店舗の拡張、冷凍機の設置等に要する多額の投資人件費の
増加、わけても十分予想される既存商店とのトラブル等を考慮した場合、これらのことを実施
に移すことは容易でないし、また必ずしも賢明とは言えないであろう。
次に、主婦の中に、とりわけ若い共働き主婦の中に、すぐそこにある共同店まで出掛けるこ
とをおっくうがる人が少なくない。それは部落の何処に居住していても、住居と共同店との間
に個人店が散在しているという辺土名特有の立地条件にもよるが、それ以上に、すぐそこまで
の距離を歩くことをおっくうがり、インスタントな結果を期待する傾向の強い現代人特有の生
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活様式による影響が大きいといえよう。
だからといって、共同店の利用頻度と住居から共同店までの距離との間に一定の相関関係が
あるというのではない。共同店からかなりの距離に居住している上島や兼久の住民には、どう
せ買物に辺土名の商店街へ出るのなら共同店で買物をしなければという動機づけがある。他
方、辺土名の中心街に居住する主婦には朝に夕に買物ができ、その上どの方向へ足を運んでも
途中に個人店が散在しているので、実際にはすぐそこの距離にある共同店までの心理的距離が
遠くなる傾向がみられる。更に、子供が主婦にかわって買物に行く場合、共同店まで行かずに
家の近所の個人店で買物をすることが多い。買物は現代子の役割ではない。一般に子供は親か
ら言いつかった買物をいかに自分に都合よくするかに関心がある。共同店と個人店との価格の
違い、住民としての共同店に対する権利、義務等は彼等の関心事ではない。従って、しつけの
一環として子供の共同店での買物を習慣づけ、彼等に共同店意識を内面化させていくことは、
共同店文化の世代的継承をスムーズに行なう面からしても重要である。
いずれにしても辺土名において、誰が何処で買物をするかということは、共同店、個人店、
顧客としての住民のそれぞれの条件によって相互的に規定されていることがわかる。つまり、
共同店から顧客を奪うのは、縁古関係、友人関係という一元的理由のみならず、多元化しかつ
相対化した現代人の意識と生活様式にあるといえる。それだけに、共同店の機能を充実させ、
その世代的継承をスムーズに行なうには、理事会及びそれと表裏一体をなしている部落行政の
強いリーダーシップとビジョンが不可欠である。それによって村落の共同が維持強化され、そ
こから住民の共同店に対する愛着が成長していくことが期待されよう（Ⅶ参照）。
3喜如嘉共同組合
I村落の立地上の特性
大宜味村は、旧羽地村北端の字源河から国頭村南端の字浜の間を占める約16脇の海岸線に沿
っていろ。海岸線はリアス式海岸を形成し、平地に恵まれない自然環境である。耕地はきわめ
て少く、畑は全面積の約7％､水田は全面積の2％にすぎない。しかし、交通の便は良く、
海岸線に沿って国道58号線が走り、名護と辺土名、名護と東村平良を結ぶバス路線の要路とな
っている。喜如嘉部落は大宜味村の北部に位置し、村内では平担な田畑に恵まれた集落であ
る。喜如嘉は塩屋部落と並んで、政治、経済、文化、教育の一中心をなしてきた。国道58号線
に沿って小字トクチンバールがあり、本部落は少し奥まって三方を山に抱かれ、古くから山紫
水明の地として名高い。
字喜如嘉は1978年10月31日現在、世帯数187、人口503人で、大宜味村では塩屋につぐ大規模
集落である。近年の人口の動きの特徴は､若年層の出入のはげしいことである。その主な理由
は、復帰前後から始まり今なお続いている北部地域の大型公共工事への就労である。道路、ダ
ム関連の工事で中南部から帰った若年労働者は、部落内に住居を構えてはいるものの、地元の
農業とは直接的にかかわらず、部落から工事場へ通い、工事の終了とともに、また部落を去る
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者が多いという。
喜如嘉の生業は農業が中心である。戦前から敗戦直後にかけては、薪炭類を主体とした林業
も盛んであったが、現在は、米づくりとい草の生産、それに伝統的な副業として芭蕉布の生産
も活気をみせている。公共施設としては小中学校と村診療所があり、また芭蕉布工房や民芸館
には内外からの見学者がたえない。部落民が日用雑貨を購入するのは共同店であるが、本部落
から離れた国道58号線沿いの小字トクチンバールに個人店が1店あり、これはほとんど通過客
の利用するものである。このほか、民宿1，食堂1、鮮魚店2がそれぞれ営業しているが、共
同店との競合をさけようとする配慮がうかがえる。
2喜如嘉共同組合の歴史
('）戦前の共同店
喜如嘉部落に共同店ができたのは明治末年といわれているが、そのたしかな記録はなく、わ
ずかに共同店の事業に関係した古老の記憶にとどまっているにすぎない。共同店の発足後まも
なく行政の指導によって産業組合に移行したが、経営がうまくいかず解散、それ以後大正中期
まで共同店再建の動きはなく、部落には田中商店ほか2店の個人店が営業していた。1921年
（大正10）にいたって、青年を中心に共同店を再建、これがのちに部落全体の共同店となっ
た。共同店は当初、酒の一手販売によって基金を造成し、のちに一般の販売購買活動にも手を
ひろげていった。昭和期に入って共同店は順調に発展していったが、大宜味村においては国策
にそった産業組合運動が根強く、1936年（昭和11）に再び産業組合へ組織がえをしている。共
同店の産業組合移行と同時に、部落内の個人店も廃業したが、1938年（昭和13）、大阪系の木
下商店がトクチンパールに開店した。木下商店はトクチンバールの県道ぞいにあって、喜如嘉
の林産物を一手にひきうけ、持船の山原船によって那覇へ運び利益をあげた。部落の人びとの
証言によると、「炭が1俵35銭で売られたころに炭焼人から木下商店が買い取る値だんはわず
か10銭だった。……いくら稼いだ積りでも、前借金は負債となって積り、返済に苦心した人た
（27）
ちが多かった｣という。木下商店は、大宜味、国頭の石油販売の指定店も兼ねていた。同店は
沖縄戦直前の1943年（昭和18）に大阪へひきあげていった。産業組合は1944年（昭和19）に農
業会となり臨戦体制へ入っていった。
(2)大宜味消費組合
1931年（昭和6)に喜如嘉部落を中心に全村をまきこむ形で村政革新運動がおこった。疲弊
した農民大衆の経済的、政治的要求をかかげて村政の民主化を求めた農民運動であるが、その
要求は、減税、財政経費節減、大衆的福祉など24項目にのぼっていた。この運動の一環として
青年団活動家や知識青年グループを中心に農民大衆の利益擁護のために大宜味消費組合がつく
られた（1931年10月）。部落内にあった共同店が地元支配層によって運営され真の民衆の要求
を実現していないとする考え方と、一方、消費組合運動を全村にひろげて村政革新運動を強力
例福地砿昭『村と戦争』120ページ。
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にバックアップしようという考えに基づくものであった。共同店の品物が酒中心であったのに
対し、消費組合では穀物、みそ、しょう油、石油、ソーメン、反物なども扱い、組合員が品物
を背負って各部落をまわり安価な品物を売り歩いた。喜如嘉では､生徒の自治組織（ピオニー
ル仲良会）が消費組合に協力し、もつこに品物をいれて売り歩くこともあったという。隣部落
の饒波､大宜味、大兼久では部落代議員会の会合で、これをとりしまる決議がなされた（｢字
饒波代議員会議録｣）。大宜味消費組合は、中央組織との連絡をつけ、1932年5月の日本無産
（28）
者消費組合連盟の創立大会に代表を派遣している。しかし、この運動は、組合幹部のいつせい
検挙と弾圧、消費組合の解散命令によりまもなく解体していった。沖縄における特筆される消
費者運動といえよう。
(3)事業部から共同店へ
沖縄戦が終って下山したのは1945年7月であるが、喜如嘉の本部落は損傷が少なく難民収容
所となった｡隣接部落や国頭村、中南部の避難民を合わせて約1万人の難民が集められた。食
糧は米軍の配給物資が主体であったが、部落の行政組織が整えられていくと、共同作業がはじ
まった。その主なものは、軍の輸送作業、芋掘り作業、海岸修理作業、織物作業（芭蕉布）、
製造作業（ムシロ）、共同飼育（豚、にわとり、山羊、馬）、馬耕班、ミシン部と時計部、水
産組合、などであった。これらの共同作業の各単位はその後、部落の事業部となり、のちの共
同店の基礎となった。事業部から共同店へと移行していくのは1947年から1948年にかけてであ
るが、その主体となったのは部落代議員会であるので、共同店が特別に独立したという意識は
なく、部落の事業の一つとして購買の店を持ったという感じで受けとめられている。当初、購
買の中心は酒で、それにごく限られた日用雑貨であった。販売活動は、林産物が中心であっ
たが、それもすべてを共同店で扱うというわけではなく、個人的に出荷する場合も多かったと
いう。
(4)共同店と農協
、1950年代に入り各地に農協が設立されるようになると、大宜味村では各部落の共同店は部落
の農協へと組織がえをしている。これは戦前における産業組合への移行と同じ形をとったもの
といえる。喜如嘉では1954年に喜如嘉農業協同組合として正式に発足、共同店の資産をそっく
りひきついでいる。その後、喜如嘉農協は製茶、製材、精米、製粉、電気などの施設を強化、
組合店舗も鉄筋コンクリートスラブ葺53坪の建物を新築した。ところが1960年代に入り、農協
合併の気運が出てきて1966年に大宜味村農協が誕生、ここに部落農協は廃止されることとなっ
た。村農協としては喜如嘉に支所を設置することはできないということで、部落としては特に
購買面での住民サービスが不可欠で、そのための何らかの施設確保の方法が種々論議された。
その結果、再び共同店を復活することとなり、これまでの喜如嘉農協の施設、備品、商品いっ
さいを村農協から部落として購入するという形で喜如嘉共同組合が発足したわけである。名称
は喜如嘉共同組合となっているが、その内容と精神は従来の共同店であり、農協との競合をさ
鰯山城善光『山原の火』166ページ。
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け、住民サービスの面で相互補完をはかっていこうというのが､そのねらいの一つである。
3喜如嘉共同組合の組織と機能
('）喜如嘉共同組合の組織
喜如嘉共同組合の構成員は、字喜如嘉に住居を有する個人および団体となっている。他地域
の共同店と異なるのは、部落外出身者でも喜如嘉に居住する者は組合員となれること、青年
会、婦人会などの部落内諸団体も組合員として字民の融和をはかることに特別の配慮をしてい
ることである。組合員は家族1人につき1口の出資とし、団体組合員は10口以上となっている｡
組合員が村外に転出した場合は脱退し、原則として払込出資金が払戻されることになってい
る。組合経営の主体は代議員会であるが、これは字の行政の代議員会と同一メンバーによって
構成され、組合長のもとに理事5人、監事3人、各班から1人ずつ選出された代議員8人が
おり、組合長、理事、監事を組合の役員と呼んでいる。運営にあたって特に配慮されているこ
とは農協との協調である。規約第25条に「本組合の業務執行に当っては常に村農協と連絡を密
にし情報の提供につとめ経営の協調を図るものとする」と明記している。共同組合発足にあた
っての農協からの特別の援助協力のあったことを示している。共同組合の扱っている品物は、
村農協売店よりはむしろ豊富であり、日用雑貨から農業生産にかかわるいっさい、電化製品、
冷凍食品までそろえている。部落内には鮮魚店があるが、ここは鮮魚のみ､トクチンバールの
個人店は本部落から離れているので、むしろ奨励しているぐらいである。部落住民は昔から質
朴と勤勉、強い連帯意識に支えられた団結を誇っており、共同組合も住民の感情融和性と統一
性に支えられている。この住民意識を基盤とした代議員会の強力な指導性も注目される。現
在、売店の経営は請負に移行しているが、つねに代議員会の献身的な指導のもとにあり、農協
との協調、他部落共同店との共存共栄がスローガンとされている。村内の主要な共同店を結集
して大宜味村売店協議会がつくられ、月1回の例会をもって村民の消費生活の合理化を検討し
ているのもその一例である。当初、部落の直営であった共同組合を請負に移行した理由として
は、喜如嘉独自の理由というよりは、むしろ大宜味村内のすべての共同店に共通しているもの
が大きいといえる。第一に、共同組合の売店主任の人選難、第二に人件費の高騰などである。
経営の主体である代議員会の指導性が発揮されるのであれば、個人請負に移行したからといっ
て不安が残るわけではなく、むしろ、節約した人件費の分で、住民へのサービスを強化してい
けるわけである。現在、喜如嘉共同組合の請負は入札制で年間約140万円であるが、この請負
金額の約60％は組合員の購買高に応じて配当している。この利用配当があるため、組合員は他
地域の個人店で日用品を購入するということはほとんどなく、部落住民の従来の団結心に加え
て、共同組合は「われらの店」という意識が強固である。
(2)業務内容の変遷
戦後まもなく発足したころの共同店は、さまざまの事業を営んできた。部落の事業部という
精神は現在でも変らないが、当初は物資のない時代であったから、すべてを共同店中心に調達
しなけｵ'ぱならなかった。主なものをあげとる次の通りである．販売活動の中には、薪炭類、
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建築用材､米など､購買は日用雑貨と酒。共同店の経営する施設としては、電気事業、製材、
製粉、精米、製茶、ムシロエ場など。施設の共同利用は、古くからの結（ゆい）の精神に支え
られた共同作業から出発したものである。1960年代以降、林業が全く後退し、共同店の事業か
ら林産物販売がなくなっていくのは北部各地に共通していろ。喜如嘉の場合、農協へ移行し、
再び共同店(共同組合）が復活する過程で、その業務内容も大きく変り、現在では購買が中心
であり、当初重要な意味を持っていた電話とりつぎ等も電話の普及によって、その役割機能は
相対的に低くなっていろ。購買品目が豊富になったことは注目され、都市のスーパーマーケッ
トをしのぐものがある。時代は変っても、共同組合を中心とした喜如嘉部落住民の団結はます
ます強固である。
Ⅶ結一共同店と共同店研究の課題と展望
ひとくちに共同店といっても、その経営形態や経営内容にさまざまな種類があることがわ
かった。さまざまな種類があることは、個々の共同店が、それ独自の課題をかかえ、展望を模
索していろということである。いうなれば、個々の共同店はそれぞれが異なった特性をもった
個性的な存在である。共同店を類型的にみろと、正常型、破綻型、停滞型、行き詰り型がある
が、それぞれが個性的な存在意義をもっていろ。しかし、本章では共同店に対するこのような
認識をもちつつ、調査地域の共同店一般に関する幾つかの重要な課題を提起し、その展望を考
察する。
1共同店の経営をめぐる課題と展望
共同店の最重要課題は、勿論その経営問題にある。その中でも最も解決困難な課題は、主任
人事をめぐる問題である。主任の人選難についてはすでに指摘したとおりであるが、今結論的
に主任の資格条件を列記すると、(1)経営に関する条件、(2)個人の資質条件、(3)家庭的条件、（4）
村落との関係に関する条件等に分類されよう。これらの必要条件をすべて具備した主任を得る
ことは、至難のわざといわざるをえないが、現実にこれらの諸条件は複雑にからみあっている
ので、主任たるものは、その一つを欠いても主任としての役割を首尾よく遂行することはでき
ない。このあたりの事情を具体的な事例で考察することにしよう。主任の中には兼業農家が少
なからずみられるので、主任の給料だけで生計がなりたたない場合は、農作業にもっと精をだ
す必要がある。しかし現実には、主任職は区長職と違って共同店の営業上時間的拘束が大きい
ので、主任職と農業とは必ずしも両立しない。特に農繁期にはそうで、サトウキビの収穫時に
一般にみられるユイには支障が大きい。そこで農家としての生産実績が上がらず、家計を圧迫
することになる。
主任が農家でもあるが故におこるこのような役割葛藤を克服する方法はたてまえとしては三
つ考えられる。第1の方法は、家族による役割代替である。主任である夫がユイに出ている場
合は、その間その妻か、家族の誰かが営業をするという方法である。しかし現実問題として、
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農家の主婦は、元々夫同様に農作業にたずさわっている多忙な人である。その上キビ苅りのユ
イはかなりの日数に及ぶので、現実には、夫婦で協力して、家族の援助をうけながら営業をし
なければならない立場にある。第2の方法は、主任の他に店員を雇って、営業時間の配分を効
率的におこなって、つとめて役割葛藤が生じないようにすることである。そのような方法をと
っている共同店も多いが、中には店員をおくほど財政的なゆとりのない共同店も少なくない。
このようなゆとりのない共同店では、店員をおくにしても結局家族を動員することになる。一
方、経営内容のよい共同店では、主任が相応の給料を得ているので、生活をたてるために、農
作業に精を出す必要もないのである。第3の方法は、特に経営が順調にいっている正常型の共
同店の主任について考えられる方法である。この場合は、経営状態がよいので、主任が専業と
して、共同店の経営にうちこめるように給料、ボーナス、退職手当等を含む諸労働条件を改善
することである。しかし一方、主任やその他の従業員の待遇を改善するということは、共同店
の機能としての部落住民や部落への利益還元が困難になるということである。このような金銭
上の収支計算にもまして問題なのは、そのことが主任は奉仕職であるという住民意識と必ず
しもあいいれないということである。共同店の経営者であり、同時に家計の責任者である主任
の立場と、主任は公僕なので多少の個人的な犠牲は当然で、奉仕と献身の精神に徹するべきで
あるという住民感情との間には現実にズレがみられろ。都市化が進行して、生活が多様化、高
度化すればするほど、このズレは大きくなっていく。このズレが大きくなればなるほど、主任
のなり手はいよいよ少なくなるし、反面、あらゆる意味における安上り方式としての個人請負
制へと傾斜していく傾向がみられろ。このように、主任をめぐる問題は、ただたんに、主任個
人の役割葛藤と、それに付随する内面的葛藤の問題ではなく、正に共同店のあり方そのものを
めぐる最も重要な課題となってきていろ。
次に、経営上の問題の一環としてそれにもまして解決困難な課題に、主任の後継者養成と、
それを通しての共同店の世代的継承の問題がある。ちなみに主任職は、現実に職業化できない
性質のものである。純経営問題として、主任に人を得て、その優れた経営手腕で長期、安定的
に経営をまかせるのも一つの方法であろうが、経済外的な要因も複雑にからみあっている共同
店のあり方からして、同一主任による長期経営は歓迎されていない。その上、人材に乏しく、
かつ奉仕と献身の精神にねざしている村落といえども、同一個人に度重なる個人的犠牲をしい
ること自体、村落共同の精神に反することでもある。このことは、世代の移行にともなって
村落の生活文化が自発的、連続的に継承されていく部分とは別に､共同店が生活文化の一環と
して明確に意識化され、計画性と展望のある世代的継承を実現しなければならないことを示唆
していろ。農村の若者たちは農村から離脱して、自分たちのシマを空巣にしているというだけ
ではない。元来、彼等は共同店及びそれを支えている村落にとって、一種の受益階層にすぎな
い。つまり、共同店と村落共同は彼等が自ら苦労し、犠牲をはらって築きあげたものではな
い。たまたま彼等はそこに生をうけたがために、出生と同時に自動的に株主の資格を得たまで
である。それも村落からの離脱によって、自動的に喪失しているのである。自動的に与えら
れ、自動的に喪失していくものだから、そのことで彼等が欲求不満におちいることもないであ
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ろう。このように受益階層としての若者には、彼等の親や先輩が期待するような共同店観、ひ
いては村落観というのはないであろう。よしんぱ、なんらかの形で彼等の間に共同店観という
のがあるにしても、後者との間には大きなズレがあろう。
そうは言うものの、調査地域の村落が単なる生活としての地域でなく、共同体として存続、
発展していくには、共同店は不可欠の機能的要件である。従って、その世代的な継承は、生活
文化の不連続性や若者のあり方のいかんに拘らず、必須条件といえる。この点に関して、川田
共同店は注目に値する。川田共同店は、常に社会変動からおこる住民生活の諸問題を先取し
て、共同店としてとるべき方策を主体的に講じてきた。その具体的な例の一つに、主任に登用
する若手人材の養成がある。川田共同店では意図的、計画的に複数の若者（男性）を主任及び
店員として採用し、その人材養成に努めている。それは村落の共同と発展は、その要としての
直接経営による共同店の発展に依存しているという認識と確信によるものである。そのために
共同店の財政的負担も大きくなるわけだが、それは、十分価値のある投資であるといえよう。
更に重要なことは、共同店による共同店の人材養成は、単なる一共同店の利益のためではない
ということである。そこを媒介として養成される人材は、同時におそかれはやかれ部落の指導
者として立つべき人材である。そういう意味で、共同店による人材養成は、部落自体の人材養
成でもあり、そのことは部落の発展を約束することである。そのあらわれとして、川田共同店
は奨学金制度をはじめ部落住民に対して多様な機能を抱括的にはたしている。このことは、共
同店と村落が構造的にも、機能的にも一体となってはじめて可能なことである。従って、主任
問題をはじめ、共同店の経営をめぐる諸問題は、その基底的な条件としての村落共同に依存し
ているといえる。共同店と村落の密接な連関の上に立ってはじめて、共同店の展望はひらけて
くるのである。
2共同店と村落の連関をめぐる課題と展望
社会変動の一環としての村落における都市化の趨勢のなかで、村落はさまざまな異質的、流
動的な要素を内にひめながら、解体と再組織を現に経験している。前述したように、共同店の
展望は、それがあくまでもその立地している村落そのものに根を下ろして始めて、ひらけてく
るものなので、要はその前提となる村落の共同と秩序の維持をいかにして図るかということに
なる。村落構造は、一義的に包括的な意味における生活問題によって規定される。とりわけ、
生業としての農業のあり方は生活そのものを左右するので、農業問題の解決は村落にとって、
時代を超えて最重要な課題といえよう。楚洲の畜産団地の建設、随所にみられる農業の基盤整
備等は、農業の近代化を目ざして着々と進められている。今後幾多の試行錯誤はあるにして
も、このような近代的な農業が農村の若者の離村をふせぎ、ひいては離村して行った若者を呼
び戻すてこになることが期待されている。いかなる場合にも、生活の安定ということが、人間
がその地域に根を下す前提条件なので、それぞれの地域においてまず暮しが成り立つような方
策を講ずろことが先決課題といえよう。そして立地条件を考盧に入れて農業の近代化を図るこ
とになろう。このことは、パイン産業が生業として成り立っている東村が相対的に過疎化率が
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低いことからし推察できよう。もっとも、伝統的に農業や林業に依存してきた同村の場合は、
他地域が大工等の出稼ぎに依存してきたのと事情が若干異なるので、それだけで同村における
人口動態を規定するわけにはいかない。
しかし村落は、多元的な構成要素からなる複雑な構造のコミニティーである。そこで村落
は、その構造的な秩序の維持のために、経済の他に多くの機能的要件を必要とする。例えば、
あらゆる村落活動の背後にある最も基底的な要因として、家族制度や親族組織がある。村落に
おける社会変動は、それ自体を解体し、流動化させているので、逆に村落はその統合と安定の
ために従来にもまして、包括的な機能要件を必要としている。核家族化による家族意識の個人
主義化、生活関係の個人化等にみられるように、村落においても現代の家族制度の統合機能は
弱体化してきている。それにひきかえ、共同店は村落を丸がかえしたような機能的要件で、し
かも、その包括機能は住民の日常生活に直結している反復的なものである。沖縄的な家観念が
うすれ、大家族主義が崩壊してきた今日、それにとってかわる程の大きな存在意義をもってい
るのは、共同店と共同店的な思考様式といえよう。それだけに、村落の象徴としての共同店の
果たす統合的機能は大きいといえる。これは、共同店と村落との密接な連関を物語っている。
両者の間に密接な連関があるということは、一方における機能障害は、直接的に他方に対す
る逆機能となってあらわれるということである。例えば、共同店の経営の悪化が、社会におけ
る経済変動というような対外的な要因によるものでなく、共同店の対内的要件、とりわけ、経
済外的な人間関係にまつわる問題に起因している場合は、相互にうける機能的障害は大きい。
根路銘共同店、屋古共同店等の事例が示すように、いったん住民に対して失われた共同店の信
用は、それが主任をめぐる人間関係に起因した場合は、その回復がきわめて困難である。戦前
共同店の経営をめぐって村落を解体せんばかりの苦い経験をした屋古では、それ以来共同店の
話は全くタブー化され、その再建をみたのは、数年前の1974年のことであった。新開部落の江
洲共同店がその経営に失敗したのも、単に経営に不馴れであったからというのではない。独占
的に暴利をむさぼっていた個人店を排除しようとの動機づけは正しかったものの、各地から集
まってきた住民には、共同店的な生活文化の経験をもち合わせてなかったので、その正しい目
的とはうらはらに、村落の統一と団結をきずくことができず、結局経営は失敗に終らざるを得
なかった。これらが例証するように、村落共同の絆は、共同店の生命線といえる。それが堅持
されるところに共同店の安定した経営の展望が開けてこよう。共同店の機能的な安定性は村落
共同を強化し、ひるがえってそれは共同店の一層の発展を約束する。そこで多くの村落で、共
同店をめぐる諸問題の解決は単に共同店に一任するのでなく、部落レベルで行政的に対応する
ことにつとめている。区長が理事長を兼任して共同店と部落の相互のコミュニケーションをは
かっている。このような部落行政の共同店に対する積極的な姿勢を通して、共同店の展望をひ
らこうとしている意識的な努力は今後ますます重要となろう。
3共同店研究の課題と展望
本研究は、かぎられた分野の者が共通の課題意識と目的をもっておこなった共同店の共同研
…
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究であった。本研究は、少なくとも調査地域における共同店の現時点における分布状況のみな
らず、その歴史的類型を明らかにすることができた。更に本研究は、通時的、横断的にみた
共同店の構造一機能的な特質をおおむね明らかにすることができた。その結果、共同店は単な
る機能集団ではなく、村落とその住民に対して、ひいては部落外住民に対してさえも極めて包
括的な機能をはたしていることがわかった。共同店が地域住民の日常生活の要求をみたしつ
つ、同時に共働・共益・共存という村落共同の統合的、象徴的機能を果していることが明らか
となった。
つまり、それぞれの個性をもっている個々の共同店はその歴史的存在においても、現状にお
いても地域住民の生活文化の反映であることが明らかとなった。
一方、一見単純にみえる共同店が、実は多面的な組織上の特性と包括的な機能による大きな
存在意義をもっていろという当初の課題意識と、それに付随する共同研究の方法と目的が妥当
であったことが確認された。われわれは研究課題に関する論議を積み重ね、そのなかから共通
の課題意識が尖鋭化され、学際的な相互補完性が強化されて一連の作業を完了することができ
た。
それと同時に、本研究はそれがなし得た以上に多くの課題を提起するにいたったが、その事
自体が本研究の成果の一端であるともいえよう。以下これを箇条的に列記してみる。第1の課
題は、調査地域の拡大である。本研究がカバーした調査範囲は僅かに沖縄本島北部農村地域の
一部である。本研究の中途でおこなった旧羽地村、今帰仁村、本部町、恩納村、宜野座村にお
ける予備調査の結果は、それぞれの地域に特徴的な地域性があり、特有な研究課題があること
を示唆している。更に、区長から回収したアンケートの資料は、現在でも共同店が幾分地域的
なかたよりを見せながらも広く分布していることを示している。調査地域を拡大することによ
って、共同店のない都市地区を起点にして、共同店分布の南限と北限を明らかにする必要があ
る。そうすることによって、共同店の立地を規定している諸要因とその機能的特徴を明らかに
することができよう。第2の課題は、共同店の時系列的な研究である。共同店史が綴るその形
成・発展・消滅の過程と、それを規定する社会的、文化的条件を時系列的に明らかにする必要
がある。共同店の設立も消滅も決して偶発的な現象ではない。その過程には地域住民の複雑な
生活問題と人間関係が深くかかわっている。第3の課題は、村落のレベルにおいて共同店と他
の機能的要件の比較研究をすることによって、相互の連関を明らかにすることである。例え
ば、共同店がその組織や機能の面において公民館、農協、ユイ等といかなる関連性をもってい
るかということは興味ある課題である。その解明は共同店の実態を把握するのに極めて重要で
ある。特に農協との関係については複雑な地域差がみられるようである。共同店が存在しない
ために、字農協がそれの代替機能を果している地域、逆に、字農協がないために共同店がその
部分的代替機能を果している地域がある。また特に村農協の所在地にみられるように、農協と
共同店が競合したり、対立したりしている場合もある。このような両者の多様な関係を地域間
の比較において、しかもそれを村落の秩序と地域住民の生活構造との関連において把握するこ
とによって、共同店の多面性を理解することができよう。第4の課題は、共同店と村落の連関
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を究明するために、村落を軸にした多面的なアプローチを試みる必要がある。村落の機能的要
件の一つとしての共同店が、村落にとっていかなる存在意義をもっているかを把握するため
に、視点を村落においてその機能的意義をほりさげてみる必要があろう。第5の課題は、村落
そのものの時系列的、横断的研究である。かりにそれぞれの村落に村落性ないし地域性という
のがあるとすれば、それは一義的にその共同店とその主体である住民の生活関係を規定するの
で、村落研究は不可欠である。共同店は村落の生活文化の反映であるとの視点に立てば、村落
の研究なしに共同店の研究はあり得ないといえる。最後の課題は、共同店的な発想や思考様式
と地域住民の生業及び複合的な生活問題との関連性を究明することである。本研究は共同店の
基盤である村落にそれ独自の構成原理があることを示唆している。なるほど調査地域において
も都市的な生活様式が浸透して、住民の生活態度や生活関係に都市指向が多分に見られる。し
かし、共同店に象徴されるように、村落には都市的な外圧にも積極的に対処できるような主体
（29）
性や地域的な個性があることが確認された。このことは共同店的なものの考え方が単に地域住
民の消費生活の次元における村落共同のあり方だけでなく、村落のよってたつ農業問題及び諸
生活問題の解決に村落がいかに主体的に取組むべきであるかを示唆しているといえよう。この
ような観点から村落共同を構築している基底的条件が解体されつつある今日、地域の主体性を
再構築して行くにあたって共同店のもっている機能的な意義は大きいといえよう。これら~一連
の課題は同時に村落のもっている潜在的な可能性を示唆している。それを引き出せるか否かは
最終的な担い手としての地域住民の主体性と自立能力にかかわっているわけだが、それを引き
出すことによって調査地域の村落が生活の場としての魅力をもつようになろう。
最後に本研究は共通の課題に対する学際的な取組み方を実証的に明らかにすることによっ
て、今後の共同研究の発展に寄与することを期待する。本研究が用いた学際的な調査方法やそ
れを導いた理論は、共同店という特定の課題にかぎって妥当であったというだけではなく、重
要な研究課題として、例えば、郷友会、ユイ、模合、及び村落構造そのものの研究にいかせる
ものと期待する。
「本書に掲載した地図は、建設省国土地理院長の承認を得て、同院発行の5000分の1国土基
本図および25000分の1地形図を複製したものである。（承認番号）昭54沖複第29号」
付記本研究は崎浜秀安氏をはじめ、調査地域の部落区長、共同店理事及び主任、その他多
数の方々の御協力を得て実施することができました。ここに深甚なろ謝意を表し、心から御
礼を申し上げます。
倒玉野井芳郎「共同間（1979年2月20日、23日「朝日新聞」夕刊の連載コラム「日記から｣）参照
＝
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宮城定霊
沖縄県
持田紀治
山城善光
福地砿昭
林野庁
金城一雄
国頭郡志（大正8）
琉球共産村落の研究（昭和2）
琉球之消費組合｢共同店」について（昭和2）
南方文化の探究（1939）
沖縄県産業組合連合会三十年史（1944）
地方自治七周年記念誌(195E)
琉球村落の研究（1957、琉大文理学部紀要）
奥字の事蹟
辺土名共同店史（19記）
思ひ出の記（19記）
羽地村誌（19腿、羽地村）
喜如嘉（1965）
国頭村誌（1967、国頭村）
久志村誌（1967、久志村）
沖縄現代史（1967）
琉球農連五十年史（1967）
国頭村安田の風土誌(1972)
沖縄県の入会林野（昭48）
沖縄における村落共同体（1972、農業協同組合18巻2号）
山原の火(1975)
村と戦争(1975)
戦後沖縄国有林経営の変遷に関する総合的調査研究（昭50）
沖縄山間僻地村落における共同労働についての一考察（1977、
学院社会学専攻紀要）
共同売店のコミュニティ（1977、地域の目2号）
幸喜部落の歩み（昭53、名護市字幸喜）
共同体の経済組織に関する一考察一沖縄県国頭村字奥区の「ヨ
を事例として一（1978『商経論集7巻1号』沖国大）
20年の歩み
字饒波代議員会議録（未公刊）
浜沿革誌（未公刊）
共同店分布調査（未公刊）
１
２
３
４
５
６
７
８
９
ｍ
、
岨
過
皿
賂
肥
Ⅳ
肥
岨
別
迦
躯
塊 明大大
高嶺晃
津波仁栄
玉野井芳郎
金城一雄
東村川田共同組合
大宜味村字饒波
国頭村字浜
中山満
塑
妬
恥 ｢共同店」
師
朋
別
帥
